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１．計画の基本的事項
(1) 計画の基本的な考え方 

急速に少子高齢化が進む中、いわゆる団塊の世代が７５歳以上となる令和７年（２０２

５年）を見据え、限られた資源を有効に活用し、必要なサービスを確保していくため、医

療及び介護サービスの提供体制の改革が必要となっている。

 本県では特に、急速な高齢化や医師不足等の医療課題を抱えており、これまでも「『良

医』を育むグランドデザイン」に基づく医師不足の解消、自治体病院の機能再編成を進め

ているほか、平成２６年６月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するための関係法律の整備等に関する法律」に伴う改正医療法に基づき、平成２８年３

月に青森県地域医療構想を策定し、地域の実情を踏まえながら、病床の機能分化と連携を

推進し、効率的かつ質の高い地域医療サービスを確保していくための施策に取り組んでき

たところである。

 また、保健・医療・福祉サービスを必要な時に適切な内容で、総合的・一体的に提供す

るために関係機関が連携を図る仕組みである「保健・医療・福祉包括ケアシステム」の構

築を推進する中で、介護予防を通じた健康づくり、相談支援体制の整備、必要なケアを切

れ目なく提供する環境づくりに取り組んできたところである。今後も高齢化率の上昇が見

込まれる中で、高齢者が自立した日常生活を営むことができるよう、一人ひとりのニーズ

を的確に捉え、必要な介護サービスを受けられる体制の整備と、質の高い介護サービスを

担う介護従事者の安定的な確保に一層取り組んで行く必要がある。

 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、令和３年度においては、こ

れまでの取組をさらに強化・発展させ、本県の喫緊の課題に対応するための取組を本計画

に盛り込むものである。

 (2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

本県における医療介護総合確保区域については、二次保健医療圏及び老人福祉圏域と同

じとする。

圏域名 構成市町村名

津軽地域保健医療圏
津軽地域老人福祉圏域

弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大
鰐町、田舎館村、板柳町

八戸地域保健医療圏
八戸地域老人福祉圏域

八戸市、おいらせ町、三戸町、五戸町、田子町、
南部町、階上町、新郷村

青森地域保健医療圏
青森地域老人福祉圏域

青森市、平内町、外ヶ浜町、今別町、蓬田村

西北五地域保健医療圏
西北五地域老人福祉圏域

五所川原市、つがる市、鯵ヶ沢町、深浦町、鶴田
町、中泊町

上十三地域保健医療圏
上十三地域老人福祉圏域

十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸町、
横浜町、東北町、六ヶ所村

下北地域保健医療圏
下北地域老人福祉圏域

むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村
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(3) 計画の目標の設定等 

■ 青森県全体

１．目標

  医療及び介護の総合的な確保に向け、病床の機能分化・連携の推進及び医療従事者

 の確保・養成を図るとともに、在宅医療提供体制の整備により、地域における医療連

 携体制の充実を図る。

  介護施設の整備により一人ひとりのニーズに合わせた介護サービスを受けられる

 体制を整備するとともに、質の高い介護サービスを担う介護従事者の確保を図る。

 （目標とする指標は、事業ごとに設定。） 

 ①-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標

【定量的な目標値】 

・地域医療構想で記載する令和７年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

 高度急性期 1,157 床 

  急 性 期 4,070 床 

  回 復 期 4,238 床 

  慢 性 期 2,362 床 

・再編統合等を行うための計画を策定する医療機関数：２か所（R3 年度） 

・病床の機能を回復期機能へ転換する医療機関数：５か所（R3 年度） 

・広域的な病院再編に伴う施設整備支援数：１か所（R3 年度：2か年整備の 2年目） 

・回復期機能への転換以外の施設整備を行う医療機関数：３か所（R3 年度） 

・地域医療構想の方向性に沿った医療機能の転換や病床数の見直しに伴い退職する職員に

対する早期退職制度を活用する医療機関数：１施設 

・地域医療構想アドバイザーの設置：３人 

・津軽地域における回復期機能を有する病床数：508 床（H30 年度）→619 床（R3 年度末）

・新たに整備される中核病院の常勤医師採用数：２名（R3 年度） 

・多職種連携研修受講者数：188 人（R3 年度） 

①-2 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する目標

【定量的な目標値】 

・削減病床数：42 床 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

令和３年３月に策定した「あおもり高齢者すこやか自立プラン 2021（第９期青森県

老人福祉計画・第８期青森県介護保険事業支援計画）」（計画期間：令和３年度～令和

５年度）に基づき、地域密着型サービス施設の整備を支援することで、本プランの基

本理念である「高齢者が生きがいを持ち、介護が必要になっても住み慣れた地域で安

心して暮らせる青森県」の実現を目指す。 
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【定量的な目標値】 

・小規模多機能型居宅介護事業所：1,298 人／月分（62 か所） 

→ 1,356 人／月分（64 か所） 

・認知症高齢者グループホーム：5,319 床（344 か所） → 5,373 床（347 か所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所：123 人／月分（14 か所） 

→ 152 人／月分（15 か所） 

・介護医療院：554 床（7か所） → 654 床（8か所）          

・小規模な介護付きホーム：18 か所 → 20 か所 

④ 医療従事者の確保に関する目標

【定量的な目標値】 

・医師臨床研修マッチング数：84 名（H28～R2 年度のマッチング数の平均値） 

→84 名以上（R3 年度） 

・上十三地域（人口 10 万対医師数で最も少ない圏域）の医師数：125.1 人（人口 10 万人

当たり）（H30 年度） → 125.1 人以上（R3 年度） 

・医師のキャリア形成プログラムの作成数：5本（5人）（R3 年度） 

・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形成プログラ

ム参加医師数の割合：100％（R3 年度） 

・産科医及び産婦人科医数（人口 10 万人対）：7.1（H30 現在）→8.9（H30 全国平均）を目

指した増加（R3 年度） 

・分娩手当を受給する産科医師数：76 人（R3 年度） 

・産科医に対する手当支給施設数：23 施設（R3 年度） 

・小児科医療に係る病院勤務医数（小児人口 10 万人対）：66 人（H29.10.1 現在）→72 人

（H29 全国平均）を目指した増加（R3 年度） 

・新生児医療担当医が立ち会った分娩取扱数：190 人（H28 年度）→ 増加（R3 年度） 

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給医師数：16 人（R3 年度） 

・へき地医療拠点病院の常勤医師数：93 名（R1 年度）→94 名（R3 年度） 

・小児科医療に係る病院勤務医数（小児人口 10 万人対）：64 人（H29.10.1 現在） 

→71 人（H29 全国平均）を目指した増加（R3 年度） 

・脳神経外科医数（人口 10 万人対）：4.3（H30.12.31 現在）→6.0（全国平均）を目指し

た増加（R3 年度）

・寄附講座の設置：１講座（R3 年度） 

・むつ総合病院の医師数(常勤医換算)：58.509 人（H29 年度）→ 79.0 人（R3 年度） 

・医師送迎用専用車両運行日数：136 日（R3 年度） 

・死亡総数に占める感染症が死因の割合：1.5％（H28 年度）→1.4％（R3 年度） 

・新興・再興感染症対策ブラッシュアップ研修会参加人数：100 名（R3 年度） 

・輸入感染症等対応研修事業：100 名（R3 年度） 

・歯科から医科に紹介された患者数のうち、糖尿病であった件数：増加（R3 年度） 

・医科・歯科連携による受診勧奨件数：増加（R3 年度）

・県内の医療施設に従事する医師数（人口 10 万対）：203.3 人（H30.12.31 現在）→218.9
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人（R3 年度） 

・医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数：90 件（R3 年度） 

・看護職員離職率：8.4％（R1 年度）→8.1％（R3 年度） 

・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関新規に取り組む医療機関：

１病院（R3 年度） 

・小児救急搬送人員における軽傷者の割合：68.9%（H30）→68.9%未満（R3 年度） 

・小児救急電話相談の相談件数（小児人口 10 万人あたり）： 

3,418 件（H27 年度） → 増加（R3 年度） 

・病院内保育所の運営費を支援する病院数：１施設（R3 年度） 

・ナースセンター斡旋による就業者数：263 人／年（R1 年度）→263 人以上（R3 年度） 

・ハローワークと連携した復職相談件数：100 件（R3 年度） 

・新人看護職員離職率：8.3％（R1 年度）→ 8.3％以下（R3 年度） 

・新人看護職員研修事業実施施設の新人看護職員数：316 人（R2 年度） 

→316 人以上（R3 年度） 

・看護師養成学校卒業生の県内就業率：55.4％（R元年度）→55.4％以上（R3 年度） 

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数：32 人（R3 年度） 

・看護教員養成講習会未受講者：16 人（R元年度）→14 人（R3 年度） 

・支援する看護師等養成所の数：８校 10 課程（R3 年度） 

・認定看護師数：189 人（R元年度）→189 人以上（R3 年度） 

・看護教員養成講習会へ受講させた養成所数：3校（R3 年度） 

・認定看護師等教育課程へ受講させた病院数：13 病院（R3 年度） 

・新人看護職員離職防止研修への新人看護職員参加人数：90 名（R3 年度） 

・新人看護職員離職防止研修への看護管理者参加人数：30 名（R3 年度） 

・新人看護職員離職防止研修への看護師等学校養成所教員参加人数：15 名（R3 年度） 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標

介護職員の増加を目標とする。そのためには、介護職員に対する適正な処遇の確保

が不可欠であり、実際に職員の処遇を行う介護サービス事業所が、職員の処遇改善に

対して真摯に取り組む必要がある。

   本県では、介護サービス事業所認証評価制度を人材確保対策の中心におき、認証事

業所を県民や介護職員を志す学生・求職者に広く周知するとともに、県が行う助成や

指定等、介護保険に関する事業の指標として本制度を位置づけ、認証事業所を重点的

に支援していくこととする。

   併せて、ノーリフティングケア事業や ICT の導入事業などによる労働環境の整備

にも力を入れ、人材確保に資すると考えられる事業を広く実施していくこととする。

【定量的な目標値】

・あおもり介護の魅力発信フェスティバルの開催 来場者数：400 人 

・介護技術コンテストの開催 来場者数：100 名 

・県民を対象とした介護の仕事の大切さを伝えるためのセミナー及び研修の開催 
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 受講者数：500 名 

・介護施設の求人・求職の調整 マッチング件数：70 名 

・小中高生を対象とした介護教室の開催 開催回数：90 回、参加者数：900 名 

・介護助手の導入支援 介護助手数：30 名 

・県外からの介護人材確保支援 就職必要経費補助対象者数：20 名 

・介護職への参入促進のための資金貸付：貸付金借受人数：312 名 

・老人クラブを対象とした指導会開催回数：15 回 

・認証評価制度の普及 新規参加宣言事業所数：20 事業所 

新規認証事業所数：10 事業所 

・介護ロボットの導入支援 導入施設数：27 施設 

・新介護職員を対象とした交流会の開催 参加者数：90 名 

・新介護職員を対象とした相談・支援制度の整備に向けた研修の開催 受講者：120 名 

・夜勤等における育児支援サービスへの補助 サービス利用者数：10 名 

・ノーリフティングケアの推進 先進モデル施設による成功事例の創出：5施設 

・介護事業所を対象とした ICT ツールの導入支援 ICT を導入した事業所数：9事業所 

・外国人介護人材受入準備セミナー参加者数：100 名 

・新型コロナウイルス感染症流行下における必要な介護サービス提供体制確保支援： 

必要な介護サービスの提供継続 

・潜在的有資格者の職場体験の実施 参加者数：80 名 

・福祉・介護従事者を対象とした資格取得及びスキルアップを促進する研修の開催 

参加者数：500 名 

・アセッサー講習の開催 受講者数：30 名 

・チームケアの強化を支援する出張講座の開催 出張講座開催地区数：5地区 

・3つの段階別の人材育成研修の開催 参加者数：210 名 

・介護施設等を対象とした防災知識習得のための研修会の開催 開催数：3回 

・介護支援専門員を対象とした法定外研修の開催 受講者数 210 名 

・認知症サポート医資格取得研修への派遣 派遣数：12 名 

・認知症初期集中支援チーム員研修の派遣 派遣数：40 名 

・医療関係者等を対象とした認知症対応力向上研修の開催 受講者数：230 名 

・医療従事者を対象とした認知症介護研修の開催 受講者数：200 名 

・介護施設職員を対象とした医療的な認知症ケアの研修会の開催 受講者数：60 名 

・市民後見人の養成及び支援体制の構築のための研修の開催  

養成数：10 名、受講者数：80 名 

・介護従事者を対象とした権利擁護研修の開催 開催数：12 回 

・介護サービス事業所に勤務する看護職員を対象とした高齢者権利擁護等推進事業実施要

綱の看護職員実務研修の開催 開催数：3回 

・喀痰吸引等研修の開催 受講者数：415 名 

・入退院調整ルール運用のための会議の開催 開催数：6回 

・介護職員を対象とした准看護師免許取得のための養成所への進学 取得者数：8名 

・「青森県型地域共生社会」を構築に向けた多職種を対象とした連携の理解促進のための
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研修の開催 開催回数：6回、受講者数：150 名 

・介護施設の看護職員を対象とした訪問研修の開催 訪問研修受講施設数：20 施設 

・地域包括支援センターの職員を対象とした資質向上研修の開催 受講者数：72 名 

・訪問介護事業所のサービス提供責任者を対象とした資質向上研修の開催  

開催回数：2回、受講者数：100 名 

・介護未経験・無資格者を対象とした知識・技術の取得研修の開催  

 開催回数：8回、受講者数：180 名                    

・事業所内保育施設の設置による職場環境の改善 施設数 4施設（各定員 10 名） 

⑥ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標

【定量的な目標値】 

・医療勤務環境改善支援センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関 

新規に取り組む医療機関 2 病院（R3 年度） 

２．計画期間

  （医療分）令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

 （介護分）令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

■ 医療介護総合確保区域（津軽地域、八戸地域、青森地域、西北五地域、上十三地

 域及び下北地域）の目標及び計画期間

 １．目標

   県全体に同じ

 ２．計画期間

   県全体に同じ

(4) 目標の達成状況 

別紙「事後評価」のとおり。

２．事業の評価方法

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

 令和２年８月３日～９月１１日

  医療分について医療機関、関係団体、市町村から事業提案募集

   （照会先） 

    県内全病院、市町村、弘前大学、県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、 

    県看護協会、県理学療法士会、県作業療法士会、県臨床工学技士会、 

県歯科衛生士会、全国自治体病院協議会青森県支部、 

-6-



青森県自治体病院開設者協議会、全日本病院協会青森県支部、県立保健大学 

 令和３年３月２４日

  県医療審議会において意見聴取（医療分） 

○ 介護分 

令和２年８月６日～９月２４日 

  介護分について市町村、関係団体から事業提案募集 

   （照会先） 

青森県医師会、青森県歯科医師会、青森県看護協会、青森県精神保健福祉協会、

青森県薬剤師会、青森県理学療法士会、青森県作業療法士会、青森県言語聴覚士会、

青森県介護支援専門員協会、青森県介護福祉士会、青森県社会福祉士会、

青森県社会福祉協議会、日本認知症グループホーム協会青森県支部

青森県ホームヘルパー連絡協議会、青森県老人福祉協会、

青森県老人保健施設協会、青森県国民健康保険団体連合会、

青森県老人クラブ連合会、認知症の人と家族の会青森県支部

青森県立保健大学、県内介護福祉士養成施設

令和３年３月２３日 

  あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会において意見聴取（介護分） 

(2) 事後評価の方法 

 計画の事後評価にあたっては、県医療審議会、あるいは個別分野に関して設置されている

協議会等の意見を聴きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行うなどにより、計画

を推進していく。 
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（様式３：青森県）

令和３年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 
(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例
5 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,325,206 千円
病床機能分化・連携推進施設設備整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想において、将来的に不足すると見込まれる回復期機能を有

する病床や在宅医療等を確保するため、医療機関が病床機能の転換や在宅

医療に取り組みやすい環境を整備する必要がある。 

アウトカム

指標

・地域医療構想に沿って、基金を活用して整備を行う不足している回復期

機能を有する病床の数 200 床 

※地域医療構想上必要とされる回復期機能を有する病床の数 4,238 床（R7

年度） 

・地域医療構想に基づく自治体病院等機能再編成等による津軽地域におけ

る新中核病院整備 

事業の内容  急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域におい

て総合的に確保するため、病床の機能分化、連携を推進する以下の取組を

実施する。 

①地域医療構想の実現に向け、再編統合を行おうとする医療機関が、県立

ち会いの下で、協議を行う際に必要となる経費を支援

②地域医療構想の実現に向けて、個別の医療機関が行う地域で不足する回

復期への病床機能の転換等に伴う施設・設備整備の支援

③病床利用率の低下等を踏まえた病床削減や必要とされる医療機能の充実

を図るなど、地域医療構想に基づく病床機能の分化・連携を進め、地域

全体の医療課題解決を図ることを目的とした自治体病院機能再編成等の

広域的な病院再編に伴う施設整備支援

④地域医療構想実現に向けた医療機関の事業縮小への支援

⑤病院管理者向け地域医療構想推進研修会の開催

⑥地域医療構想調整会議活性化のための地域医療構想アドバイザーの活動

支援

アウトプット指標 ・再編統合等を行うための計画を策定する医療機関数：２か所（R3 年度）

・病床の機能を回復期機能へ転換する医療機関数：５か所（R3 年度） 

・広域的な病院再編に伴う施設整備支援数：１か所（R3 年度：2 か年整備

の 2年目）

・回復期機能への転換以外の施設整備を行う医療機関数：３か所（R3年度）

・地域医療構想の方向性に沿った医療機能の転換や病床数の見直しに 

伴い退職する職員に対する早期退職制度を活用する医療機関数：１施設 
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（様式３：青森県）

・地域医療構想アドバイザーの設置：３人

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療構想実現に向けて、回復期病床の確保等の医療機関が行う施

設・設備整備を支援するほか、地域の病院再編成により、急性期機能を中

心とした中核病院を整備することで、周辺医療機関の回復期機能を担う体

制整備を促進する。

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１）

・医療機関が再編統合に向けて協議を行う際に必要となる経費の支援や、

病院管理者向けに地域医療構想推進研修会を開催することにより、地域

医療構想の実現に向けた病床機能分化が促進される。

・地域医療構想アドバイザーの活動支援により、各構想区域の実情に応じ

たデータの整理や論点の提示といった地域医療構想調整会議の事務局が

担うべき機能を補完する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,325,206

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円)

未定

基

金

国（Ａ） (千円)

442,324

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

221,162

民 (千円)

未定

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

663,486

うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

661,720

備考（注４） 
（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。

（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。
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（様式３：青森県）

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例
その他

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

30,000 千円
自治体病院機能再編人材確保事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想に基づき、地域で不足する回復期病床を確保するため、病

院再編成により、主に急性期機能を担う中核となる病院を整備するととも

に、周辺の医療機関が回復期機能を担う体制を構築する必要がある。 

特に、津軽地域においては、民間病院の医師不足等により、病院群輪番

制の参加病院が減少しており、救急医療体制を維持することが困難となっ

てきていることから、二次救急医療体制の再構築が必要である。

アウトカム

指標

・津軽地域における回復期機能を有する病床数： 

508 床（H30 年度）→619 床（R3 年度末） 

※地域医療構想上必要とされる、津軽地域における回復期機能を有する病

床の数：1,244 床（R7 年度） 

・津軽地域の二次救急医療体制の構築（R3 年度） 

事業の内容  地域医療構想において、津軽地域の自治体病院等の機能再編成による機

能分化・連携を掲げており、その中で新たな中核病院を整備し、同院を中

心とした二次救急医療体制を再構築することとしていることから、医療機

能発揮に向けた整備事業の一環として、二次輪番体制の維持のため、本来

三次救急を担う大学病院が参加して何とか維持している、救急医療を担う

医師を確保していく必要がある。 

地域の救急医療機能を強化するため、新中核病院が弘前大学から医師の

派遣を受け、二次救急医療機能を発揮するために必要となる、市町村が行

う医師確保対策に対し支援する。 

アウトプット指標 新たに整備される中核病院の常勤医師採用数 ２名（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域の病院再編成により、急性期機能を中心とした中核病院を整備する

ことで、二次救急医療体制の構築及び周辺医療機関の回復期機能を担う体

制整備の促進による回復期病床の増加が見込まれる。

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１）

地域医療構想に掲げられている地域の課題を解決するため、２病院の統

合により整備される新中核病院は、「区分Ⅰ－１地域医療構想の達成に向け

た医療機関の施設又は設備の整備に関する事業」の「病床機能分化・連携

推進施設設備整備事業」を活用し、現在工事が進められており、令和４年

４月に開院予定となっている。同病院に対し、本事業で確保された救急医

療を担う医師が派遣されることにより、二次救急医療体制の構築及び周辺

医療機関の回復期機能を担う体制整備が促進され、地域医療構想に掲げる

病床機能分化が進展する。
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（様式３：青森県）

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

30,000

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円)

10,000

基

金

国（Ａ） (千円)

10,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

5,000

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

15,000

うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

15,000

備考（注４） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例
5 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,000 千円
医療介護連携促進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県、医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想において、将来的に不足すると見込まれる回復期機能を有

する病床や在宅医療等を確保するため、医療機関が病床機能の転換や在宅

医療に取り組みやすい環境を整備する必要がある。 

アウトカム

指標

・回復期機能を有する病床の数 

2,203 床（R元年度）→2,403 床（R2 年度末） 

※地域医療構想上必要とされる回復期機能を有する病床の数 

4,238 床（R7 年度） 

事業の内容 地域医療構想の実現に向けて病床の機能分化・連携を進めるため、回復

期機能への転換を図る医療機関や、在宅医療に取り組む医療機関及び介護

サービス事業所等の機能強化及び連携体制構築のため、各地域においてそ

の地域の資源の状況や課題に応じた多職種の連携研修を実施する。

アウトプット指標 多職種連携研修受講者数：１８８人（R3年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療構想実現に向けて必要とされる回復期機能病床の整備を促進

し、また、入院患者が在宅医療等へ移行できる体制を構築するため、医療

介護連携が必要である。

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１）

 事業番号１「病床機能分化・連携推進施設設備整備事業」により、回復

期への病床機能の転換、地域医療構想実現に向けた医療機関の事業縮小等

が進展することから、本事業により、これに対応するための地域の医療体

制の受け皿の整備を促進し、病床機能の分化・連携を円滑に進めるもの。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,000

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円)

基

金

国（Ａ） (千円)

2,666

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,334

民 (千円)

2,666

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,000

うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)

2,666

その他（Ｃ） (千円)

備考（注４） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床の機

能又は病床数の変更に関する事業 

標準事業例

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】

126,996 千円
単独支援給付金支給事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 地域医療構想の実現に向けては、地域医療構想調整会議等の合意を踏ま

え、自主的に病床削減する医療機関に対して財政支援することで、医療機

関が病床数の適正化に必要な病床削減に取り組みやすい環境を整備する

必要がある。 

アウトカム

指標

病床削減数 

 R2 年度病床機能報告病床数             14,082 床 

 地域医療構想上必要とされる病床の数     11,827 床（R7 年度） 

本事業削減病床数  ▲68 床 

内 訳 

急性期病床   79 床→ 0 床(▲79) 

回復期病床   40 床→50 床(＋10) 

慢性期病床   37 床→38 床(＋ 1)

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間で合意の上、地域医療構想に即した病床機

能再編を実施することに伴い、減少する病床数等に応じて給付金を支給す

る。

アウトプット指標 対象となる医療機関数 ４医療機関

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、自主的に実施する病床削減に

対して財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組を促進

させる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円)

126,996

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

未定

基 

金 

国（Ａ） (千円)

126,996 民 (千円)

未定その他（Ｂ） (千円)

備考（注２） 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。

（注２）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

-13-



（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
25 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

104,043 千円
地域医療を支える医師確保事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、地域医療支援センターの運営に

よりそれぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・医師臨床研修マッチング数 

84 名（H28～R2 年度のマッチング数の平均値）→84 名以上（R3 年度） 

・上十三地域（人口 10万対医師数で最も少ない圏域）の医師数 

 125.1 人（人口 10 万人当たり）（H30） → 125.1 人以上（R3） 

事業の内容 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に医師不足病院

への医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営を行う。

アウトプット指標 ・キャリア形成プログラムの作成数：5本（5人）（R3 年度） 

・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリ 

 ア形成プログラム参加医師数の割合：100％（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

キャリア形成プログラムを作成し、地域医療に従事する医師のキャリア

形成上の不安解消を図るとともに、医師派遣・あっせんにより医師の地域

偏在等の解消を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

104,043

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

69,362

基

金

国（Ａ） (千円)

69,362

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

34,681

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

104,043

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
28 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

73,695 千円
産科医等確保支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 産科を有する病院、診療所、助産所 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、分娩手当の支給により、周産期

医療を担う産科医の確保が必要 

アウトカム

指標

・産科医及び産婦人科医数（人口 10 万人対） 

 7.1（H30 現在）→8.9（H30 全国平均）を目指した増加（R3 年度） 

事業の内容 産科を有する病院、診療所及び助産所において、分娩を取り扱う医師が

分娩手当を支給されている場合、その一部を補助する。

アウトプット指標 ・分娩手当を受給する産科医師数：76 人（R3 年度） 

・産科医に対する手当支給施設数：23 施設（R3年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

・分娩手当の支給により、産科医及び産婦人科医の確保を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

73,695

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

7,833

基

金

国（Ａ） (千円)

16,377

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

8,188

民 (千円)

8,544

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

24,565

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

49,130

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
28 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,778 千円
新生児医療担当医確保支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 産科を有する病院、診療所、助産所 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、分娩手当の支給により、周産期

医療を担う新生児医療担当医の確保が必要 

アウトカム

指標

・小児科医療に係る病院勤務医数（小児人口 10万人対） 

 64 人（H29.10.1 現在）→71 人（H29 全国平均）を目指した増加 

（R3 年度） 

・新生児医療担当医が立ち会った分娩取扱数 

 190 人（H28 年度）→ 増加（R3 年度） 

事業の内容 産科を有する病院、診療所及び助産所において分娩を取り扱った際に、

新生児担当医に手当てを支給している医療機関を対象として、その手当て

の一部を補助する。

アウトプット指標 ・新生児医療担当医に対する分娩手当支給医師数

 16 人（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

分娩手当の支給により、新生児医療担当医の確保を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,688

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

598

基

金

国（Ａ） (千円)

598

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

298

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

896

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

1,792

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 その他

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

140,000 千円
地域で活躍する良医育成推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県、八戸市、下北医療センター 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、寄附講座の設置等により、それぞ

れの医療機能を担う医療従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・へき地医療拠点病院の常勤医師数 93 名（R1 年度）→94 名（R2 年度） 

・産科医及び産婦人科医数（人口 10 万人対） 

7.1（H30 現在）→8.9（H30 全国平均）を目指した増加（R3 年度） 

・小児科医療に係る病院勤務医数（小児人口 10万人対） 

 64 人（H29.10.1 現在）→71 人（H29 全国平均）を目指した増加 

（R3 年度） 

・脳神経外科医数（人口 10 万人対） 

 4.3（H30.12.31 現在）→6.0（全国平均）を目指した増加（R2 年度） 

事業の内容 地域医療構想の実現に向けて、地域の中核となる病院の医療機能を充実

させるために、次の取組を実施

①弘前大学への寄附講座の設置により、各圏域で必要となる医師（産科・

小児科・整形外科・総合診療内科・脳神経外科ほか）の確保を図る。

②県南地域の産科医療ネットワークが構築及び維持されるよう、八戸市立

市民病院が中心となって実施している東北大学への委託事業に対して補

助を実施

③下北圏域における重要な疾患等について研究・診療、人材育成を行うた

めに下北医療センターが弘前大学へ設置する寄附講座に対して補助を実

施

アウトプット指標 寄附講座の設置：１講座（R3 年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

弘前大学への寄附講座等を設置することで、人材を養成するほか、へき

地拠点病院等への指導医等の派遣について大学からの協力を得る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

140,000

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

70,000

基

金

国（Ａ） (千円)

 70,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

35,000

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

105,000

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

35,000

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
26 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 事業名 【総事業費 

（計画期間の総額）】

15,000 千円
医師少数区域診療体制整備支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師の地域偏在対策のため、医師少数区域の中核病院に対し弘前大学医

学部附属病院等から派遣される応援医師の負担を軽減する体制を整備し、

医師少数区域における中核的な病院の体制を維持・強化する必要がある。 

アウトカム

指標

常勤医換算医師数 

むつ総合病院 58.509 人（H29 年度）→ 79.0 人（R3 年度） 

事業の内容  本県は、医師少数県であり、うち西北五、上十三及び下北地域は深刻な

医師少数区域である。（医師偏在指数：全国＝239.8、青森県＝173.6、西北

五＝114.3、上十三＝129.1、下北＝151.8） 

 これら地域の中核的な病院は、主に弘前大学医学部附属病院から非常勤

診療応援医師の派遣を受け、診療体制を維持している。 

 このうち上十三、下北の 2地域は弘前大学から遠距離に位置し、病院間

の公共交通機関の利用や、自家用車の運転に長時間を要し、移動に伴う医

師の負担は非常に大きなものとなっている。 

本事業は、弘前大学に設置した寄附講座等による常勤医師採用の取組に

一定の目処が立つ令和 3年度までの臨時的な対応として、弘前大学等から

診療応援医師を送迎する体制を整備することで、医師少数区域における中

核的な病院の診療体制の維持及び医師の確保につなげるものである。 

アウトプット指標 医師送迎用専用車両の確保及び運行日数 136 日（R2 年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

診療応援医師を送迎する体制を整備することにより、医師の移動に伴う

負担を軽減し、診療体制の維持及び医師の確保を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

15,000

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

5,000

基

金

国（Ａ） (千円)

5,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,500

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

7,500

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

7,500

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 その他

事業名 No １０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

919 千円
新興・再興感染症対策研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 今般の新型コロナウイルス感染症への対応で、医療従事者の感染症に対

する専門的な知識や技術の底上げはなされたが、一方で不十分な感染対策

によって医療従事者自身が感染、又は濃厚接触者になることによって診療

を休止したり、発熱患者の診療を拒否したりする医療機関が発生したこと

を踏まえると、感染症対策の更なる充実強化は不可欠であり、対策の要と

なる人材の育成・確保は喫緊の課題であることから、今後も継続して感染

症に関する最新の知識・技術を習得・維持することにより、感染症対策に

携わる医療従事者としてのレベルを維持（ブラッシュアップ）するための

研修を行い、専門的人員の確保を図る。 

アウトカム指標 ・死亡総数に占める感染症が死因の割合：1.5％（H28 年度）→1.4％（R3 年度）

事業の内容 ①新興・再興感染症対策ブラッシュアップ研修事業 

感染症指定医療機関等において感染症対策に携わっている医療従事者等

を対象として、最新の世界情勢や知識・技術を習得・維持することにより、

引き続き、感染症対策に携わる医療従事者としてのレベルを維持（ﾌﾞﾗｯｼｭ 

ｱｯﾌﾟ）するための研修を行い、専門的人員の確保を図る（参加者数 100 名程度）。

②輸入感染症等対応研修事業 

一般医療機関の医療従事者等を対象として、輸入感染症等に関する状況

や患者受け入れ時の対応などを実践的に習得できる研修を行い、感染症対

策の初動に適切に対応できる人材の確保を図る。（参加者数 100 名程度） 

アウトプット指標 研修会参加人数：各 100 名（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修会に参加した医療従事者等に対して、新興・再興感染症の予防・対

策に必要な最新の知識・技術を習得させ、医療機関等における感染症への

迅速かつ適切な対応が可能な人材を確保することにより、新興・再興感染

症等の発生・まん延を防ぎ、ひいては県民の健康被害の低減につながる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

919

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

612

基

金

国（Ａ） (千円)

612

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

307

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

919

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
31 

事業名 No １１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,117 千円

糖尿病と歯周病を切り口とした医科・歯科連携

事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県（県医師会委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

青森県は糖尿病による死亡率が全国ワースト１位（平成 30 年）で、県の

平均寿命にも影響を与えていることから、糖尿病対策は県の喫緊の課題で

ある。糖尿病対策のひとつとして、医師、歯科医師等が糖尿病と歯周病に

関する  専門知識を学び、医科・歯科連携体制を活用し、医科・歯科双

方からの糖尿病対策を実施していくことが必要である。 

アウトカム

指標

・歯科から医科に紹介された患者数のうち、糖尿病であった件数：増加（R3）

事業の内容 糖尿病に関する医科歯科連携の体制の運用状況を検証するため、医科・

歯科連携検討会を開催するとともに、その検討内容及び糖尿病と歯周病に

関する専門知識を医師、歯科医師に伝えるための研修会を実施する。

アウトプット指標 ・医科・歯科連携による受診勧奨件数：増加（R3）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医師及び歯科医師が糖尿病と歯周病について学ぶことで、糖尿病と歯周

病の関係性を理解し、治療や連携に取り組む医師、歯科医師が増加する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,117

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

387

基

金

国（Ａ） (千円)

1,432

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

716

民 (千円)

1,045

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,148

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,045

その他（Ｃ） (千円)

1,969

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
32 

事業名 No １２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,545 千円
医師相談窓口設置事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県（青森県医師会委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、出産・育児や介護の当事者とな

る医師等の就労支援等によりそれぞれの医療機能を担う医療従事者の確保

が必要。 

アウトカム

指標

・県内の医療施設に従事する医師数（人口 10 万対）  

 203.3 人（H30.12.31 現在）→218.9 人（R2 年度） 

（参考）目標値 246.7 人（H30 全国平均） 

事業の内容 出産・育児や介護及び離職後の再就業等に不安を抱える医師のための受

付・相談窓口を設置・運営する。

アウトプット指標 ・医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数 90 件（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

出産・育児や介護の当事者となる医師等の勤務環境の改善を図り、医師

確保につなげる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,545

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

17

基

金

国（Ａ） (千円)

3,030

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,515

民 (千円)

3,013

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,545

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,013

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
49 

事業名 No １３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

3,710 千円
医療勤務環境改善支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、医療勤務環境改善支援センター

の運営により、それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・看護職員離職率 8.4％（R1 年度）→8.1％（R2 年度） 

事業の内容 医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、

PDCA サイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組み

を活用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専門的な

支援を行うために設置される「医療勤務環境改善支援センター」を運営す

る。

アウトプット指標 ・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関

 新規に取り組む医療機関 １病院（R3年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

勤務環境改善に取り組むことで、医療従事者の確保につなげる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,710

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基

金

国（Ａ） (千円)

2,473

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,237

民 (千円)

2,473

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,710

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,473

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
52 

事業名 No １４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

14,987 千円
小児救急医療体制整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 小児救急二次輪番病院 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、小児救急医療に係る体制整備に

より、それぞれの医療機能を担う医療従事者の負担軽減が必要 

アウトカム

指標

・津軽圏域の小児救急医療体制の維持 

事業の内容 休日・夜間に輪番制によって小児科医による小児救急医療体制を整備す

る事業に対し運営費を補助する。

アウトプット指標 津軽圏域の輪番参加病院数３病院の維持（R3 年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

輪番に参加する病院を支援し確保することで小児科医の負担を軽減させ

る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

14,987

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

5,456

基

金

国（Ａ） (千円)

6,660

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,331

民 (千円)

1,204

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

9,991

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

4,996

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
53 

事業名 No １５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

16,581 千円
小児救急電話相談事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県（ダイヤルサービス（株）委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、子ども医療電話相談事業の実施

により、それぞれの医療機能を担う医療従事者の負担軽減が必要 

アウトカム

指標

・小児救急搬送人員における軽傷者の割合  

68.9%（H30）→68.9%未満（R3） 

事業の内容 保護者の不安解消と小児救急医療体制の補完を目的として小児救急医療

電話相談（#8000）を実施する。

アウトプット指標 ・子ども医療電話相談の相談件数（小児人口 10万人あたり）

 3,418 件（H27 年度） → 増加（R3年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

休日・夜間の急な子どもの病気等について、電話相談によってアドバイ

スをすることで、適正な救急車の利用を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

16,581

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

未定

基

金

国（Ａ） (千円)

11,054

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

5,527

民 (千円)

未定

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

16,581

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

未定

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
50 

事業名 No １６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

16,857 千円
病院内保育所運営費補助 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、病院内保育所の安定的な運営に

より、それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・看護職員離職率 8.4％（R1 年度）→8.1％（R2 年度） 

事業の内容 医療機関に勤務する職員のための保育施設を運営する事業に要する経費

を補助する。

アウトプット指標 病院内保育所の運営費を支援する病院数：１施設（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

・病院内保育所の設置により看護師等の勤務環境を改善し、離職率の低下

を図る。

・子育ての面から就業出来なかった看護師の再就業支援の一助とする。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

16,857

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基

金

国（Ａ） (千円)

3,746

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,873

民 (千円)

3,746

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,619

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

11,238

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
38 

事業名 No １７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,897 千円
ナースセンター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県（青森県看護協会委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、ナースセンターの運営によりそ

れぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・ナースセンター斡旋による就業者数

263 人／年（R1年度）→263 人以上（R3年度） 

 [青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定] 

事業の内容 看護職員の復職支援を図るため、各地域でのハローワークと連携した活

動や、平成 29 年 10 月より開始した看護職員の離職者届出制度に対応する

ため、ナースセンター業務の体制強化に要する経費に対して助成する。

アウトプット指標 ハローワークと連携した復職相談件数 100 件（R3 年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職した看護職員を潜在化させることのない体制を整備することで，就

業する看護職員の増加を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,897

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基

金

国（Ａ） (千円)

3,265

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,632

民 (千円)

3,265

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,897

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,265

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
35 

事業名 No １８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

24,886 千円
新人看護職員研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 新人看護職員研修を実施する病院 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、新人看護職員に対する研修の実

施により、それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・新人看護職員離職率 8.3％（R1 年度）→ 8.3％以下（R3 年度） 

［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］ 

事業の内容 医療の安全確保、看護職員の離職防止等のため、医療機関等が行う新人

看護職員研修に要する経費を補助する。

アウトプット指標 ・新人看護職員研修事業参加者職員数

 事業実施施設の新人看護職員数 316 人（R2 年度） 

→316 人以上（R3 年度）（過去 3年平均：県内就業新人看護職員の 65％ 

以上） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

新人看護職員に対する研修により、新人看護師の職場定着を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

27,176

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

763

基

金

国（Ａ） (千円)

9,059

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,529

民 (千円)

8,296

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

13,588

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

13,588

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
36 

事業名 No １９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,066 千円
看護師等確保・資質向上推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県（青森県看護協会委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療

従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・養成学校卒業生の県内就業率 55.4％（R1 年度） 

→55.4％以上（R3 年度） 

［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］ 

事業の内容 ①医療機関における実習指導者を対象として、保健師助産師看護師実習指

導者講習会（特定分野を含む）を開催し、効果的な実習指導等ができる

ように必要な知識・技術を習得させる・ 

②青森県看護師等サポートプログラムの効果検証・進捗管理等を検討する

「看護師等確保推進会議」を開催する。

アウトプット指標 ・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数 

 32 人（受講定員 40人の８割）（R3 年度）

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職した看護職員を潜在化させることのない体制を整備することで，就

業する看護職員の増加を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,066

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

435

基

金

国（Ａ） (千円)

2,711

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,355

民 (千円)

2,276

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,066

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,276

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
39 

事業名 No ２０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

203,812 千円
看護師等養成所運営費補助 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、看護師等養成所の安定的な運営

により、それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・養成学校卒業生の県内就業率 55.4％（R1 年度） 

→55.4％以上（R3 年度） 

［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］ 

・看護教員養成講習会未受講者 16 人（R1 年度）→14 人（R3 年度） 

［青森県保健医療計画（青森県看護師サポートプログラム）で設定］ 

事業の内容 ①看護師等確保対策の一環として、看護師等養成所の教育内容の向上及び

運営の適正化を図ることを目的に、専任教員の人件費、生徒経費等運営

に必要な経費について補助する。 

②看護師等の県内修業促進のため、卒業生の県内就業率に応じた支援を行

う。

アウトプット指標 ・支援する看護師等養成所の数：８校 10課程（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所の教育内容の向上、運営の適正化を図り、学生により良

い教育が提供されることにより、看護師等養成の促進、県内定着を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

203,812

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基

金

国（Ａ） (千円)

67,938

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

33,968

民 (千円)

67,938

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

101,906

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

101,906

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
36,39 

事業名 No ２１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

12,346 千円
看護職員キャリアアップ推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 看護師等養成所、医療・福祉施設 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療

従事者の確保が必要 

アウトカム

指標

・認定看護師数 189 人（R1 年度）→189 人以上（R3 年度） 

・看護教員養成講習会未受講者 16 人（R2 年度）→14 人（R3 年度） 

 [青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定] 

事業の内容 看護師等養成所が看護教員養成講習会へ受講させた際に要する経費及び

病院が看護師を認定看護師等教育課程へ受講させた際に要する経費の一部

を補助する。

アウトプット指標 支援する養成所・病院数 

・看護教員養成講習会へ受講させた養成所数：2校（R3 年度） 

・認定看護師等教育課程へ受講させた病院数：13 施設（R3 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師のキャリア支援を図ることで、提供する医療の質の向上、学生に

よりよい教育を提供することができる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

12,346

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

未定

基

金

国（Ａ） (千円)

4,115

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,058

民 (千円)

未定

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

6,173

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

6,173

備考（注３） 

-30-



（様式３：青森県）

事業の区分 
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例
38 

事業名 No ２２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】

885 千円
新人看護職員離職防止・定着促進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県（青森県看護協会委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の看護師等学校養成所卒業者の県内就業率が低迷していること、県

内の新人看護職員の離職率が上昇していることから、それぞれの医療機能

を担う医療従事者の育成・定着が必要となっている。 

アウトカム

指標

・養成学校卒業生の県内就業率 55.4％（R1 年度）→55.4％以上（R3年度）

・新人看護職員離職率 8.3％（R1 年度）→ 8.3％以下（R3 年度） 

事業の内容 県内病院の看護管理者と養成学校教員との合同研修、新人看護職員の離

職要因の把握、早期離職防止に向けた支援を行うことで、県内の看護人材

の育成と定着を図るものである。

アウトプット指標 ・新人看護職員参加人数：90 名（R3 年度） 

・看護管理者参加人数：30 名（R3年度） 

・看護師等学校養成所教員参加人数：15名（R3年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県内病院の看護管理者、看護教育の関係者等が風通しのよい関係性を構

築することにより、県内就業する看護職員の増加、早期離職防止を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

 885

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基

金

国（Ａ） (千円)

590

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

295

民 (千円)

590

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

885

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

590

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（様式３：青森県）

事業の区分 Ⅵ勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備

に関する事業 

標準事業例
- 

事業名 No ２３ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】

235,144 千円
地域医療勤務環境改善体制整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

2024 年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制適用開始に向け、医

師の労働時間短縮を進める必要がある。 

アウトカム

指標

医療勤務環境改善支援センターの支援により勤務環境改善計画を策定する

医療機関 

新規に取り組む医療機関 ２病院（Ｒ３年度） 

事業の内容 医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組を総合的に実施するために必要

な費用を支援する。

アウトプット指標 対象施設数 ２医療機関

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医

療機関を対象とし、勤務医の労働時間短縮に向けた総合的な取組に対する

経費を支援することで、勤務医の労働時間を短縮し、勤務医の働き方改革

の推進を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

235,144

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

10,640

基

金

国（Ａ） (千円)

78,381

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

39,191

民 (千円)

未定

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

117,572

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

117,572

備考（注３） 
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(事業No.1)

事業の区分

【総事業費】

798,300千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 2,079,353千円 公 881,668千円

基金 国 1,386,235千円 民 504,567千円

県 693,118千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

感染拡大防止を整備する介護施設等の増加を図り、地域で安心して生活でき
る体制を整備する。

３．介護施設等の整備に関する事業

事業名 介護施設等における感染防止対策事業

青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：感染防止対策を実施する施設等の増

①介護施設等への簡易陰圧装置・換気設備の設置経費に対する助成を行う。
　６１施設
②介護施設等の多床室の個室化改修経費に対する助成を行う。
　　１施設
③介護施設等のゾーニング環境等の整備に対する助成を行う。
　５０施設

　令和３年３月に策定した「あおもり高齢者すこやか自立プラン2021（第９
期老人福祉計画・第８期青森県介護保険事業支援計画・第５期青森県介護給
付適正化計画）」（計画期間：令和３年度～令和５年度）に基づき、感染症
への対応について支援することで、本プランの基本理念である「高齢者が人
生の最後まで自分らしく、生きがいを感じながら、住み慣れた地域で安んじ
て暮らせる青森県型地域共生社会の実現」を目指す。

①簡易陰圧装置・換気設備の設置　　　　６１施設
②介護施設等の多床室の個室化改修　　　　１施設
③介護施設等のゾーニング環境等の整備　５０施設

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

R2執行残 ：512,284千円
R3新規申請：286,016千円

総事業費

798,300千円
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(事業№ 1 )

【総事業費】

3,156千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,156千円 公

基金 国 2,104千円 民 2,104千円

県 1,052千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職に対するイメージは、依然としてマイナスイメージが強いことから、
介護職の魅力や大切さを広く県民へPRし、理解促進を図る必要がある。

アウトカム指標：介護職に対するイメージアップ

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 介護職の魅力発信事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　あおもり介護の魅力発信フェスティバルの開催
　　介護の魅力を発信するため、ショッピングモールの催事場等を活用した
　フェスティバルを開催する。
２　イベントの活用による普及啓発
　　テレビ局が主催する青森朝日放送祭りでのブースを借り、介護等の広報
　及び相談会を実施する。

来場者数　４００人

介護職へのイメージアップを図り、介護を目指す就労者への理解と新規参入
を促進する。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 2 )

【総事業費】

3,418千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,418千円 公

基金 国 2,279千円 民 2,279千円

県 1,139千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

県民の介護職に対するイメージアップや介護職員のモチベーション向上等の
ための機会を創出し、介護に対する理解向上及び介護人材の定着につなげる
必要がある。

アウトカム指標：介護に対する理解向上や介護職員の意欲向上などについて
好意的回答70％以上（参加者に対するアンケート調査）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 介護技術コンテスト開催事業

県全域

社会福祉法人青森県社会福祉協議会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　介護技術コンテスト検討・審査委員会の設置
　　外部の専門識者等を構成員とする検討・審査委員会を設置し、
　競技内容や審査方法・手順等を検討する。
２　介護技術コンテストの周知
　　コンテストの参加者募集及びイベントの開催について関係機関等
　に周知し、来場者を募る。（チラシ、ポスター、新聞広告等）
３　介護技術コンテストの開催
　　・コンテスト対象者：介護職員
　　・競技内容：移動介助、排泄介助、食事介助等を想定
　　・コンテストにおいては、実技及び質疑応答を行い、内容を審査する。
　　・各部門優勝者を表彰する。
４　参加者アンケートの実施

コンテスト来場者１００名　出場チーム１０チーム

コンテスト開催（＝魅せる介護）により、来場者(県民)の介護職に対する理
解向上を図るとともに、競技やそこで得られる評価を通して出場者(介護職
員)の介護技術やモチベーション向上を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 3 )

【総事業費】

5,858千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 5,858千円 公 千円

基金 国 3,905千円 民 3,905千円

県 1,953千円 うち受託事業等（再掲）

千円 3,905千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者に接する機会の少ない小・中・高校生等に対し、介護に対する理解を
促進させ、福祉の心の醸成や介護職へのイメージアップを図る必要がある。

アウトカム指標：介護に対する理解の促進とイメージアップ

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 介護体験型理解促進事業

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　介護教室等の開催
　　生徒やその保護者などを対象に、体験型による介護や介護職について学
　ぶ機会を通し、介護に対する機運を醸成し、将来の仕事として選択しても
　らえるようイメージアップを図っていくための介護教室（高齢者疑似体験
　や車椅子体験など）を開催する。
２　講座等の開催
　　広域的な団体等に対し、介護や介護職への理解促進を目的とした講座等
　を開催する。

開催回数：９０回、参加者数：９００名

高齢者や介護に対する理解を促進させ、若い世代から介護に関する機運の醸
成と介護職に対するイメージアップを図りながら、新たな人材参入を推進す
る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 4 )

【総事業費】

20,600千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 20,600千円 公

基金 国 13,733千円 民 13,733千円

県 6,867千円 うち受託事業等（再掲）

千円 3,607千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職に対するマイナスイメージが依然として強いことから、介護職の魅力
や大切さを広く県民へＰＲし、理解促進を図る。

アウトカム指標：介護分野への新たな進学者・就労者の確保
（セミナー等参加者のうち新たな進学者・就労者数の前年度比増）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 福祉・介護人材参入促進事業

県全域

青森県、養成施設、職能団体

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　介護職に対するイメージアップを図るため、各種研修会を実施する。
　（１）介護の仕事の大切さ・魅力を伝えるためのセミナー、研修等の実施
　（２）職場体験、学校訪問、出前講座等の実施
　（３）福祉人材確保支援セミナー・福祉人材確保研究会の開催
　（４）初任者研修受講料の補助

１　セミナー等受講者数：５００名
２　職場体験実施者数：１２０名
３　出前講座実施校数：１５校
４　初任者研修受講料補助の実施：１００名

公開講座等の実施により、介護分野への進学・就業者の参入促進を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

総事業費20,600千円による
アウトプット
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(事業№ 5 )

【総事業費】

9,530千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 9,530千円 公

基金 国 6,353千円 民 6,353千円

県 3,177千円 うち受託事業等（再掲）

千円 6,353千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

多様な人材の参入を促進するため、求人条件と求職条件の調整を図り、きめ
細やかなマッチングを行う必要がある。

アウトカム指標：福祉人材センター経由の入職者数の増加（前年度比増）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業

事業名 福祉・介護人材マッチング機能強化事業

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　施設・事業所における詳細な求人ニーズの把握、求職者の適性の確認及び
的確な求人情報の提供、就業後の適切なフォローアップ等を、青森県福祉人
材センターに配置した2名のキャリア支援専門員が一体的に実施する。

訪問事業所数：１５０事業所、マッチング件数：７０名

キャリア支援専門員の配置、事業所訪問によるきめ細やかなマッチングによ
り、入職者数の増加を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 6 )

【総事業費】

5,339千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 5,339千円 公

基金 国 3,559千円 民 3,559千円

県 1,780千円 うち受託事業等（再掲）

千円 3,559千円

備考

子育て中の介護職員が働き続けられるよう短時間勤務による業務の緩和及び
介護職員が専門的な知識・技術が必要となる業務に専念できるよう介護現場
の作業効率の向上を図るため介護助手の導入支援を行う。

介護助手：３０名

子育て中の介護職員の育児負担を軽減するため、その支援を行う事業所が増
えることにより、子育てを理由に離職する職員を抑制する。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

子育て中の介護職員の育児負担を軽減し、離職等の抑制を推進する必要があ
る。

アウトカム指標：介護助手を導入する施設数の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支援事業

事業名 福祉・介護人材定着促進事業（介護助手）

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日
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(事業№ 7 )

【総事業費】

7,462千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 7,462千円 公 65千円

基金 国 4,975千円 民 4,910千円

県 2,487千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

人口減少、高齢化率上昇により、介護を必要とする高齢者が増加する一方
で、介護人材の確保が今後困難になっていくため、県外からの介護人材確保
を推進する必要がある。

アウトカム指標：県外からの介護職員採用者数の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 離島・中山間地域等に対する事業
（小項目） 離島・中山間地域等における介護人材確保支援事業

事業名 介護人材ＵＩＪターン促進事業

県全域

介護サービス事業所

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　県外からの介護人材確保を支援する。
　（１）介護サービス事業所等が行う県外での就職説明会開催等のために必
　　　　要な経費を補助
　（２）県外から介護サービス事業所・施設に就職するために必要な経費を
　　　　助成

県外での就職説明会開催回数：２０回、就職必要経費補助対象者数：２０名

県外からの介護人材確保を支援することにより、県外からの採用者数が増加
する。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 8 )

【総事業費】

62,427千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 62,427千円 公

基金 国 41,618千円 民 41,618千円

県 20,809千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護人材については、慢性的な人手不足に加え、新型コロナウイルス感染症
の感染防止対策や利用者が感染した場合の対応等によって、高齢者介護施設
等における業務が増大し、人手不足が更に深刻化している。

アウトカム指標：介護事業所等への新規就労者の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 介護分野への就職に向けた支援金貸付事業

事業名 介護福祉士修学資金等貸付事業費補助

県全域

社会福祉法人青森県社会福祉協議会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

定着率の高い福祉系高等学校への支援と他業種で働いていた方への介護職へ
の参入を促進するため、返済免除付き貸付事業「福祉系高校修学資金貸付事
業」及び「介護分野就職支援金貸付事業」を実施する。

貸付金の借受人数：３１２名

介護福祉士の国家試験に合格し、県内の介護施設で３年間（就職支援金の借
受人は２年間）勤務すると返還免除されることから、介護人材の増加及び定
着が期待できる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 9 )

【総事業費】

3,966千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域
事業の実施

主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,966千円 公

基金 国 2,644千円 民 2,644千円

県 1,322千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

　地域の担い手として期待される老人クラブが、各種手続きの煩雑さから活
動の継続が難しくなり、休止や解散を選択する場合が毎年少なからずあり、
クラブ数や会員数の減少に歯止めをかける必要がある。

アウトカム指標：老人クラブ数、会員数の現状維持

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業

事業名 老人クラブ事務手続き等支援事業

県全域

青森県老人クラブ連合会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　説明会及び講習会の開催
　市町村老連役員や事務担当、女性リーダー等を対象に、経理の専門家を講
師とした講習会を開催する。
２　アンケート調査の実施
　老人クラブ事業の継続に向けた方策、事務手続きに対する要望など現状把
握のためのアンケート調査を実施する。
３　お助け隊委員会の設置
　上記アンケートの内容の検討、記載しやすい県内統一様式案の検討のため
有識者を入れた委員会を設置する。
４　市町村ごとの指導会開催
　単位老人クラブを対象とした個別指導会を開催。実務的、具体的な助言指
導を行う。

説明会・講習会の開催：１回
お助け隊委員会の設置：３回
各市町村ごとの指導会開催：１５回

毎年クラブ数、会員数は減少しており、現在あるクラブの中でも会計担当が
高齢で退けば解散すると考えているクラブは多数ある。講習会、指導会でそ
のようなクラブを支援し、後継者を育成することで減少に歯止めをかけるこ
とができると見込まれる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 10 )

【総事業費】

19,380千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 19,380千円 公 865千円

基金 国 12,920千円 民 12,055千円

県 6,460千円 うち受託事業等（再掲）

千円 12,055千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

将来にわたる安定的な介護人材の確保、職員の処遇改善による離職防止、
サービスの質の向上に向け、介護サービス事業所の見える化を推進する。

アウトカム指標：介護職員の人材確保と質の高いサービスの提供

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 基盤整備
（小項目） 人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業名 介護人材育成認証評価制度事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会外）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　職員の処遇改善、人材育成、サービスの質の向上に積極的に取り組む事業
所を県が認証する認証評価制度の運営
１　制度の運営
　（１）認証評価制度推進委員会の運営
　（２）認証審査・認証の付与
　（３）認証審査調査員の設置・研修実施
　（４）広報等
２　事業者支援
　（１）認証取得に向けたセミナーの開催
　（２）個別相談会

１　新規で認証評価制度参加を宣言する事業者数　　：２０事業者
２　新規で認証評価基準による評価を受ける事業者数：１０事業者

各事業所等の情報の見える化により、安定的な人材確保と質の高いサービス
の提供を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

総事業費

19,380千円
R1執行残 ：10,000千円
R3新規申請：9,380千円
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(事業№ 11 )

【総事業費】

47,726千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 47,726千円 公 34千円

基金 国 31,817千円 民 31,783千円

県 15,909千円 うち受託事業等（再掲）

千円 2,516千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職員の定着・確保の観点から、介護職員の負担軽減を図るなど、働きや
すい職場環境の整備を支援する必要がある。

アウトカム指標：
介護職員の負担軽減や定着促進などについて好意的回答60％以上
（介護ロボット導入施設に対するアンケート調査）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 介護ロボット導入支援事業

県全域

青森県及び介護サービス事業所

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　介護事業所における介護ロボット導入経費補助
　介護ロボット導入やwi-fi工事等に係る経費の一部補助を行う。また、導入
効果の検証を行う。

２　介護ロボットの普及・啓発
　介護ロボット導入を促進するため、フォーラムを開催し、導入事例の紹介
や機器メーカーのデモンストレーションなどを行う。

介護ロボット導入施設：２７施設
研修参加数：１００名

介護ロボット等の導入により介護事業所の業務改善がなされ、介護職員の負
担軽減や人材定着に繋がる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 12 )

【総事業費】

11,995千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 11,995千円 公 29千円

基金 国 7,997千円 民 7,968千円

県 3,998千円 うち受託事業等（再掲）

千円 7,968千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職員が働く上での悩み､不安､不満として｢腰痛･体力に不安がある｣が上位
に上げられ､本県社会福祉施設における労働災害の約1/4を腰痛が占める。こ
のため、介護職員の身体的負担の軽減、特に腰痛問題の解消に向けた取組が
必要である。

アウトカム指標：ノーリフティングケアを実践する事業所数の増加

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策・普及促進事業

事業名 あおもりノーリフティングケア推進事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

介護する側・される側の双方に優しく、安全で安心な「持ち上げない、抱え
上げない、引きずらないケア」であるノーリフティングケアを推進すること
で、介護職員の身体的・精神的負担を軽減し、働きやすい職場環境を整備す
る。
(1)あおもりノーリフティングケア推進研究会の設置
(2)指導者養成（中央研修への派遣）
(3)意識改革と体制づくり
　・管理者向け研修
　・事業所リーダー職員向け研修
　・先進モデル施設による成功事例の創出

１．先進モデル施設による成功事例の創出：５施設
２．指導者養成（中央研修への派遣）：５名
３．管理者向け研修：１回、事業所リーダー職員向け研修：２回実施

先進モデル施設を創出してエビデンスに基づく情報発信を行い、本県のノー
リフティングケアを推進する指導者を養成し、必要な研修を実施すること
で、県内にノーリフティングケアを普及させていく。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 13 )

【総事業費】

18,154千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 18,154千円 公 83千円

基金 国 12,103千円 民 12,020千円

県 6,051千円 うち受託事業等（再掲）

千円 1,220千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職員の定着・確保の観点から、介護職員の負担軽減を図るなど、働きや
すい職場環境の整備を支援する必要がある。

アウトカム指標：
ICTツールの導入による介護従事者の負担軽減や省力化を確認する（ICT導入
施設に対するアンケート調査）。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策・普及促進事業

事業名 介護事業所ICT導入支援モデル事業

県全域

青森県及び介護事業所

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　ＩＣＴを導入した介護事業所への補助
　ICTを活用して介護記録から請求業務までが一気通貫で行うことができるよ
う、介護ソフト及びタブレット端末等に係る購入費用の一部を補助する。

２　ＩＣＴの普及・啓発
　県内の介護事業所へのICTを普及させるため、補助先の介護事業所をモデル
事業所とし、事業終了後にICT導入の成果をとりまとめ、フォーラムなどを通
して広く周知を図る。

青森・弘前・八戸圏域２事業所、他圏域１事業所の計９介護事業所

ＩＣＴの導入により介護事業所の業務改善がなされ、介護職員の負担軽減や
人材定着に繋がる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 14 )

【総事業費】

2,639千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 2,639千円 公 千円

基金 国 1,759千円 民 1,759千円

県 880千円 うち受託事業等（再掲）

千円 1,759千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

入職後３年未満の離職率は高いことから、介護職の大切さを相互に認識し、
早期離職防止を図る。

アウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安定セン
ター調査：前年度比の減）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 介護職員長期定着支援事業

事業名 新介護職員応援イベント開催事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　新介護職員応援イベントの開催
　　新介護職員を対象とした交流会（新介護職員応援イベント）を開催し、
　モチベーションの向上を図り、早期離職を防止する。併せて３０年度に本
　イベントに参加した介護職員の定着状況を調査する。
２　テレビ番組・映像の制作
　　認証事業所の取組や介護の現場で頑張っている若手職員等を紹介するテ
　レビ番組・映像を制作し、広く県民に周知することで、介護業界の雇用管
　理改善を促進し人材の定着を図るとともに、介護業界のイメージアップを
　図る。

１　新介護職員応援イベントに参加する新介護職員：１回、９０人

イベント等を通じ、若手介護職員のモチベーションを喚起し、１年未満、３
年未満の離職率の減少を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 15 )

【総事業費】

738千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 738千円 公

基金 国 492千円 民 492千円

県 246千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護分野における新人職員の人材育成を担う人材計画等の推進により、質の
向上を図る。

アウトカム指標：新人職員の人材育成と質の向上（アンケート調査）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 新人職員に対するエルダ－、メンター制度等導入支援事業

事業名 新採用介護職員人材育成・定着支援事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　離職率が高い新人職員の定着に向けて、先輩職員等が新人職員の相談・支
援を行う制度などを整備しようとする事業者に対し、当該制度構築のための
研修を実施する。

開催回数：２回、研修参加者数：１２０名

研修受講後の事業所において、より手厚い人材育成の構築により、離職者の
防止や職員の質の向上を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 16 )

【総事業費】

42,863千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 42,863千円 公

基金 国 28,575千円 民 28,575千円

県 14,288千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

子育てする介護職員の負担軽減により、働きやすい職場環境の推進を図る。

アウトカム指標：事業所内保育　定員４０名

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業

事業名 介護事業所内保育施設運営費補助

県全域

介護事業所内保育施設設置者

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　介護事業所内保育施設の運営に係る人件費分を補助

　受入対象の乳児又は児童は、介護事業所内に保育施設を整備する施設に勤
務する介護職員の乳児又は児童のほか、余裕のある範囲内で、近隣の介護保
険施設・事業所に勤務する介護職員の乳児又は児童を対象とする。

事業所内保育施設：４施設（各定員１０名）

事業所内保育施設の設置により、子育てと介護職の両立が可能となる働きや
すい職場環境の整備を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

総事業費

42,863千円
H27国補正 ：9,554千円
R1執行残 ：19,345千円
R3新規申請：13,964千円
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(事業№ 17 )

【総事業費】

676千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 676千円 公

基金 国 451千円 民 451千円

県 225千円 うち受託事業等（再掲）

千円 451千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

子育て中の介護職員の育児負担を軽減し、離職等の抑制を推進する必要があ
る。

アウトカム指標：育児支援サービス等を利用する事業所の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 介護サービス事業者等の職員に対する育児支援事業

事業名 福祉・介護人材定着促進事業（育児支援）

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　認証事業所を対象に、夜勤等の際に育児支援サービス（ファミリーサポー
トセンター等）を利用する際の利用者負担について、事業所が負担した場
合、その費用の一部を補助する。
　また、介護職員等の子どもが、病気等により保育園等に登園させることが
困難なときのため、介護サービス事業所内の保育施設等に看護師等をさらに
配置するための経費の一部を補助する。

育児支援サービス利用者数：１０名

子育て中の介護職員の育児負担を軽減するため、その支援を行う事業所が増
えることにより、子育てを理由に離職する職員を抑制する。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 18 )

【総事業費】

6,263千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 6,263千円 公

基金 国 4,175千円 民 4,175千円

県 2,088千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護人材不足解消のため、介護施設等において外国人介護人材を受け入れる
ための環境整備を支援する必要がある。

アウトカム指標：外国人介護人材受入施設等の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 労働者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 外国人介護人材受入施設環境整備事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

（１）県内施設・事業所での、外国人介護人材受入についての意向調査
（２）外国人介護人材受入支援推進チームの設置
（３）外国人介護人材受入準備セミナーの開催
（４）外国人介護人材を受け入れた（受入予定の）介護施設等における指導
　　体制を支援

セミナーの開催回数：２回、セミナー参加人数：１００名、交流会開催回
数：１回

セミナー等の実施で外国人介護人材受入に対する不安を解消することによ
り、外国人介護人材受入施設等を増やす

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 19 )

【総事業費】

145,845千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 145,845千円 公 1,418千円

基金 国 97,230千円 民 95,812千円

県 48,615千円 うち受託事業等（再掲）

千円 726千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護サービス事業所等は、新型コロナウイルス感染症の感染等によりサービ
ス提供に必要な職員が不足した場合でも介護サービスの継続が求められる。

アウトカム指標：必要な介護サービスの提供の継続

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 新型コロナウイルス流行下における介護サービス事業者等のサービス提供体制確保事業

事業名
新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事
業者等のサービス提供体制確保事業

県全域

介護事業所

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

補助対象となる介護サービス事業所等への積極的な申請を促すものである
が、補助事業所の件数を目指すものではないことから、具体的な補助件数は
定めない。

　介護サービスは、要介護高齢者等やその家族の日常生活を支えるために必
要不可欠なものであり、新型コロナウイルス感染症の感染等によりサービス
提供に必要な職員が不足した場合でも介護サービスの継続に必要な介護人材
の確保及び感染症が発生した施設等の職場環境の復旧・改善の支援に要する
経費を補助する。
　上記に加えて、介護サービス事業所・施設が感染防止対策を継続的に行う
ため、衛生用品等の購入等に必要な経費を補助する。

介護サービス事業所等への補助

新型コロナウイルス感染症の感染等への対応に要する経費を補助することで
必要な介護サービスの提供の継続が図られる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 20 )

【総事業費】

1,750千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 1,750千円 公

基金 国 1,167千円 民 1,167千円

県 583千円 うち受託事業等（再掲）

千円 1,167千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

本県の介護福祉士登録者のうち介護業務従事者は約半数にとどまり、即戦力
となることが期待される潜在的有資格者の再就業の促進が必要である。

アウトカム指標：再就業する潜在的有資格者の増加（前年度比増）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 潜在介護福祉士の再就職支援

事業名 潜在的有資格者等再就業促進事業

県全域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　潜在的有資格者を対象とし、介護の知識や技術等を再確認し、円滑な再就
業を可能とするための研修や職場体験等を実施する。
　また、離職介護人材の届出制度を活用し、福祉人材センターへの求職者登
録や研修等の情報提供等の働きかけを行う。

職場体験・研修参加者数：８０名

職場体験・研修の実施、届出制度を活用した働きかけの強化等により、再就
業する潜在的有資格者が増加する。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 21 )

【総事業費】

3,199千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,199千円 公

基金 国 2,133千円 民 2,133千円

県 1,066千円 うち受託事業等（再掲）

千円 981千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

多様な人材層に対し、現場のニーズに応じた、スキルアップを図るための支
援を行う必要がある。

アウトカム指標：従事者の資質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 福祉・介護人材キャリアパス支援事業

県全域

青森県、養成施設、職能団体

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　福祉・介護従事者等を対象とした資格取得、スキルアップ等を促進するた
めの研修を実施する。

研修回数：７回、研修参加者数：５００名

研修参加により、従事者の資質とモチベーションの向上が図られる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 22 )

【総事業費】

1,295千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 1,295千円 公

基金 国 863千円 民 863千円

県 432千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

将来に渡る人材育成を推進するため、アセッサー講習の受講による事業所内
での活用を促進させる。

アウトカム指標：事業所内での人材育成の促進

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 アセッサー講習受講支援事業

県全域

介護サービス事業者

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

介護キャリア段位制度におけるアセッサー講習を受講させるために事業者が
負担した受講料に対する支援を行う。

アセッサー講習受講者数：３０名

アセッサー講習を修了し、評価者となり得る者を養成することにより、キャ
リア段位制度を導入する事業所の増につながり、介護人材の育成が促進され
る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 23 )

【総事業費】

1,316千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 1,316千円 公

基金 国 877千円 民 877千円

県 439千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職員の主な離職の理由の１つに人間関係があげられており、介護人材不
足の大きな要因となっている。これにより、介護現場で求められるチームケ
アが機能していないケースが多いことから、人間関係の改善を支援する取組
みが必要である。

アウトカム指標：
１年未満、３年未満の離職率（人間関係の理由による離職）の減少（介護労
働安定センター調査：前年度比の減）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 チームワーク強化支援事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　スーパーバイザー養成研修の実施
　　スーパーバイザーの増員のため、チャレンジプログラムへの理解や
　ファシリテーター能力の修得するための研修を実施する。
２　スーパーバイザーフォローアップ研修の実施
　　前年度に養成されたスーパーバイザーを対象に、継続的な
　質の向上を図る研修を実施する。
３　スーパーバイザーによる出前講座の実施
　　組織強化を支援するスーパーバイザーが県内５地区へ出向き、
　チャレンジプログラム（施設内研修マニュアル等）を実施する。
　　また、自らが受講したスーパーバイザー養成研修の内容を施設職員
　等に対し講義を行う。

スーパーバイザー養成数：６０名
スーパーバイザーフォローアップ研修受講者数：１０名
出前講座：５地区（１５０名）

出張講座ができるスーパーバイザーを養成し、派遣することで、介護人材の
定着促進を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 24 )

【総事業費】

3,636千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,636千円 公 千円

基金 国 2,424千円 民 2,424千円

県 1,212千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

離職率の高い３年未満の介護職員の離職防止や中堅職員、管理者などの段階
別の人材育成を支援する。

アウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安定セン
ター調査：前年度比の減）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 階層別研修事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　初任者研修（定員４０名）
　　経験年数３年未満の介護職員を対象に、２コースの研修をワークショッ
　プ形式で行う
２　中堅職員研修（定員７０名）
　　コミュニケーション能力や職業倫理、問題解決能力などの組織のリー
　ダーとなりうる中堅職員の養成研修を行う。
３　管理者研修（定員１００名）
　　事業所における管理者又は管理者になる見込のある者を対象に、マネジ
　メント・監理・統率能力の強化、資質の向上のための研修を行う。

研修回数：３回、研修参加者数　２１０名

研修受講者が介護職への誇りややりがいを持ち続けることができるよう、同
じ年数の経験を持つ職員同士による質の向上を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 25 )

【総事業費】

2,260千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 2,260千円 公 561千円

基金 国 1,507千円 民 946千円

県 753千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

１　防災知識の習得を目的とした研修
　　災害発生時において、介護施設等が利用者の安全を確保するために十分
　な対策を講じることができるよう、研修会を行う。（会場１か所×３回）

２　介護施設等からの相談に対する巡回訪問
　　各介護施設等に対し、個別の防災相談を行うことにより、災害発生に万
　全を期すことができるよう、相談窓口を設置し、必要に応じて巡回訪問を
　行う。相談窓口では、介護施設等からの相談を受けた後、当該介護施設等
　へ出向き、助言等を行う。

研修会開催回数　３回、巡回指導実施施設数　２施設

研修を通じた集団指導及び巡回訪問を通じた個別指導により、災害に対する
意識や対応力の向上が効果的に図られる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

自力避難困難な方が多く利用している介護施設等において、職員の防災知識
の習得及び災害対応力の向上に向けた支援を行う。

アウトカム指標：介護施設等での災害対応力の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 介護施設等におけるリーダー養成等支援事業

事業名 介護施設等におけるリーダー養成等研修事業

県全域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日
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(事業№ 26 )

【総事業費】

9,005千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 9,005千円 公 265千円

基金 国 6,003千円 民 5,738千円

県 3,002千円 うち受託事業等（再掲）

千円 246千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護サービスの適切な提供に資するよう、介護支援専門員の資質向上を図る
必要がある。

アウトカム指標：介護支援専門員の資質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 介護支援専門員資質向上事業

県全域

青森県及び青森県介護支援専門員協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　介護支援専門員実務研修実習受入協力事業所への説明会を開催する。
２　法定研修の講師及びファシリテーターを育成する研修を開催する。
３　介護支援専門員の経験年数などに応じた法定外研修を実施する。

１　全受入事業所（約２２０ヶ所）の受講
２　研修回数１回、研修参加者数５０名
３　研修回数７回、研修参加者数２１０名（１回あたり３０名）

介護支援専門員が必要な研修を受講することにより、資質の向上が図られ、
利用者への適切な介護サービスの提供につながる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 27 )

【総事業費】

1,988千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 1,988千円 公 433千円

基金 国 1,325千円 民 892千円

県 663千円 うち受託事業等（再掲）

千円 892千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症初期集中支援推進事業を実施するには、認知症サポート医の協力が不
可欠であり、サポート医の増員及び活動の強化が急務である。

アウトカム指標：認知症初期集中支援事業に協力する医師の増加

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症サポート医養成事業費

県全域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　認知症サポート医養成事業
　　県内全市町村に認知症サポート医が配置されるよう、資格取得研修に
　１２名派遣する。
２　認知症サポート医地域支援強化事業
　　認知症サポート医の地域連携機能強化を目的に、認知症疾患医療セン
　ター２か所に委託し、研修会を開催する。

認知症サポート医の数：１２名

認知症サポート医の増加＝市町村事業に協力するサポート医の増

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 28 )

【総事業費】

3,575千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,575千円 公 303千円

基金 国 2,383千円 民 2,080千円

県 1,192千円 うち受託事業等（再掲）

千円 2,080千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症総合支援事業の実施にあたり、市町村職員等が国や県が定める研修を
受講する必要がある。

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員ネッ
トワーク連絡会の参加人数の増加

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名
認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員育成
事業

県全域

青森県、国立長寿医療研究センター

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　認知症初期集中支援チーム員研修
　　国立長寿医療研究センターが実施する研修へ、市町村職員等を４０名
　派遣する。
２　認知症地域支援推進員研修
　　認知症介護研究・研修東京センターが実施する研修へ、市町村職員等
　を４０名派遣する。
３　認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員ネットワーク連絡
　会
　　認知症初期集中支援チーム員や認知症地域支援推進員を対象に、活動報
　告やグループワーク等により、ネットワーク化・資質向上を図る。

１　認知症初期集中支援チーム員研修受講者数：４０名
２　認知症地域支援推進員研修受講者数：４０名
３　認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員ネットワーク連絡
　会の参加人数：１回、８０名

認知症総合支援事業の実施には当該研修の受講が必須である事から、目標値
達成がアウトカムの達成となる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 29 )

【総事業費】

5,462千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 5,462千円 公 161千円

基金 国 3,641千円 民 3,480千円

県 1,821千円 うち受託事業等（再掲）

千円 3,480千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

一般病院や看護師、歯科医師、薬剤師等の認知症対応力を向上させ、地域で
の認知症患者への支援体制の強化を図る。

アウトカム指標：認知症対策の支援体制強化

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症対応力向上研修事業

県全域

青森県（青森県医師会、青森県歯科医師会、青森県薬剤師会、青森県看護協
会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　かかりつけ医認知症対応力向上研修
　　日頃高齢者が受診する医療機関の医師（かかりつけ医）を対象とした研
　修会を実施し、認知症対応力の向上を図る。
２　医療従事者向け認知症対応力向上研修
　　一般病院に勤務する医療従事者（医師等）を対象とした研修会を実施
　し、医療機関における認知症対応力の向上を図る。
３　歯科医師・薬剤師認知症対応力向上研修
　　歯科医師・薬剤師を対象に認知症対応力を向上を目的とした研修会を実
　施し、早期発見・早期対応体制の構築を図る。
４　看護職員認知症対応力向上研修
　　看護管理者向けの研修会を実施し、看護管理者が認知症への対応に必要
　な知識・技能を習得し、広く看護職員への認知症対応力向上を図る。

研修修了者数
①５０名　②６０名
③歯科医師３０名、薬剤師５０名　④４０名

研修修了者が認知症への対応に必要な知識・技能を修得し、地域と連携する
ことで、認知症対策の支援体制が強化される。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 30 )

【総事業費】

1,467千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 1,467千円 公 42千円

基金 国 978千円 民 936千円

県 489千円 うち受託事業等（再掲）

千円 936千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護サービス事業所の質の向上を推進する。

アウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 介護従事者向け認知症介護研修事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会、認知症介護研究・研修仙台セン
ター）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　基礎研修
　　介護保険施設・事業所等の介護職員等を対象に、認知症介護に関する基
　礎的な研修を実施する。
２　フォローアップ研修
　　認知症高齢者介護に係る最新の知識・技術及び指導法を研修させるた
　め、高齢者介護の指導的立場にある者に対してフォローアップ研修を実施
　する。

研修修了者数
　１：２００名
　２：１名

研修修了者が自身の介護サービス事業所において適切な認知症介護を提供す
ることで、介護サービス事業所の質が向上する。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他

-63-



(事業№ 31 )

【総事業費】

872千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 872千円 公 千円

基金 国 581千円 民 581千円

県 291千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症ケアは高齢化とともに対象者も増大しており、介護職員のスキルアッ
プが求められている。また、医療機関との連携により、医療の知識の習得に
よるサービスの向上を推進させる。

アウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症ケアにおける多職種連携研修事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

認知症に関わる施設職員（介護職、看護職、理学療法士、作業療法士、栄養
士など）の多職種を対象に、医療機関からの講師等を迎え、医療的な知識の
習得や対応力などを学ぶ研修会を実施する。

開催回数：２回、研修参加者数：６０名

認知症ケア職員の資質の向上と事業所における介護サービスの質の向上

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 32 )

【総事業費】

622千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 622千円 公 415千円

基金 国 415千円 民 千円

県 207千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症の人が、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続
けるため、本人・家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつな
ぐ仕組み（チームオレンジ）の構築が重要となっている。

アウトカム指標：2025年に向けて、全市町村にチームオレンジを設置するこ
とにより、認知症の人や家族への支援体制強化につなげる。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症サポーター活動促進事業

県全域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　オレンジチューター養成研修への派遣
　　市町村等への支援を行うオレンジチューターを養成するため、令和
　２年度から国が実施する養成研修に派遣する。
２　市町村等関係者向け研修会の開催
　　市町村担当者や市町村コーディネーター等を対象とした研修会を
　開催する。
３　市町村個別訪問
　　コーディネーターの配置や活動、また、チームオレンジの設置に向
　けて、市町村から相談があった場合、または、個別に対応する必要が
　ある等の市町村について、現状を把握し、助言等を行うために個別訪
　問を実施する。

研修会の参加及び個別支援対応による市町村支援数：４０市町村

市町村のコーディネーターや関係者に対する資質向上等の支援を図ることに
より、チームオレンジの設置促進につなげる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 33 )

【総事業費】

2,432千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 2,432千円 公 1,621千円

基金 国 1,621千円 民

県 811千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

　認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴い、成年後見制度の需要が高
まると予想されているため、後見人の担い手となる市民後見人の育成や市民
後見人に対する支援体制を構築する。

アウトカム指標：市民後見人の育成及び市民後見人の支援体制構築

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 権利擁護人材育成事業

事業名 市民後見推進事業

県全域

青森市、弘前市（圏域内共同開催）、八戸市（圏域内共同開催）、三沢市
（圏域内共同開催）、むつ市

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　市民後見に関する市町村事業経費の補助
　市民後見推進事業を実施する市町村に対し、以下の事業内容に係る経費を
補助する。
　（１）市民後見人（権利擁護人材）の養成
　（２）市民後見人の支援体制構築及び運用
　　　　①市民後見人フォローアップ研修
　　　　②市民後見推進（支援）協議会の開催
　（３）その他市民後見人の活動推進のために必要とする経費

（１）市町村市民後見人養成研修修了者：１０名
（２）フォローアップ研修受講者数：８０名

地域住民が成年後見制度を理解し、市民後見人のなり手になることにより、
市民後見人の支援体制が構築される。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 34 )

【総事業費】

665千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 665千円 公

基金 国 443千円 民 443千円

県 222千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者虐待防止のためには、介護サービス事業従事者等の権利擁護に関する
意識を高めることが不可欠であるが、業務多忙で人材難、人のやりくりが難
しい小規模な介護事業所が遠方の研修等へ職員を派遣することが難しい現状
がある。

アウトカム指標：要介護施設従事者等による高齢者虐待の減少

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 権利擁護人材育成事業

事業名 介護従事者向け権利擁護研修事業

県全域

青森県社会福祉士会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

出前形式による研修会の開催
　①対象者　　介護サービス事業従事者
　②参加者数　一回につき１５名程度
　③場　所　　県内全域（依頼のあったところで出向く）
　④内　容　　権利擁護、虐待防止、成年後見制度、司法福祉など
　　　　　　　社会福祉士会会員による講義、演習形式で実施。

出前形式研修会の開催回数：１２回

研修の開催により、介護サービス事業従事者の権利擁護に関する意識が高ま
り、職員の資質向上、ひいては虐待防止、抑止に資するものと考えられる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他

-67-



(事業№ 35 )

【総事業費】

506千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 506千円 公

基金 国 337千円 民 337千円

県 169千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

　近年要介護施設従事者等による虐待件数は横ばいであるが、発生した事案
で原因を見ると多職種連携が不十分、身体拘束廃止の観点を持っていない、
認知症高齢者に対する理解不足などとなっており、介護サービス従事者には
高齢者の権利擁護に必要な援助を行うための実践的な知識・技術の習得が望
まれる状況にある。

アウトカム指標：要介護施設従事者等による高齢者虐待の減少

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 権利擁護人材育成事業

事業名 高齢者権利擁護等推進事業看護職員研修事業

県全域

青森県看護協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１．看護実務者研修
　介護サービス事業所に従事する看護職員に対し、高齢者権利擁護等推進事
業実施要綱の看護実務研修の内容に沿った研修を実施。
２．介護職員研修
　１の研修内容から看護技術を除いた、尊厳の保持と自立支援、身体拘束等
の廃止に向けた取組などの内容での研修を介護職員向けに実施する。
３．看護指導者養成研修
　１及び２の講師となり得る者を日本看護協会神戸研修センターで実施され
る養成研修へ派遣する。

看護職員向け研修の開催：全３回（３０名）
介護職員向け研修の開催：１回（５０名）
看護指導者養成：１名

各種研修を開催することにより、介護サービス従事者の資質向上、高齢者虐
待防止及び抑止につながる

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 36 )

【総事業費】

19,111千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 19,111千円 公 1,385千円

基金 国 12,741千円 民 11,356千円

県 6,370千円 うち受託事業等（再掲）

千円 11,356千円

備考

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

背景にある医療・
介護ニーズ

喀痰吸引を実施できる介護職員の養成により、介護サービス事業所での医療
的ケアができる体制整備を推進する。

アウトカム指標：喀痰吸引等のできる登録事業者数の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 介護職員等医療的ケア研修事業

県全域

青森県

１　第１号研修及び第２号研修
　（１）喀痰吸引等研修（第１号及び第２号研修）の実施
　（２）実地研修時に受講生に対し実技指導及び評価を行う「指導看護師」
　　　を養成するための講習会の実施

第１号：１００名、第２号：３００名

医療的ケアを実施できる介護職員を養成し、介護サービス事業所等の指定増
加を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他
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(事業№ 37 )

【総事業費】

2,265千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 2,265千円 公 170千円

基金 国 1,510千円 民 1,340千円

県 755千円 うち受託事業等（再掲）

千円 1,340千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

　喀痰吸引等の医療的ケアが必要な利用児・者が増加しているが、障害福祉
サービス事業所等では医療職（看護師等）の人材が不足しているため、介護
職員による医療的ケアの実施が必要となっている。

アウトカム指標：医療的ケアを必要とする利用児・者の障害福祉サービス等
の利用が増加し、安心してサービスを受けられる

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 喀痰吸引等研修の実施体制強化事業

事業名 介護職員等に係る医療的ケア研修事業（第３号研修）

県全域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　特定の者を対象とした基本及び実地による喀痰吸引等研修（第３号研修）
の実施

医療的ケアを実施する介護職員を、年間１５人程度養成する

　医療職を配置していない障害福祉サービス事業所等においても研修を受講
した介護職員を配置することにより、医療的ケアの実施が可能となるため、
医療的ケアを必要とする利用児・者の障害福祉サービス等の利用が増加す
る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

その他

-70-



(事業№ 38 )

【総事業費】

3,569千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,569千円 公 2,379千円

基金 国 2,379千円 民

県 1,190千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

　医療と介護のサービスは多くの高齢者が必要としており、特に終末期にお
ける支援には医療と介護の連携が必須である。しかしながら在宅医療・介護
の資源には限りがあり、市町村の境界を越えて利用するなど市町村間の連
携、医療機関や介護事業者の終末期ケアの取組を推進する必要がある。

アウトカム指標：看取りに取り組む介護事業者の増加

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 医療介護連携推進事業

県全域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

（１） 介護事業者アンケート
　住み慣れた場所での看取りについては医療関係者はもとより介護事業者の
取組が不可欠であることから現状を把握するためのアンケートを実施する。
（２）在宅医療・介護連携体制の構築を支援するための調整会議等による市
町村支援
　老人福祉圏域ごとに、本事業の実施状況についての情報交換等を目的とし
た調整会議を開催する。市町村の具体的な取組事例や課題等について情報共
有を図り、市町村の取組を促進するとともに、効果的な支援方法を検討す
る。
（３）介護事業者向けの研修会
　終末期の決定プロセスに大きくかかわることが増える高齢者施設職員に対
して研修会を実施することにより、利用者の希望を尊重した在宅医療の実現
を目指す。

在宅医療・介護連携体制の構築を支援するための調整会議の開催数：６回
在宅医療・介護連携に関する研修会の開催数：１回

会議や研修を開催することで、市町村担当や医療関係者、介護事業者の看取
りに対する意識を高め、本人が希望する場所で最期まで過ごすことができる
社会づくりにつながる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 39 )

【総事業費】

6,733千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 6,733千円 公

基金 国 4,489千円 民 4,489千円

県 2,244千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護施設等においては看護職が不足している一方で、採用が困難な状況が続
いていることから、安定的に看護職を育成する体制が必要とされている。

アウトカム指標：養成された職員による体制の強化

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 介護施設における医療介護連携人材養成事業

県全域

公益社団法人青森県医師会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　介護職員の医学知識習得による資質向上を目的として、介護施設に勤務す
る介護職員を対象に准看護師養成所（２年課程）への進学を促すため、学費
等を支援する事業に要する経費を補助する。
　なお、令和２年度入学者数は４名である。

介護職員の入学者数８名（見込み）

介護施設における看護職の安定的な確保に加え、医療の知識を併せ持つ介護
職員の養成により、より質の高い適切なサービスを提供できる体制整備を推
進する。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 40 )

【総事業費】

3,221千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 3,221千円 公 2,147千円

基金 国 2,147千円 民 千円

県 1,074千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

「地域共生社会」の実現に向け、医療・介護サービスの一体的な提供体制を
はじめとした地域包括ケアシステムの構築に重要な要素を担う多職種連携の
更なる推進が必要とされている。

アウトカム指標：医療・介護等職員の多職種連携に係るスキルの習得

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名
「「青森県型地域共生社会」を構築する地域福祉人財スキ
ルアップ研修会」開催事業

県全域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

　これまでの事業で育成した多職種連携による包括的支援体制の構築に寄与
する人財をはじめ、市町村職員、生活支援コーディネーター、地域包括支援
センター職員等、医療・介護等関係職員を対象として、２日間の研修（二次
保健医療圏毎に講義及びグループワーク）を開催する。

研修回数：６回（２日間×６圏域）、
研修参加者数：１５０名（２０～３０名×６圏域）

研修会の開催により、医療・介護等職員の多職種連携に係るスキルの習得が
進み、円滑な連携体制の構築につながる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 41 )

【総事業費】

2,878千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 2,878千円 公

基金 国 1,919千円 民 1,919千円

県 959千円 うち受託事業等（再掲）

千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護施設に勤務する看護職員は入所者の健康的な生活を支えるために専門性
や指導力を求められる一方で、本県は少数の配置かつ、准看護師の割合が高
いため、OJTが十分に機能していない。

アウトカム指標：特別養護老人ホーム及び老人保健施設に勤務する看護師の
資質向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業

事業名 介護施設における看護職員の資質向上推進事業

県全域

公益社団法人　青森県看護協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　訪問研修
　　４分野（感染症管理、皮膚・排泄、認知症看護及び糖尿病）の認定看護
　師を県内全地域の特別養護老人ホーム及び老人保健施設に派遣し、そこに
　勤務する看護職員を対象に研修を実施する。
２　感染管理スキルアップ研修の実施
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、介護施設における感染管
　理の重要性が高まっていることから、感染管理の認定看護師で構成した委
　員会を設置し、感染管理対策の教育プログラムを作成する。プログラムを
　用いて、指導役である認定看護師と介護施設に勤務する看護職員を対象と
　した研修会を実施する。
３　事業報告会
　　施設関係者及び従事者を対象に、訪問研修の成果を報告する。
４　効果測定及び事業実施報告書の作成
　　事業の効果測定として、事業実施施設を対象に、感染症・褥瘡の発生状
　況の評価を目的としたアンケート調査を実施する。併せて、事業実施報告
　書を作成し、事業対象施設及び関係機関等へ送付する。

訪問研修受講施設数　２０施設

訪問による研修会の開催により、効果的に看護師の資質の向上が図られる。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 42 )

【総事業費】

967千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 967千円 公

基金 国 645千円 民 645千円

県 322千円 うち受託事業等（再掲）

千円 645千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者等の課題に対応する地域の拠点として重要な役割を担っている地域包
括支援センターの職員や介護予防支援従事者の資質の向上を図り、介護予防
事業の適正な取組を推進する。

アウトカム指標：介護予防に携わる職員の資質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

事業名 地域包括支援センター職員等研修事業

県全域

青森県（青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

１　地域包括支援センター職員研修
　　地域包括支援センターの意義・役割など業務を行う上で必要な知識及び
　技能の向上を図るため研修会を実施する。
２　介護予防支援従事者研修
　　総合事業に関するケアマネジメントを含めた介護予防支援従事者の資質
　向上を図るための研修を実施する。

受講者数
１：７２名（各センター１名）
２：４００名

研修会の開催により、新たに従事する職員等を含め資質の向上を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業№ 43 )

【総事業費】

600千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 600千円 公

基金 国 400千円 民 400千円

県 200千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

適切なアセスメントや訪問計画書の作成、事業所内での指導力等を推進する
ための資質の向上を図る。

アウトカム指標：サービス責任者の資質の向上

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 訪問介護サービス提供責任者研修事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

訪問介護の現場を担うサービス提供責任者に対する研修を開催する。

開催回数：２回、研修参加者数：１００名

研修会の参加により、サービス提供責任者の資質の向上を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他
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(事業No.1,2)

事業の区分

【総事業費】

704,237千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 704,237千円 公 249,291千円

基金 国 469,491千円 民 220,200千円

県 234,746千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

施設整備による利用者定員の増加を図り、地域で安心して生活できる体制を
整備する。

３．介護施設等の整備に関する事業

事業名
青森県地域密着型サービス等提供施設整備費補助
青森県施設開設準備経費等支援事業費補助

青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の定員総数　8,341人

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
　小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　58人／月分（２か所）
　看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　  29床（１か所）
　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　　54人（３か所）
　介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　 100人（１か所）
②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。
　上記施設等に加えて以下の施設への支援を行う。
　小規模な介護付きホーム　　　　　　　　　　２か所

　令和３年３月に策定した「あおもり高齢者すこやか自立プラン2021（第９
期老人福祉計画・第８期青森県介護保険事業支援計画・第５期青森県介護給
付適正化計画）」（計画期間：令和３年度～令和５年度）に基づき、地域密
着型サービス施設の整備を支援することで、本プランの基本理念である「高
齢者が人生の最後まで自分らしく、生きがいを感じながら、住み慣れた地域
で安んじて暮らせる青森県型地域共生社会の実現」を目指す。

・小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　1,298人/月分（62か所）→ 1,356人/月分（64か所）
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　　　123人/月分（14か所）→ 152人/月分（15か所）
・認知症高齢者グループホーム 5,319床（344か所） → 5,373床（347か所）
・介護医療院　　　　　　　　 　554床（７か所）→654床（８か所）
・小規模な介護付きホーム　　　　　　　 18か所 → 20か所

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

R1執行残 ：704,237千円
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(事業No.3)

事業の区分

【総事業費】

798,300千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 798,300千円 公 378,320千円

基金 国 532,200千円 民 153,880千円

県 266,100千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

感染拡大防止を整備する介護施設等の増加を図り、地域で安心して生活でき
る体制を整備する。

３．介護施設等の整備に関する事業

事業名 介護施設等における感染防止対策事業

青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

青森県

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：感染防止対策を実施する施設等の増

①介護施設等への簡易陰圧装置・換気設備の設置経費に対する助成を行う。
　６１施設
②介護施設等の多床室の個室化改修経費に対する助成を行う。
　　１施設
③介護施設等のゾーニング環境等の整備に対する助成を行う。
　５０施設

　令和３年３月に策定した「あおもり高齢者すこやか自立プラン2021（第９
期老人福祉計画・第８期青森県介護保険事業支援計画・第５期青森県介護給
付適正化計画）」（計画期間：令和３年度～令和５年度）に基づき、感染症
への対応について支援することで、本プランの基本理念である「高齢者が人
生の最後まで自分らしく、生きがいを感じながら、住み慣れた地域で安んじ
て暮らせる青森県型地域共生社会の実現」を目指す。

①簡易陰圧装置・換気設備の設置　　　　６１施設
②介護施設等の多床室の個室化改修　　　　１施設
③介護施設等のゾーニング環境等の整備　５０施設

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

R2執行残 ：512,284千円
R3新規申請：286,016千円

総事業費

798,300千円
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(事業№ 1 )

【総事業費】

17,601千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 17,601千円 公

基金 国 11,734千円 民 11,734千円

県 5,867千円 うち受託事業等（再掲）

千円 11,734千円

備考

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職の人材不足や雇用のミスマッチ解消等に向け、介護未経験等でも介護
現場への就労意欲のある者が参入可能な仕組みづくりが必要。

アウトカム指標：
介護事業所等への新規就労者（研修参加者の１割以上）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 介護未経験者に対する研修支援事業

事業名 介護人材発掘育成事業

県全域

県（介護労働安定センター）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

介護現場への就労意欲のある者（特に中高年齢者等）に対し、介護現場で就
労する際に求められる最低限度の知識・技術等を習得できる入門的な研修を
実施する。
研修修了者に対して、福祉人材センター、公共職業安定所、シルバー人材セ
ンター等の関係機関と連携し、就労のための支援を行う。
（１）対象者
　　　介護未経験・無資格であるものの介護現場での就労意向のある中高年
　　齢者等
（２）研修内容
　　　尊厳の保持と自立支援等介護職員としての心構え、基本的な生活支援
　　技術、緊急時の対応等に係る講義、演習など計21時間

開催回数：８回、受講者数：１８０名

研修会を通じた介護職への理解や実践により、関係機関と連携した実施を図
り、就労に結びつける。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

H27国補正 ：17,601千円総事業費

17,601千円

-79-



(事業№ 2 )

【総事業費】

19,380千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 19,380千円 公 865千円

基金 国 12,920千円 民 12,055千円

県 6,460千円 うち受託事業等（再掲）

千円 12,055千円

備考

　職員の処遇改善、人材育成、サービスの質の向上に積極的に取り組む事業
所を県が認証する認証評価制度の運営
１　制度の運営
　（１）認証評価制度推進委員会の運営
　（２）認証審査・認証の付与
　（３）認証審査調査員の設置・研修実施
　（４）広報等
２　事業者支援
　（１）認証取得に向けたセミナーの開催
　（２）個別相談会

１　新規で認証評価制度参加を宣言する事業者数　　：２０事業者
２　新規で認証評価基準による評価を受ける事業者数：１０事業者

各事業所等の情報の見える化により、安定的な人材確保と質の高いサービス
の提供を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

将来にわたる安定的な介護人材の確保、職員の処遇改善による離職防止、
サービスの質の向上に向け、介護サービス事業所の見える化を推進する。

アウトカム指標：介護職員の人材確保と質の高いサービスの提供

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 基盤整備
（小項目） 人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業名 介護人材育成認証評価制度事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会外）

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

総事業費

19,380千円
R1執行残 ：10,000千円
R3新規申請：9,380千円
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(事業№ 3 )

【総事業費】

42,863千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウ
トプットの関連

金額 42,863千円 公

基金 国 28,575千円 民 28,575千円

県 14,288千円 うち受託事業等（再掲）

千円 千円

備考

　介護事業所内保育施設の運営に係る人件費分を補助

　受入対象の乳児又は児童は、介護事業所内に保育施設を整備する施設に勤
務する介護職員の乳児又は児童のほか、余裕のある範囲内で、近隣の介護保
険施設・事業所に勤務する介護職員の乳児又は児童を対象とする。

事業所内保育施設：４施設（各定員１０名）

事業所内保育施設の設置により、子育てと介護職の両立が可能となる働きや
すい職場環境の整備を図る。

事業に要する費用
の額

総事業費

基金充当額
（国費）にお
ける公民の別

（注１）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

子育てする介護職員の負担軽減により、働きやすい職場環境の推進を図る。

アウトカム指標：事業所内保育　定員４０名

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業

事業名 介護事業所内保育施設運営費補助

県全域

介護事業所内保育施設設置者

令和３年４月１日～令和４年３月３１日

総事業費

42,863千円
H27国補正 ：9,554千円
R1執行残 ：19,345千円
R3新規申請：13,964千円
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別紙 

令和２
事後評価 

令和３年１１月 

県 



１．事後評価のプロセス 
（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施状況は次のとおりです。 

 行った

（実施状況）

 ・令和 3 年 3 月 24 日 青森県医療審議会において議論

・令和 3 年 7 月    あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会において

意見照会（書面開催）

 □ 行わなかった

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 審議会等で指摘された主な内容は次のとおりです。 

審議会等で指摘された主な内容

（青森県医療審議会における意見等 令和 3 年 3 月 24 日）

・指摘事項は特になく了承された。

（あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会における意見等）

・介護助手の実績が少ないので、介護助手数を増やすための方法を検討する必要が

あるのではないか。

・各事業のアウトカムについては、より具体的な効果測定が必要ではないか。
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２．目標の達成状況 

■青森県全体（目標） 

① 青森県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

  医療及び介護の総合的な確保に向け、病床の機能分化・連携の推進及び医療従事者

 の確保・養成を図るとともに、在宅医療提供体制の整備により、地域における医療連

 携体制の充実を図る。

介護施設の整備により一人ひとりのニーズに合わせた介護サービスを受けられる

 体制を整備するとともに、質の高い介護サービスを担う介護従事者の確保を図る

（目標とする指標は、事業ごとに設定。） 

□青森県全体（達成状況） 

１）目標の達成状況

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標

・地域医療構想で記載する令和７年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

  高度急性期 1,157 床 

  急 性 期 4,070 床 

  回 復 期 4,238 床 

  慢 性 期 2,362 床 

・回復期機能を有する病床の数： 

2,203 床（R元年度）→2,403 床（R2 年度末）【目標】→2,164 床【実績】

・病床の機能を回復期機能へ転換する病棟数：５病棟（R2 年度）→２病棟 

・広域的な病院再編に伴う施設整備支援数：１か所（R2 年度）→１か所 

・回復期機能へ転換以外の施設整備を行う病棟数数：４病棟（R2 年度）→１か所 

・地域医療構想の方向性に沿った医療機能の転換や病床数の見直しに伴い退職する職員

に対する早期退職制度を活用する医療機関数：２か所→１か所 

・地域医療構想アドバイザーの設置：３人→３人 

・津軽地域における回復期機能を有する病床数：508 床（H30 年度） 

→619 床（R2 年度末）【目標】→585 床【実績】

・新たに整備される中核病院の常勤医師採用数：２名（R2 年度）→取組実施中 

・多職種連携研修受講者数：165 人（R2 年度）→99 人 

② 居宅等における医療の提供に関する目標

・訪問看護ステーション従事者数（保健師、助産師、看護師、准看護師数）： 

660 人（H30 年度）→756 人（R2 年度）【目標】→803 人【実績】 

・訪問看護に関する研修参加者：100 名（R2 年度）→43 名 

・訪問看護体験型研修参加者：100 名（R2 年度）→49 名 
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・在宅歯科診療の実施数 患者宅：144 件 施設：167 件（H29 年度）→患者宅：200 件

施設：200 件（R2 年度）【目標】→患者宅：144 件 施設：167 件（H29 年度）【実績】

・歯科医療機器貸出件数：200 件（R2 年度）→100 件 

・在宅歯科医療等に関する相談件数：30 件（R2 年度）→27 件 

・歯科診療所紹介件数：30 件（R2 年度）→27 件 

・歯科衛生士復職支援セミナー受講者数：40 人（R2 年度）→延 23 人 

・救急出動件数に占める軽傷者の割合：40.2%（平成 29 年） 

→40.2%未満（令和２年）【目標】→40.2%未満【実績】 

・上手な医療のかかり方に関するリーフレットの配布数：県内４０市町村全世帯約 

５３．６万世帯→県内４０市町村全世帯約５３．６万世帯 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

平成 30 年３月に策定された「あおもり高齢者すこやか自立プラン 2018（第８期青

森県老人福祉計画・第７期青森県介護保険事業支援計画）」（計画期間：平成 30 年度

～令和２年度）に基づき、地域密着型サービス施設の整備を支援することで、本プラ

ンの基本理念である「高齢者が生きがいを持ち、介護が必要になっても住み慣れた

地域で安心して暮らせる青森県」の実現を目指す。 

・地域密着型特別養護老人ホーム：1,144 床（44 か所） → 1,231 床（47 か所）【目標】

 →1,173 床（45 か所）【実績】 

・小規模多機能型居宅介護事業所：1,325 人／月分（48 か所）→ 1,354 人／月分（49 か

所）【目標】→実績なし 

・認知症高齢者グループホーム：5,127 床（323 か所） → 5,172 床（326 か所）【目標】

 →5,172 床（326 か所）【実績】 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：5か所 → 9 か所【目標】  

 → ７か所【実績】 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所：174 人／月分（6か所）→ 319 人／月分（11 か

所）【目標】→実績なし 

・介護医療院：213床（6か所） → 302床（8か所）【目標】 → 435床（7か所）【実

績】 

④ 医療従事者の確保に関する目標

・医師臨床研修マッチング数：84 名（H27～H31 年度のマッチング数の平均値） 

→84 名以上（R2 年度）【目標】→74 名（R2 年度）【実績】 

・上十三地域（人口 10 万対医師数で最も少ない圏域）の医師数：125.1 人（人口 10 万

人当たり）（H30 年度）→125.1 人以上（R2 年度）【目標】→125.1 人（H30 年度）【実

績】

・医師のキャリア形成プログラムの作成数：5本（5人）（R2 年度）→5本（5人） 

・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形成プログ
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ラム参加医師数の割合：100％（R2 年度）→100％ 

・産科医及び産婦人科医数（人口 10 万人対）：7.1（H30 現在）→8.9（H30 全国平均）を

目指した増加（R2 年度）【目標】→7.1（H30 現在）【実績】

・分娩手当を受給する産科医師数：76 人（R2 年度）→69 人 

・産科医に対する手当支給施設数：23 施設（R2 年度）→22 施設 

・小児科医療に係る病院勤務医数（小児人口 10 万人対）：66 人（H29.10.1 現在）→72 人

（H29 全国平均）を目指した増加（R2 年度）→94.9（H30.12.31 現在）

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給医師数：16 人（R2 年度）→18 人

・へき地医療拠点病院の常勤医師数： 

93 名（R1 年度）→94 名（R2 年度）【目標】→263 名【実績】

・脳神経外科医数（人口 10 万対）：4.3（H30.12.31 現在）→6.0（全国平均）を目指した

増加（R2 年度）【目標】→4.3（H30.12.31 現在）【実績】

・寄附講座の設置：１講座（R2 年度）→１講座 

・むつ総合病院の医師数(常勤医換算)： 

58,509 人(平成 29 年度)→ 61,989 人(R2 年度)【目標】 →62.609 人【実績】

・医師送迎用専用車両運行日数：136 日（R2 年度）→268 日 

・死亡総数に占める感染症が死因の割合： 

1.5％（H28 年度）→1.4％（R2 年度）→1.4%（R1 の確定値仮置き） 

・新興・再興感染症対策ブラッシュアップ研修会参加人数及び輸入感染症等対応研修事

業：100 名（R2 年度）→134 名 

・日本糖尿病協会登録歯科医：36 名（R1）→47 名（R2 年度）【目標】→34 名【実績】 

・医科歯科合同研修会を受講した医師、歯科医師等の人数： 

延べ 300 人（R2 年度）→0人

・県内の医療施設に従事する医師数（人口 10 万対）： 

203.3 人（H30.12.31 現在）→218.9 人（R2 年度）【目標】→208.7 人【実績】

・医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数：90 件（R2 年度）→75 件 

・看護職員離職率：8.4％（R1 年度）→8.1％（R2 年度）【目標】→7.2％【実績】 

・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関新規に取り組む医療機

関：１病院（R2 年度）→０病院 

・小児救急搬送人員における軽傷者の割合： 

68.9%（H30）→68.9%未満（R2 年度）【目標】→70.1%【実績】

・小児救急電話相談の相談件数（小児人口 10 万人あたり）： 

3,418 件（H27 年度）→増加（R2 年度）【目標】→5,208 件【実績】

・病院内保育所の運営費を支援する病院数：１施設（R2 年度）→０施設 

・ナースセンター斡旋による就業者数： 

263 人／年（R1 年度）→263 人以上（R2 年度）【目標】→275 人【実績】

・ハローワークと連携した復職相談件数：100 件（R2 年度）→99 件 

・新人看護職員離職率： 
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12.6％（H30 年度）→12.6％以下（R2 年度）【目標】→9.6％人【実績】

・新人看護職員研修事業実施施設の新人看護職員数： 

283 人（R1 年度）→283 人以上（R2 年度）【目標】→326 人【実績】

・看護師養成学校卒業生の県内就業率： 

57.6％（H30 年度）→57.6％以上（R2 年度）【目標】→55.0％【実績】

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者数：32 人（R2 年度）→33 人 

・看護教員養成講習会未受講者： 

16 人（R1 年度）→14 人（R2 年度）【目標】→18 人【実績】

・支援する看護師等養成所の数：８校 10 課程（R2 年度）→８校 10 課程 

・認定看護師数： 

176 人（H30 年度）→176 人以上（R2 年度）【目標】→176 人（H30 年度）【実績】

・看護教員養成講習会へ受講させた養成所数：3校（R2 年度）→2校 

・認定看護師等教育課程へ受講させた病院数：4病院（R2 年度）→3病院 

・新人看護職員離職防止研修への新人看護職員参加人数：90 名（R2 年度）→32 名 

・新人看護職員離職防止研修への看護管理者参加人数：30 名（R2 年度）→延べ 55 名

・新人看護職員離職防止研修への看護師等学校養成所教員参加人数： 

15 名（R2 年度）→延べ 18 名

⑤ 介護従事者の確保に関する目標１）目標の達成状況

介護職員の増加を目標とする。そのためには、介護職員に対する適正な処遇の確

保が不可欠であり、実際に職員の処遇を行う介護サービス事業所が、職員の処遇改

善に対して真摯に取り組む必要がある。

   本県では、介護サービス事業所認証評価制度を人材確保対策の中心におき、認証

事業所を県民や介護職員を志す学生・求職者に広く周知するとともに、県が行う助

成や指定等、介護保険に関する事業の指標として本制度を位置づけ、認証事業所を

重点的に支援していくこととする。

   併せて、ノーリフティングケア事業やICTの導入事業などによる労働環境の整備

にも力を入れ、人材確保に資すると考えられる事業を広く実施していくこととす

る。

・あおもり介護の魅力発信フェスティバルの開催 来場者数：800 人【目標】 

 → 200 人【実績】 

・介護技術コンテストの開催 来場者数：100 名【目標】→ 40 名【実績】 

・県民を対象とした介護の仕事の大切さを伝えるためのセミナー及び研修の開催 

受講者数：500 名【目標】→ 403 名【実績】 

・介護施設の求人・求職の調整 マッチング件数：70 名【目標】→ 84 名【実績】 

・小中高生を対象とした介護教室の開催 開催回数、参加者数：90 回、900 名【目標】 

 →47 回、1,476 名【実績】 

・老人クラブを対象とした指導会開催回数：15 回【目標】→ 4 回【実績】 
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・認証評価制度の普及 参加宣言事業所累計数、認証された事業所累計数：180 事業所、

49 事業所【目標】→ 162 事業所、44 事業所【実績】 

・介護ロボットの導入 導入施設数：18 施設【目標】→ 13 施設【実績】 

・新介護職員を対象とした交流会の開催 参加者数：90 名【目標】→ 新型コロナウイ

ルス感染拡大により開催中止。（参加申込者数 62 名） 

・新介護職員を対象とした相談・支援制度の整備に向けた研修の開催 受講者：120 名

【目標】→ 64 名【実績】 

・夜勤等における育児支援サービスへの補助 サービス利用者数：10 名【目標】 

 → 7 名【実績】 

・ノーリフティングケアの推進 先進モデル施設による成功事例の創出：7施設【目標】

 → 5 施設【実績】 

・介護事業所を対象とした業務改善支援の実施 コンサルティングなどによる支援を受

ける事業所数：3事業所【目標】→ 実績なし 

・介護事業所を対象とした ICT ツールの導入 ICT を導入した事業所数： 

9 事業所【目標】→ 10 事業所【実績】 

・外国人介護人材受入準備セミナー参加者数：100 名【目標】→ 20 名【実績】 

・潜在的有資格者の職場体験の実施 参加者数：80 名【目標】→ 38 名【実績】 

・福祉・介護従事者を対象とした資格取得及びスキルアップを促進する研修の開催 

参加者数：500 名【目標】→ 214 名【実績】 

・アセッサー講習の開催 受講者数：30 名【目標】→ 13 名【実績】 

・チームケアの強化を支援する出張講座の開催 出張講座数：5か所【目標】 

 →4 か所【実績】 

・3つの段階別の人材育成研修の開催 参加者数：210 名【目標】→ 138 名【実績】 

・介護支援専門員のファシリテーター養成研修参加者数：50 名【目標】→ 92 名【実績】

・初任者の介護支援専門員を対象とした同行研修の開催 参加者数：30 名【目標】 

 → 6 名【実績】 

・認知症サポート医資格取得研修への派遣 派遣数：12 名【目標】→ 4 名【実績】 

・認知症初期集中支援チーム員研修の派遣 派遣数：40 名【目標】→ 新型コロナウイ

ルス感染症の影響により希望者なし 

・医療関係者等を対象とした認知症対応力向上研修の開催 受講者数：230 名【目標】 

 → 278 名【実績】 

・医療従事者を対象とした認知症介護研修の開催 受講者数：200 名【目標】 

 → 144 名【実績】 

・介護施設職員を対象とした医療的な認知症ケアの研修会の開催 受講者数： 

50 名【目標】→ 21 名【実績】 

・市民後見人の養成及び支援体制の構築のための研修の開催 養成数、受講者数：10 名、

80 名【目標】→ 30 名、184 名【実績】 

・喀痰吸引等研修の開催 受講者数：415 名【目標】→ 200 名【実績】 
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・入退院調整ルール運用のための会議の開催 開催数：6回【目標】→ 1 回【実績】 

・介護職員を対象とした准看護師免許取得のための養成所への進学 取得者数： 

15 名【目標】→ 4 名【実績】 

・「青森県型地域共生社会」を構築に向けた多職種を対象とした連携の理解促進のための

研修の開催 開催回数、受講者数：6回、150 名【目標】→新型コロナウイルス感染症

の影響により中止 

・介護施設の看護職員を対象とした訪問研修の開催 訪問研修受講施設数： 

15 施設【目標】→ 16 施設【実績】 

・地域包括支援センターの職員を対象とした資質向上研修の開催 受講者数： 

472 名【目標】→ 199 名【実績】 

・訪問介護事業所のサービス提供責任者を対象とした資質向上研修の開催：開催回数、

受講者数：2回、100 名【目標】→ 2 回、56 名【実績】 

・介護未経験・無資格者を対象とした知識・技術の取得研修の開催  

開催回数、受講者数：8回、180 名【目標】→ 9 回、135 名【実績】  

・事業所内保育施設の設置による職場環境の改善：施設数 5施設（各定員 10 名）【目標】

→ 施設数3施設（各定員10名）【実績】 

 ２）見解 

（医療分） 

地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備については、不足が

見込まれる回復期病床の整備が進んだほか、多職種連携研修による人材育成に取り

組んだ。 

達成状況としては、回復期機能を有する病床数が目標数に達しなかったほか、新

型コロナウイルスの影響もあり研修受講者数が目標数に達しなかったことから、引

き続き補助制度の周知や見直し、研修内容の充実等を検討する。 

居宅等における医療の提供については、在宅医療に取り組む医療機関等への設備

整備支援等により、地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携が進んだ。 

達成状況としては、各種研修会やセミナーの参加人数が、新型コロナウイルスの

影響もあり目標数に達しなかったものがあることから、研修実施方法の検討や内容

の充実等に取り組む。 

医療従事者の確保については、医師・看護師など医療従事者の確保・養成に係る

各種取組を実施し、在宅医療の推進に向けた人材の育成や基盤整備に取り組み、地

域における医療連携体制の充実が一定程度図られた。 

達成状況としては、県内の医療施設に従事する医師数、産科医及び産婦人科医

数、小児科医療に係る病院勤務医数等が目標数に達していないことから、引き続き

医療従事者の確保に取り組む。
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（介護分） 

拡大する介護関係の様々な需要に対し、介護施設整備及び介護従事者の確保につ

いては、平成２７年度に策定した福祉・介護人材確保定着グランドデザインに基づ

き、関係機関と連携して取組を充実させることができた。 

一方で、当初予定していたアウトプット及びアウトカムの達成が不十分な事業も

見受けられたため、必要に応じて事業のスキームを見直しすることとしたい。 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、研修受講者数が目標を下回ったこ

と、予定していた会議、イベント等が開催できなかったことなどにより、目標が達

成できなかったものである。 

次年度については、引き続き介護従事者の確保に注力し、認証評価制度を基盤に

労働環境・処遇の改善に資する事業の実施や介護従事者等を対象とした各種研修会

の機会をより多く設けることにより、県全体のサービスの質の向上を図っていくこ

ととする。 

加えて、市町村への支援についても継続し、認知症対策や介護予防、地域包括シ

ステムの構築のための研修会などを実施することとしたい。

３）目標の継続状況 

 令和３年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

  □ 令和３年度計画には該目標に関連した目標は掲げていない。
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３．事業の実施状況
(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

3,266,244千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

背景にある医
療・介護ニー
ズ

地域医療構想において、将来的に不足すると見込まれる回復期機能を有する病
床や在宅医療等を確保するため、医療機関が病床機能の転換や在宅医療に取り
組みやすい環境を整備する必要がある。

アウトカム指標：
・回復期機能を有する病床の数
2,203床（R元年度）→2,164床（R2年度末）
※地域医療構想上必要とされる回復期機能を有する病床の数
4,238床（R7年度）
・地域医療構想に基づく自治体病院等機能再編成等による津軽地域における新
中核病院整備

急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域において総合
的に確保するため、病床の機能分化、連携を推進する以下の取組を実施する。
①地域医療構想の実現に向けて、個別の医療機関が行う地域で不足する回復期
への病床機能の転換等に伴う施設・設備整備の支援
②病床利用率の低下等を踏まえた病床削減や必要とされる医療機能の充実を図
るなど、地域医療構想に基づく病床機能の分化・連携を進め、地域全体の医療
課題解決を図ることを目的とした自治体病院機能再編成等の広域的な病院再編
に伴う施設整備支援
③地域医療構想実現に向けた医療機関の事業縮小への支援
④病院管理者向け地域医療構想推進研修会の開催
⑤地域医療構想調整会議活性化のための地域医療構想アドバイザーの活動支援

・病床の機能を回復期機能へ転換する医療機関数：５か所（R2年度）
・広域的な病院再編に伴う施設整備支援数：１か所（R2年度）
・回復期機能へ転換以外の施設整備を行う医療機関数：４か所（R2年度）
・地域医療構想の方向性に沿った医療機能の転換や病床数の見直しに伴い退職
する職員に対する早期退職制度を活用する医療機関数：２か所（R2年度）
・地域医療構想アドバイザーの設置：３人

・病床の機能を回復期機能へ転換する医療機関数：２か所
・広域的な病院再編に伴う施設整備支援数：１か所
・回復期機能へ転換以外の施設整備を行う医療機関数：１か所
・地域医療構想アドバイザーの設置：３人

令和２年４月１日～令和４年３月３１日
■継続　／　□終了

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業名

病床機能分化・連携推進施設設備整備事業

県全体

医療機関
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その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・令和２年度基金での整備病床数　回復期：４７床増（必要整備量２００床増
／年）
　なお、青森県内の回復期病床数は、病床機能報告の訂正（回復期→慢性期）
等により、２，２０３床（Ｒ元年度）→２，１６４床（Ｒ２年度）に３９床減
少している。

（１）事業の有効性
　　令和２年度は、基金により支援した施設は４か所であったが、補助制度の
　周知を通じて、各医療機関の自主的な回復期病床の整備につながった。
（２）事業の効率性
　　回復期病床の整備支援に当たっては、在宅医療の提供（後方支援含む）に
　も併せて取り組むことを求めており、地域医療構想の実現に向けた取組と
　なっている。

　回復期機能への転換支援に当たっては、原則として、回復期リハビリテー
ション病棟入院料又は地域包括ケア病棟入院料等の施設基準を満たすものを対
象とし、併せて在宅医療への取組も求めている。
　今後、各地域における地域医療構想調整会議による協議が進むことで、基金
を活用する転換整備事業も増加していくものと考えている。
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(事業№ 2 )

事業の区分

【総事業費】

30,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・地域の回復期病床数：R7必要病床数を確保（津軽地域：1,244床）
　508床（H30年度）→565床（R2年度末）
　→　事業未実施

（１）事業の有効性
　　　弘前大学からの医師の派遣により、救急医療提供体制が確保される。

（２）事業の効率性
　　　中核病院に医師が集約化され、持続可能な医療提供体制が実現する。

　基本協定の締結時期が当初予定より遅れたことに伴い、新中核病院の開設時
期も遅くなったことから、寄附講座の設置期間を令和４年３月３１日まで延
期。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

　地域で不足している回復期病床を確保するため、病院再編により、主に急性
期機能を担うこととなる中核病院を整備することにより、周辺の医療機関にお
いて回復期機能を担う体制を構築する必要がある。

アウトカム指標：
・地域の回復期病床数：R7必要病床数を確保
（津軽地域：1,244床、八戸地域：1,082床、青森地域：1,127床、
　西北五地域：246床、上十三地域：371床、下北地域：168床）

　各地域の病院再編に伴う中核病院の整備において、主に救急等の医療提供体
制を確保することを目的として市町村が実施している弘前大学からの医師派遣
に係る取組等を支援する。

・新たに整備される中核病院の医師確保数
　２名増加

・平成30年10月4日に、関係者間で新中核病院の整備に向けた基本協定を締結
したことを踏まえ、新中核病院において必要な医療提供体制の確保のため、医
師確保に係る取組を実施しているところである。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業名

自治体病院等の機能再編促進事業

県全域

市町村
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(事業№ 3 )

事業の区分

【総事業費】

1,378千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業名

医療介護連携促進事業

県全体

県（県医師会委託）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・令和２年度基金での整備病床数　回復期：４７床増（必要整備量２００床増
／年）
　なお、青森県内の回復期病床数は、２，２０３床（Ｒ元年度）→２，１６４
床（Ｒ２年度）に３９床減少している。

（１）事業の有効性
　在宅医療を担う多職種を対象とした研修会や課題検討会を開催することによ
り、多職種協働による地域での包括的な在宅医療の提供体制の構築が図られ
る。

（２）事業の効率性
　県医師会に研修業務を委託して実施することにより、県医師会が全体の取り
まとめや調整を行うなど、効率的な事業実施が図られる。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

地域医療構想で必要とされる回復期病床4,238床の確保及び2,804人の在宅医療
等への移行推進のため、医療機関の病床機能転換及び在宅医療に取り組む医療
機関の増加及び機能強化を図る必要がある。
アウトカム指標：
・必要整備量に対する令和２年度基金での整備予定病床数回復期：２００床
・一般病床の平均在院日数18.0日（H28年度）→ 減少（R2年度）
地域医療構想の達成に向けて病床の機能分化・連携を進めるため、回復期機能
への転換を図る医療機関や、在宅医療に取り組む医療機関及び介護サービス事
業所等の機能強化及び連携体制構築のため、各地域においてその地域の資源の
状況や課題に応じた多職種の連携研修を実施する。

・多職種連携研修受講者数：１６５人（R2年度）

・多職種協働のための研修会開催
　研修参加者９９名
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(事業№ 4 )

事業の区分

【総事業費】

0千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

訪問看護推進事業

県全体

県（①公益社団法人全日病青森　②公益社団法人青森県医師会　③公益社団法
人青森県看護協会）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・訪問看護ステーション従事者数
　600人（H30年度）→　803人（R2年度従事者届（次回R4.12）)

（１）事業の有効性
　　　新型コロナウイルスの感染拡大により年度途中で事業を休止した期間が
　　あり、①②の参加者数が伸び悩んだ。
　　　研修会をオンラインで開催するなど、感染拡大状況に左右されない開催
　　方法を検討するとともに、事業内容及び委託先の整理を行う。
（２）事業の効率性
　　　今後、実態調査等を実施して抽出された課題や訪問看護に関するデータ
　　を基に事業を実施することで、事業効率の向上を図る。

・訪問看護に関わる看護師等の増員、訪問看護の適切なタイミングでの利用促
進等、今後も継続して対応する必要がある。
・5人以下の小規模事業所が多く、研修会参加の人員を確保できない現状があ
る。研修の方法にWeb研修を取り入れるなどして対応する。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療・介護サービスが供給
できるように在宅医療に係る提供体制の強化が必要

アウトカム指標
・訪問看護ステーション従事者数（保健師、助産師、看護師、准看護師数）
　600人（H30年度）→756人（R2年度）
①訪問看護ステーションを支援する訪問看護推進協議会を設置・運営し、訪問
看護師関する研修を実施するとともに訪問看護ステーションの普及・啓蒙活動
を行う。
②訪問看護に従事するきっかけづくりや就労後のミスマッチによる離職予防を
目的として訪問看護の体験型（動機付け）研修を実施する。
③訪問看護ステーションにおける地域連携等の把握、及び訪問看護師の処遇を
把握し、訪問看護推進に向けた問題を抽出する。

①訪問看護に関する研修参加者：100名（R2年度）
②訪問看護体験型研修参加：100名（R2年度）
③調査対象：訪問看護ステーション約120事業所（R2年度）

①訪問看護に関する研修会開催：43名
②訪問看護体験型研修：49名
③調査対象：訪問看護ステーション等125施設
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(事業№ 5 )

事業の区分

【総事業費】

1,334千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・在宅歯科診療の実施歯科医療機関数
　患者宅:144件、施設:167件（H29年度時点）出典：青森県医療機能調査
　（R元数値が未発表であるため、直近値であるH29数値を記載している。）

（１）事業の有効性
　在宅歯科医療連携室の設置・運営への支援を通じて、在宅歯科診療の相談及
び在宅歯科医療機器の貸出に対応することにより、在宅歯科医療の拡大につな
がっている。

（２）事業の効率性
　在宅歯科医療連携室を県歯科医師会及び各地区歯科医師会に設置すること
で、各地区で診療可能な歯科診療所の紹介、在宅歯科医療等に関する相談、歯
科医療機器等の貸出に係る事務等を地区ごとに実施することで、効率的な事業
を実施している。

　歯科医療機器の貸出件数については、設備整備に対する補助事業を実施して
いるため、各歯科診療所において在宅用の医療機器が充実してきており、前年
度より減となっているが、依然として需要は多く、今後も継続することとして
いる。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療・介護サービスが供給
できるように在宅医療に係る提供体制の強化が必要

アウトカム指標：
・在宅歯科診療の実施数
　　患者宅：144件　施設：167件（H28年度）
　→患者宅：200件　施設：200件（R2年度）

在宅歯科医療を推進するため、県歯科医師会に在宅歯科医療連携室を設置し、
在宅歯科医療希望者に対する歯科診療所の紹介、在宅歯科医療等に関する相
談、在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対する歯科医療機器等の貸出
を行う。

・歯科医療機器貸出件数
　220件（H27年度）→200件（R2年度）

・在宅歯科医療連携室において、相談・医療機関の紹介をしたほか、在宅歯
  科医療機器・歯科支援車の使用方法などについて、地区ごとに研修会を実
  施した。
・歯科医療機器貸出件数：100件
・在宅歯科医療等に関する相談件数：27件
・歯科診療所紹介件数：27件

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

在宅歯科医療連携室整備事業

県全体

県（県歯科医師会委託）
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(事業№ 6 )

事業の区分

【総事業費】

1,539千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）
アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・復職支援セミナー参加者：延23人
・潜在歯科衛生士
　歯科衛生士バンク登録者数：55人
・在宅歯科診療の実施歯科医療機関数
　患者宅:144件、施設:167件（H29年度時点）出典：青森県医療機能調査
　（R元数値が未発表であるため、直近値であるH29数値を記載している。）

（１）事業の有効性
  潜在歯科衛生士の復職支援を図ることで、提供する歯科医療の質の向上、歯
科医療安全の向上につながる。
（２）事業の効率性
  事業の実施を青森県歯科衛生士会に委託することで効率的で効果的な事業執
行を図った。

アウトプット値について：コロナ禍での事業規模等の縮小により、復職支援セ
ミナーの参加者数は少なかった。引き続き復職支援セミナーを開催し、就業す
る歯科衛生士の確保により在宅患者への支援が拡大すると考えることから、今
後も継続して実施する。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

　歯科衛生士不足が訪問歯科診療や要介護者等に対する訪問口腔ケア等の取組
拡大を図る上で、大きな支障となっていることから、未就業の歯科衛生士有資
格者の復職支援を後押しするため、復職に向けた研修会を開催する。

アウトカム指標
・復職支援セミナー開催
・在宅歯科診療の実施数
　患者宅144、施設167（H28) 増加する

歯科衛生士会が行う復職支援セミナーの実施経費

・復職支援セミナー受講者：40人（R元年度）

・復職支援セミナー参加者
　青森会場：延15人
　八戸会場：延8人

平成３１年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

歯科衛生士復職支援事業

県全体

県（青森県歯科衛生士会）
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(事業№ 7 )

事業の区分

【総事業費】

13,596千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後のアウトカム指標
・救急出動件数における軽症者の割合
　40.2%（平成29年）　→　40.2%未満（令和２年）

（１）事業の有効性
　県内全世帯にリーフレットを配布し、各種広報媒体等を用いた普及啓発活動
により、県民の本取り組みへの機運醸成が図られることにより、持続可能な医
療医療体制の構築及び県民の健康寿命の延伸に繋がるものと考えられる。
（２）事業の効率性
　事業の実施により、県民の医療のかかり方が変わることで、県民の医療費負
担が軽減されるほか、医師や看護師等の医療従事者への負担が軽減し、医療機
関の人件費負担も軽減できると考えられる。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

持続可能な医療提供体制の構築に向け、県民自らが医療を取り巻く環境の変化
や制度に対する理解を深めつつ、医療と上手に関わることが求められている。

アウトカム指標
・救急出動件数における軽症者の割合
　40.2%（平成29年）　→　40.2%未満（令和２年）
①医療に関する情報を得る手段が限られた層を主な対象とし、かかりつけ医の
普及をはじめとする上手な医療のかかり方に関するリーフレットを作成し、県
内全世帯に配布する。
②市町村や医療機関等との連携による同リーフレットを活用した普及・啓発活
動を行う。

リーフレットの配布数　県内４０市町村全世帯５３．６万世帯

リーフレットの配布数　県内４０市町村全世帯５３．６万世帯

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

上手な医療のかかり方推進事業

県全体

県
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(事業№ 8 )

事業の区分

【総事業費】

42,779千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・医師臨床研修マッチング数　74名（R2年度）
・上十三地域（人口10万対医師数で最も少ない圏域）の医師数　125.1人
（H30）

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医師不足が解消されていくものと考え
　　られる。

（２）事業の効率性
　　　医療薬務課内に専従職員を配置し、効率的な事業実施に努めている。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事者
の確保が必要。

アウトカム指標：
・医師臨床研修マッチング数
　84名（H27～H31年度のマッチング数の平均値）→84名以上（R2年度）
・上十三地域（人口10万対医師数で最も少ない圏域）の医師数
　117.4人（人口10万人当たり）（H26）　→　現状値以上（R1）

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院への
医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営を行う。

・キャリア形成プログラム作成数：５本（５人）
・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形
成プログラム参加医師数の割合：100%

・キャリア形成プログラム作成数：５本（５人）
・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形
成プログラム参加医師数の割合：100%

平成２７年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

地域医療を支える医師確保事業

県全体

県
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(事業№ 9 )

事業の区分

【総事業費】

60,168千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・手当支給施設の産科・婦人科医師数69人（R2年度）
・分娩1000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数
　10.0人（R2年度）
・産科医及び産婦人科医数（人口10万対）7.8（R2.12.31現在）

（１）事業の有効性
    　県内の分娩取扱施設に対して補助を実施することにより、処遇改善に
　　よる産科医の確保を図ることができるものと考える。

（２）事業の効率性
　　　事業の実施により、効率的に医療機関の人件費負担を軽減でき、各医
　　療機関が産科医確保に積極的な姿勢を保持できると考えられる。

アウトプット指標については、閉院により分娩取扱施設が減となったことか
ら、対象の医師数及び施設数が減ったもの。
今後、手当支給を行う施設増により、処遇改善と産科医の確保を図る。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、分娩手当の支給により、周産期医療を
担う産科医の確保が必要

アウトカム指標
・産科医及び産婦人科医数（人口10万対）
　7.1（H30.12.31現在）→8.9（H30全国平均）を目指した増加（R2年度）

産科を有する病院、診療所及び助産所において、分娩を取り扱う医師が分娩手
当を支給されている場合、その一部を補助する。

・産科医に対する分娩手当支給医師数：76人（R2年度）
・産科医に対する手当支給施設数：23施設（R2年度）

・産科医に対する分娩手当支給医師数：69人（R2年度）
・産科医に対する手当支給施設数：22施設（R2年度）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

産科医等確保支援事業

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所
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(事業№ 10 )

事業の区分

【総事業費】

1,947千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・小児科医療に係る病院勤務医数（H29時点※、人口10万対）6.1
※R1時点が統計未公表のため、H29時点の状況

（１）事業の有効性
　　　県内の分娩取扱施設２か所に対して補助を実施したことにより、処遇
　　改善による新生児医療担当医の確保を図ることができるものと考える。

（２）事業の効率性
　　　事業の実施により、効率的に医療機関の人件費負担を軽減でき、各医
　　療機関が新生児医療担当医確保に積極的な姿勢を保持できると考えられ
　　る。

異動により補助医療機関において担当医が減となったものであるが、新生児科
医が分娩に立ち合う件数は伸びており、今後も継続して支援していく。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、分娩手当の支給により、周産期医療を
担う新生児医療担当医の確保が必要

アウトカム指標
・小児科医療に係る病院勤務医数（人口10万対）
　7.1（H28現在）→9.1（H28全国平均）を目指した増加（R2年度）
産科を有する病院、診療所及び助産所において分娩を取り扱った際に、新生児
担当医に手当てを支給している医療機関を対象として、その手当ての一部を補
助する。
（補助率）1/3

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給医師数
　16人（R1年度）

・新生児医療担当医に対する分娩手当支給医師数
　18人（R1年度）

平成３１年４月１日～令和２年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新生児医療担当医確保支援事業

県全体

産科を有する病院、診療所、助産所
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(事業№ 11 )

事業の区分

【総事業費】

140,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）
アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・へき地医療拠点病院の常勤医師数　263名（R3.4.1現在。R1年度の途中から
へき地医療拠点病院となった青森県立中央病院（常勤医171名）を含む）
・産科医及び産婦人科医数（人口10万対）　7.8（R2.12.31現在）
・小児科医療に係る病院勤務医数（小児人口10万対） 89.1（R2.12.31現在）
・脳神経外科医数（人口10万対）　4.3（H30.12.31現在）

（１）事業の有効性
 弘前大学及び東北大学からの医師の派遣により、本県医師の絶対数不足及び
地域偏在等の課題が解消される。
（２）事業の効率性
 各圏域で必要とされている科の医師が拠点となる病院に集約的に派遣され、
必要な医療提供体制が整備及び維持されている。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

地域医療構想の実現に向けて、地域の中核となる病院の医療機能を充実させる
必要がある。

アウトカム指標：
・へき地医療拠点病院の常勤医師数
　93名（R1年度）→94名（R2年度）
・産科医及び産婦人科医数（人口10万対）
　7.1（H30.12.31現在）→8.9（全国平均）を目指した増加（R2年度）
・小児科医療に係る病院勤務医数（小児人口10万対）
　66人（H29.10.1現在）→72人（全国平均）を目指した増加（R2年度）
・脳神経外科医数（人口10万対）
　4.3（H30.12.31現在）→6.0（全国平均）を目指した増加（R2年度）

地域医療構想の実現に向けて、地域の中核となる病院の医療機能を充実させる
ために、次の取組を実施
①弘前大学への寄附講座の設置により、各圏域で必要となる医師（産科・小児
科・整形外科・総合診療・脳神経外科ほか）の確保を図る。
②県南地域の産科医療ネットワークが構築及び維持されるよう、八戸市立市民
病院が中心となって実施している東北大学への委託事業に対して補助を実施
③下北圏域における重要な疾患等について研究・診療、人材育成を行うために
下北医療センターが弘前大学へ設置する寄附講座に対して補助を実施

寄附講座の設置：１講座（R2年度）

寄附講座の設置：１講座

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

地域で活躍する良医育成推進事業

県全体

県、八戸市、下北医療センター
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(事業№ 12 )

事業の区分

【総事業費】

15,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

下北圏域非常勤医師送迎支援事業費補助

県全体

医療機関

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
　むつ総合病院の医師数（常勤医換算）：62.609人（R3年度）

（１）事業の有効性
　弘前大学および青森県立中央病院からの診療応援医師は、電車の乗り換えの
不便さや３時間超の運転から解放され、むつ総合病院までの距離的なハンデが
緩和される。
（２）事業の効率性
　移動にかかる負担等が理由で調整が難しかった医師も診療応援に対応するこ
とが期待され、応援医師の安定的な確保につながる。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、各圏域において長時間の移動を強いら
れる医師の負担軽減を図ることで医師を確保し、中核的な病院の体制を強化す
る必要がある。

アウトカム指標：
・むつ総合病院の医師数(常勤医換算)
　H29 58.509人 → R2 61.989人
　弘前大学からの診療応援医師を送迎するための専用車両を運行することで、
診療応援医師の長時間の運転等の負担軽減を図り、医師の確保につなげる。
　医師不足地域において、中核となる病院の医師を確保することで、当該病院
に留まらず、へき地医療支援病院等の地域の医療機関を支援することも可能と
なる。

医師送迎用専用車両運行日数　136日（R2年度）

医師送迎用専用車両運行日数　268日（R2年度）
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(事業№ 13 )

事業の区分

【総事業費】

368千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
死亡総数に占める感染症に占める死因の割合：
1.8%（H27年）→1.3%（R2）

　感染症ブラッシュアップ研修及び輸入感染症等対応研修を同時開催し、新型
コロナウイルス感染症患者又は疑い患者を受け入れ、医療を提供する医療機関
（重点医療機関等）の医療従事者等を対象として、新型コロナウイルス感染症
に対する専門的な知識を習熟させ、クラスター発生時の感染管理や、医療機関
及び社会福祉施設等における施設内感染対策などを行う専門的な職員を養成し
た。
　研修会参加人数目標値である１００人に対し、１３４名が参加し、目標を達
成した。２日間にわたり研修を受けたことにより、専門的な知識や技術を向上
し、本県における新型コロナウイルス感染症のまん延を防止の一助となってい
る。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

新興・再興感染症の発生に備え、対応可能な医療従事者の養成が必要

アウトカム指標
死亡総数に占める感染症が死因の割合：
1.5％（H28年）→1.4％（R2年）
医療従事者を対象に、感染症対策ブラッシュアップ研修（年1回）、輸入感染
症等対応研修（年１回）を開催し、感染症対策に必要な知識・技術を習得させ
る。

・研修会参加人数：各100人（R2年度）

・研修会参加人数：感染症ブラッシュアップ研修及び輸入感染症等対応研修
134名

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新興・再興感染症対策研修事業

県全体

県
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(事業№ 14 )

事業の区分

【総事業費】

1,624千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）
アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

糖尿病と歯周病を切り口とした医科・歯科連携事業

県全体

県（県医師会委託）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・医科・歯科連携による受診勧奨件数の増加
　0名（R1）→　867名（R3.3月末時点、医科→歯科799名、歯科→医科68名）
　※R元年度に実施した研修会で理解促進が図られたことにより、R2年4月に運
用開始された医科歯科連携事業において受診勧奨件数が増加している。
・日本糖尿病協会登録歯科医 36名（R1）→34名（R2）

（１）事業の有効性
　令和元年度に検討会を開催し、医科歯科連携運用の手引きを策定し、本県の
医科・歯科連携体制を構築した。また、合同研修会の開催により、糖尿病と歯
周病についての医師・歯科医師等の理解を深め、連携推進の機運を醸成した。
令和２年度は感染拡大防止の観点から合同研修会は開催できなかったが、検討
会で医科・歯科連携の運用状況を検証し、課題への対応策を検討し実施した。
また、連携の仕組みについて医科・歯科双方へ再周知し、連携体制の強化を
図った。
（２）事業の効率性
　医師会・歯科医師会をはじめ、糖尿病と歯周病双方の有識者を検討会の委員
とすることで、現場に過度の負担をかけない効率的な連携体制を構築するとと
もに、課題への対応策を検討することができた。合同研修会は結果的に実施に
至らなかったが、県医師会に事業の実施を委託し、郡市医師会が各地区の研修
会開催に向けた検討をすることで、各地区での取組推進に資する形で事業を実
施することができた。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

糖尿病と歯周病に関する医科歯科連携の体制を構築するため、医科・歯科連携
検討会を開催するとともに、その検討内容及び糖尿病と歯周病に関する専門知
識を医師、歯科医師に伝えるための研修会を実施する。

医科歯科合同研修会を受講した医師、歯科医師等の人数：延べ300人

医科歯科合同研修会を受講した医師、歯科医師等の人数：延べ0人

青森県は糖尿病による死亡率が全国ワースト２位（平成29年）で、県の平均寿
命にも影響を与えていることから、糖尿病対策は県の喫緊の課題である。糖尿
病対策のひとつとして、医師、歯科医師等が糖尿病と歯周病に関する専門知識
を学び、医科・歯科連携の体制を構築し、両科からの糖尿病対策を実施してい
くことが必要である。

アウトカム指標：
・日本糖尿病協会登録歯科医 36名（R1）→47名（R2）
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(事業№ 15 )

事業の区分

【総事業費】

4,545千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

医師相談窓口設置事業

県全体

県（青森県医師会委託）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・県内の医療施設に従事する医師数（人口10万対）208.7人（R2年度）

（１）事業の有効性
  　　女性医師等から寄せられる各種相談を通じて、特に離職が多いとされ
　　る子育て時期の女性医師の離職防止や就労支援につながると考えられ
　　る。
（２）事業の効率性
　　　相談窓口の周知が進むに連れ、相談件数も増加することで、効率的な
　　事業の実施となる。

○目標の不達成について
　　当事業の知名度が低いことが相談数が増加しない要因と考える。周知に
　取り組むことで相談件数増加を目指す。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、出産及び育児の当事者となる医師等の
就労支援等によりそれぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標：
・県内の医療施設に従事する医師数（人口10万対）
　203.3人（H30.12.31現在）→218.9人（R2年度）
（参考）目標値246.7人（H30全国平均）

出産・育児及び離職後の再就業等に不安を抱える医師のための受付・相談窓口
を設置・運営する。

・医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数　90件（R2年度）

・医師相談窓口（青森県医師会設置）への相談等件数　75件（R2年度）
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(事業№ 16 )

事業の区分

【総事業費】

3,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

勤務環境改善支援センター運営事業

県全体

県

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護職員離職率 　8.6％（H27年度）→7.2％（R2年度）

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医療従事者の確保、定着につながるもの
　　と考えられる。
（２）事業の効率性
　　　各医療機関において勤務環境の改善に取組むに当たり、センターが総
　　合的に支援を行うことで、効率的に県内医療機関の勤務環境改善が図ら
　　れると考えられる。
（３）目標未達成に対する見解と改善の方向性
　　　令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、医療機関への訪
　　問が困難であったため実績がゼロだったが、コロナ対応が標準化されるに
　　つれ、医療機関への立ち入り制限が緩和されていること、医師の働き方改
　　革を巡り、勤改センターの認知が進み、需要が掘り起こされていること
　　等から、令和3年度以降は実績が見込まれるところである。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、医療勤務環境改善支援センターの運営
により、それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標
・看護職員離職率 　8.6％（H27年度）→8.1％（R3年度）

医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、PDCA
サイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組みを活用して
勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専門的な支援を行うため
に設置される「医療勤務環境改善支援センター」を運営する。

・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数
　新規に取り組む医療機関　1病院

・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数
　新規に取り組む医療機関　0病院
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(事業№ 17 )

事業の区分

【総事業費】

14,775千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・小児人口１０万人当たりの小児科医師及び小児外科医師の数
　92.4人（H26年度）→　94.9人（H30年度）
・津軽圏域の輪番参加病院の診療実績
  2,956人（R1年度）→　1,296人（R2年度）

（１）事業の有効性
　　　小児救急医に係る二次輪番制を実施している津軽地域の病院に対して
　　運営費を補助することで、津軽地域の小児救急医療体制の確保が図られ
　　ている。
（２）事業の効率性
　　　協議会における協議により決定した当番日数に応じて運営費（給与費
　　及び報償費）を補助していることで、限られた予算の範囲内で効率的に
　　小児救急二次輪番体制を維持している。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、小児救急医療に係る体制整備により、
それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標
・津軽圏域の小児救急医療体制の維持

休日・夜間に輪番制によって小児科医による小児救急医療体制を整備する事業
に対し運営費を補助する。

・津軽圏域の輪番参加病院数４病院の維持（令和２年度）

・津軽圏域の輪番参加病院数：４病院（令和２年度）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

小児救急医療体制整備事業

県全体

小児救急二次輪番病院
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(事業№ 18 )

事業の区分

【総事業費】

13,994千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・小児救急搬送人員における軽症者の割合
　68.9%（H30年度）→70.1%（R2年度）

（１）事業の有効性
　　　保護者が緊急に医療機関を受診すべきかどうか判断できるよう支援
　　し、保護者の不安軽減と小児救急医療体制の構築が困難な地域を補完
　　することができる。

（２）事業の効率性
　　　これまで以上に相談電話の周知を図るなどにより相談件数が増えて
　　おり、効率的な事業実施となっている。

　救急搬送件数については、インフルエンザの流行等により、その年により変
動がある。平成３０年度からは電話相談の受付時間を、夜間に加え、土曜日の
午後及び日曜日の日中の時間帯に拡大し実施している。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、小児救急電話相談事業の実施により、
それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標
・小児救急搬送人員における軽症者の割合
　68.9%（H30年度）→68.9%未満（R2年度）
保護者の不安解消と小児救急医療体制の補完を目的として小児救急医療電話相
談（#8000）を実施する。

・小児救急電話相談の相談件数（小児人口10万人あたり）
　3,418件（H27年度）→　増加（R2年度）

・小児救急電話相談の相談件数（小児人口10万人あたり）
　3,418件（H27年度）→　5,208件（R2年度）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

小児救急電話相談事業

県全体

県（ダイヤルサービス（株）委託）
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(事業№ 19 )

事業の区分

【総事業費】

0千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

病院内保育所運営費補助

県全体

医療機関

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・看護職員離職率
　8.4％（R1年度）→8.2％（R2年度）

（１）事業の有効性
　　病院内保育所が整備されることによって、医師や看護師等の医療従事者
　の勤務環境の改善につながり、医療従事者が働きやすい環境となり、離職
　防止や保育のために就業できなかった医療従事者の再就業の促進を図る
　ことができる。

（２）事業の効率性
　　看護職員を含む医療従事者の勤務環境改善やワーク・ライフ・バランス
　推進のためには、病院内保育所を整備することは有効な手段となる。

　対象となる医療機関において他の補助を活用していたため、本補助金の活用
までに至らなかったものの、当該事業に関する医療機関からの問い合わせはあ
るので、引き続き、事業の有効性・効率性をＰＲしていくこととしている。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、病院内保育所の安定的な運営により、
それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標：
・看護職員離職率　8.4％（R1年度）→8.1％（R2年度）

医療機関に勤務する職員のための保育施設を運営する事業に要する経費を補助
する。

病院内保育所の運営費を支援する病院数：１施設（R2年度）

病院内保育所の運営費を支援する病院数：０施設（R2年度）
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(事業№ 20 )

事業の区分

【総事業費】

4,897千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

平成２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、ナースセンターの運営によりそれぞれ
の医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標
・ナースセンター斡旋による就業者数
　263人／年（令和1年）→263人以上（令和2年度）

　アウトプット値について：相談登録する希望者は目標値には満たないがほぼ
達成したと評価する。また、ナースセンター斡旋による就業者数は、常勤とし
ての採用が増加していることから、今後も継続して実施する。

看護職員の復職支援を図るため、各地域でのハローワークと連携した活動や、
平成29年10月より開始した看護職員の離職者届出制度に対応するため、ナース
センター業務の体制強化に要する経費に対して助成する。

ハローワークと連携した復職相談件数 100件（R2年度）

ハローワークと連携した復職相談件数 99件（R2年度）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・ナースセンター斡旋による就業者数　275人（R2年度）

（１）事業の有効性
　　　看護職員で未就業の者に対して、「届出制度」の周知を強化するとと
　　もに、離職する看護職員のタイムリーな届出の促進を図り、復職を希
　　望する看護職員と医療機関等とのマッチング機能を強化する。

（２）事業の効率性
　　　ナースセンターの運営を青森県看護協会に委託することで効率的で効
　　果的な事業執行を図った。

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

ナースセンター体制強化事業

県全体

県（青森県看護協会委託）
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(事業№ 21 )

事業の区分

【総事業費】

22,980千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新人看護職員研修事業

県全体

新人看護職員研修を実施する病院

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、新人看護職員に対する研修の実施によ
り、それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標
・新人看護職員離職率　12.6％（H30年度）→12.6％以下（R2年度）
［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）設定］

　県全体の新人看護職員離職率は、9.6％であるが、本事業を実施している施
設の離職率は、7.8％と低く、事業効果はあることから、今後も事業実施の活
用推進を図る。

医療の安全の確保、看護職員の離職防止等のため、医療機関等が行う新人看護
職員研修に要する経費を補助する。

・新人看護職員研修事業参加者職員数
　事業実施施設の新人看護職員数283人（R1年度）→283人（R2年度）
　（過去3年平均：県内就業新人看護職員の70％）

・新人看護職員研修事業参加者職員数
　事業実施施設の新人看護職員数326人

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・新人看護職員離職率
　8.7％（H25年度）→　9.6％（R2年度）

（１）事業の有効性
　　　各医療機関において、新人看護職員研修の実施体制が整備されて
　　きており、新人看護職員の知識及び技術の向上や医療安全の確保、
　　離職防止を図ることができる。

（２）事業の効率性
　　　県で直接研修会を開催せずに研修を行う病院に対して支援すること
　　で、多数の病院において研修できる仕組みとなっている。
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(事業№ 22 )

事業の区分

【総事業費】

3,466千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

　保健師助産師看護師実習指導者講習会は、県内複数の医療機関から複数名参
加しており、更に業務の合間での研修参加、５か月にわたり26日間参加してい
る。更に、令和２年度はコロナ禍であったことから長期にわたり感染拡大予防
等への配慮を必要とすることから、例年と比較し拘束感が強い中での開催で
あった。そのような状況でも参加希望者は定員の８割を超えたことから医療機
関でも質の高い看護教育を望んでいることが把握できる。今後も質の高い看護
教育を提供するにあたり、事業の継続が必要である。

①医療機関における実習指導者を対象として、保健師助産師看護師実習指導者
講習会（特定分野を含む）を開催し、効果的な実習指導等ができるように必要
な知識・技術を習得させる。
②青森県看護師等サポートプログラムの効果検証・進捗管理等を検討する「看
護師等確保推進会議」を開催する。

・保健師助産師看護師実習指導者講習会受講修了者32人
　（受講定員の８割）（R2年度）

・保健師助産師看護師実習指導者講習会
　受講修了者数：33人
・特定分野における保健師助産師看護師実習指導者講習会
　受講修了者：9人

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率
　57.6％（H30） 58.0％（R2年度）

（１）事業の有効性
　　　看護師等養成所の実習施設において、実習指導者及び将来実習指導者を
　　対象に保健師助産師看護師実習指導者講習会に参加することで質の高い看
　　護教育を提供することに繋がる。

（２）事業の効率性
　　　実習指導者講習会の運営を青森県看護協会に委託することで効率的で効
　　果的な事業執行を図った。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事者
の確保が必要

アウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率57.6％（H30年度）→57.6％以上（R2年度）
［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

看護師等確保・資質向上推進事業

県全体

県（青森県看護協会委託）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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(事業№ 23 )
事業の区分

【総事業費】
98,099千円

事業の対象と
なる区域
事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）
アウトプット
指標（達成
値）

その他

支援する看護師等養成所の数：8校10課程

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名
看護師等養成所運営費補助

県全体

看護師等養成所

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、看護師等養成所の安定的な運営によ
り、それぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率　57.6％（H30年度）→57.6％以上増加（R2年
度）
［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］
・看護教員養成講習会未受講者　16人（R1年度）→14人減少（R2年度）
［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］①看護師等確保対策の一環として、看護師等養成所の教育内容の向上及び運営
の適正化を図ることを目的に、専任教員の人件費、生徒経費等運営に必要な経
費について補助する｡
②看護師等の県内就業促進のため、卒業生の県内就職率に応じた支援を行う。

支援する看護師等養成所の数：8校10課程

事業の有効
性・効率性

事業終了後の１年以内のアウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就職率　57.6％（H30年度）→55.0％（R2年度）
・看護教員養成講習会未受講者　16人（R1年度）→18人（R2年度）

（１）事業の有効性
　　　看護師等養成所が安定的な運営ができることにより、質の高い教育
　　環境を整備することができ、看護学生の教育内容の充実を図ることが
　　できる。

（２）事業の効率性
　　　看護師等養成所の教育環境の充実を図ることにより、質の高い看護師
　　の育成、輩出につながる。

　支援している養成校は、県内就業率が87.0％と高い水準にある。
　県内就業に関して、悪施設によっては、採用時期を変更したりといった取組
も見られており、各施設の取組や動向を見ながら、支援を検討する。また、看
護教員養成講習会未受講者が増加したのは、教員の定年退職と新規採用による
ものであり、今後も看護教員養成講習会未受講者の減少に努め、教育内容の向
上及び運営の適正化を図る。
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(事業№ 24 )

事業の区分

【総事業費】

7,064千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・認定看護師数
　197人（R2年度） →　197人以上 （R4年度(業務従事者届)）
・看護教員養成講習会未受講者　15人（R2年度）→14人以下（R3年度）
［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］

（１）事業の有効性
  看護師のキャリア支援を図ることで、提供する医療の質の向上、学生によ
りよい教育を提供することができる。

（２）事業の効率性
  事業の実施により、効率的に人件費負担を軽減でき、各医療機関等が看護
師のキャリア支援に積極的な姿勢を保持できると考えられる。

　令和２年度はコロナ禍において、看護教員養成講習会による移動が制限さ
れたことにより予定予算を下回る結果となった。また、看護教員養成講習会
未受講者数の増加は、定年退職後の新規採用者が増加したためと考える。今
後も継続した支援を行い、教育の質の担保に努める。
　認定看護師等養成課程へ受講させた病院数のアウトプット値の未達成につ
いて：各施設では複数名を受講させているが、公平性を確保するために１施
設１名としたためである。質の高い医療を提供するために、継続して実施す
る。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、看護職員のキャリアアップを支援す
ることでそれぞれの医療機能を担う医療従事者の確保が必要

アウトカム指標
・認定看護師数
　176人（H30年度）→176人以上（R2年度）
・看護教員養成講習会未受講者　16人（R1年度）→R14人（R2年度）
［青森県保健医療計画（青森県看護師等サポートプログラム）で設定］

看護師等養成所が看護教員養成講習会へ受講させた際に要する経費及び病院
が看護師を認定看護師等教育課程へ受講させた際に要する経費の一部を補助
する。

支援する養成所・病院数
・看護教員養成講習会へ受講させた養成所数：3校（R2年度）
・認定看護師等教育課程へ受講させた病院数：4病院（R2年度）

支援した養成所・病院数（R2年度）
・看護教員養成講習会へ受講させた養成所数：　2校（2名）
・認定看護師等教育課程へ受講させた病院数：　3病院（3名）
・特定行為看護師教育課程へ受講させた病院数：5施設（6名）
・助産師教育課程へ受講させた病院数：　　　　1病院（1名）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

看護職員キャリアアップ推進事業

県全体

看護師等養成所
病院
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(事業№ 25 )

事業の区分

【総事業費】

885千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

新人看護職員離職防止及び定着推進事業

県全体

県（公益社団法人青森県看護協会委託）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就業率58.0％（R2年度）→ 58.0%以上（R3年度）
・新人看護職員離職率9.6％（R2年度）→ 9.6％未満（R3年度）

（１）事業の有効性
　　　新人看護職員を対象にしたカフェを開催することにより、勤務先以外で
　　のコミュニティを持つことができ、職場を離れた環境での情報共有するこ
　　とにより悩みを共有でき就労意欲に繋げることができる。
　　　医療機関と卒業校において、実習生の受け入れや指導の在り方、就業後
　　の支援体制について情報共有することにより、学ぶ場から働く場への継続
　　支援に繋げ、離職防止を図ることができる。

（２）事業の効率性
　　　新人看護職員離職防止及び定着推進事業の運営を青森県看護協会へ委託
　　することで効率的で効果的な事業執行を行った。

　アウトプット値に未達成について：コロナ禍ということもあり参加者数は達
成していないが、実りある情報交換ができており、臨床実習から就業後までの
継続した支援を行うことが可能であり、事業の継続が必要である。
　また、コロナ禍において計画通り臨床実習を行えないまま卒業する学生もい
ることから、追加措置として２回目の看護管理者と養成学校教員との情報交換
会を開催し、新卒看護職員教育内容の変更・工夫等、具体的な内容での対応が
必要であることを理解することができた。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

県内の看護師等養成所卒業者の県内就業率が低迷していること、県内の新人看
護職員の離職率が上昇していることから、それぞれの医療機能を担う医療従事
者の育成・定着が必要となっている

アウトカム指標
・養成学校卒業生の県内就業率57.6％（H30年度）→57.6％以上（R2年度）
・新人看護職員離職率12.6％（H30年度）→12.6％以下（R2年度）

　県内病院の看護管理者と養成学校教員との合同研修、新人看護職員の離職要
因の把握、早期離職防止に向けた支援を行うことで、県内の看護人材の育成と
定着を図るものである。

・新人看護職員参加人数：90名（R2年度）
・看護管理者参加人数：30名（R2年度）
・看護師等学校養成所教員参加人数：15名（R2年度）

・新人看護職員参加人数：32名（R2年度）
・看護管理者等参加人数（R2年度）
　　第１回目：27名（病院）
　　第２回目：28名（病院＋特別養護老人ホーム含む）
・看護師等学校養成所教員参加人数（R2年度）
　　第１回目：10名
　　第２回目：8名
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(事業No.1,2)

事業の区分

【総事業費】

375,499千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

３．介護施設等の整備に関する事業

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
　地域密着型特別養護老人ホーム　　　　　　　　87人（３か所）
　小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　29人／月分（１か所）
　看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　 145床（５か所）
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　　　　　　４か所
　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　　45人（３か所）
　介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　  50人（１か所）
②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。

　平成30年３月に策定した「あおもり高齢者すこやか自立プラン2018（第８
期老人福祉計画・第７期青森県介護保険事業支援計画）」（計画期間：平成
30年度～平成32年度）に基づき、地域密着型サービス施設の整備を支援する
ことで、本プランの基本理念である「高齢者が生きがいを持ち、介護が必要
になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる青森県」の実現を目指す。

・地域密着型特別養護老人ホーム 　1,144床（44か所）→1,231床（47か所）
・小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　1,325人/月分（48か所）→ 1,354人/月分（49か所）
・認知症高齢者グループホーム 5,127床（323カ所） → 5,172床（326カ所）
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
　　　　　　　　　　　174人/月分（６か所）→ 319人/月分（11か所）
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　　　　　５か所→９か所
・介護医療院　　　　　　　　213床（６か所）→263床（７か所）

事業名
青森県地域密着型サービス等提供施設整備費補助
青森県施設開設準備経費等支援事業費補助

背景にある医療・
介護ニーズ

青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

青森県

アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の定員総数　8,339人

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
■継続　／　□終了

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。
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アウトプット指標
（達成値）

その他

１　地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行った。
２　介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行った。

　地域密着型特別養護老人ホーム　　　　　　　　　29人（1か所）
　定期巡回・随時対応訪問介護事業所　　　　　　　－　（2か所）
　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　　　45人（3か所）
　介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　　 222床（1か所）

事業終了後１年以内のアウトカム指標：地域密着型サービス等の定員総数

定員7,804人から8,100人に増加

（事業の有効性）
　本事業の実施により、地域密着型サービス提供施設が整備されることで、
プランの基本理念の達成に寄与している。
（事業の効率性）
　市町村を通じた間接補助としており、市町村介護保険事業計画に従って事
業を実施し、地域に必要な地域密着型サービス提供施設が整備された。

事業の有効性・効
率性
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(事業No.3)

事業の区分

【総事業費】

70,162千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

事業の有効性・効
率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：感染防止対策を実施する施設
→県内の介護サービス事業所等はすべて感染防止対策を実施している。

（事業の有効性）
　感染防止対策の実施により高齢者が地域において、安心して生活できる体
制が構築された。

（事業の効率性）
　県が自ら実施することにより、感染状況に応じ事業を効率的に実施するこ
とができた。

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：感染防止対策を実施する施設等の増

１　消毒液、マスク等を県が購入し、介護施設等へ配布
２　介護施設等の消毒・洗浄に要する経費の補助
　感染が疑われる者が発生した場合に、介護施設等内で感染が広がらないよ
う、利用者・従事者が触れる箇所や物品等の消毒・洗浄に必要な経費を補助

１　県内の介護事業所に消毒液、マスク等を送付
２　介護施設等の消毒・洗浄に要する経費の助成
　　７２施設

１　県内の介護事業所に対する消毒液、マスクの送付
　　消毒液　　3,000事業所
　　マスク　　2,200事業所　へ送付。

２　介護施設等の消毒・洗浄に要する経費の助成　　４法人

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

３．介護施設等の整備に関する事業

事業名 介護施設等における感染防止対策事業

青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

青森県
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(事業No.4)

事業の区分

【総事業費】

105,000千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

３．介護施設等の整備に関する事業

事業名
介護施設等における感染防止対策事業（ゾーニング環境整
備）

青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

青森県

令和３年３月１０日～令和３年３月３１日
■継続　／　□終了

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：感染防止対策を実施する施設等の増

護施設等のゾーニング環境等の整備に対する助成を行う。
　１０施設

　感染症への対応について支援することで、「高齢者が人生の最後まで自分
らしく、生きがいを感じながら、住み慣れた地域で安んじて暮らせる青森県
型地域共生社会の実現」を目指す。

介護施設等のゾーニング環境等の整備　１０施設

１　従来型個室・多床室のゾーニング　　　　　２施設
２　２方向から出入りできる家族面会室の設置　２施設

事業の有効性・効
率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：感染拡大防止事業実施施設の増加

０施設→４施設

（事業の有効性）
　本事業により感染拡大防止対策が実施されることで、利用者の安全が保た
れる。

（事業の効率性）
　本事業が幅広く実施されるよう、県内の対象施設すべてに希望調査を実施
した。

- 38 -



(事業№ 1 )

【総事業費】

3,156千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

（事業の有効性）
　介護の仕事の魅力について、イベントを通じ広く一般県民へ普及啓発を図
る事業であり、介護に関する相談や介護職員自らの情報発信など、介護職の
イメージアップの一助となっていると考える。

（事業の効率性）
　介護に関する関係団体との連携・協働により、広く情報発信を行うことが
できた。

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職に対するイメージは、依然としてマイナスイメージが強いことから、
介護職の魅力や大切さを広く県民へPRし、理解促進を図る必要がある。

アウトカム指標：介護職に対するイメージアップ

１　あおもり介護の魅力発信フェスティバルの開催
　　介護の魅力を発信するため、ショッピングモールの催事場等を活用した
　フェスティバルを開催する。
２　イベントの活用による普及啓発
　　テレビ局が主催する青森朝日放送祭りでのブースを借り、介護等の広報
　及び相談会を実施する。

来場者数　８００人

１　あおもり介護の魅力発信フェスティバルの開催（参加者200名）
２　コロナ禍のため未実施

事業の有効性・効
率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護職に対するイメージアップ
→　観察できなかった
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、各種イベン
トで子どもをターゲットに職業体験等を実施することで、保護者へのイメー
ジアップも図ることができた。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 介護職の魅力発信事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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(事業№ 2 )

【総事業費】

3,211千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

県民の介護職に対するイメージアップや介護職員のモチベーション向上等の
ための機会を創出し、介護に対する理解向上及び介護人材の定着につなげる
必要がある。

アウトカム指標：介護に対する理解向上や介護職員の意欲向上などについて
好意的回答70％以上（参加者に対するアンケート調査）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 介護技術コンテスト開催事業

県全域

社会福祉法人青森県社会福祉協議会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　介護技術コンテスト検討・審査委員会の設置
　　外部の専門識者等を構成員とする検討・審査委員会を設置し、
　競技内容や審査方法・手順等を検討する。
２　介護技術コンテストの周知
　　コンテストの参加者募集及びイベントの開催について関係機関等
　に周知し、来場者を募る。（チラシ、ポスター、新聞広告等）
３　介護技術コンテストの開催
　　・コンテスト対象者：介護職員
　　・競技内容：移動介助、排泄介助、食事介助等を想定
　　・コンテストにおいては、実技及び質疑応答を行い、内容を審査する。
　　・各部門優勝者を表彰する。
４　参加者アンケートの実施

コンテスト来場者１００名　出場チーム１０チーム

来場者　約４０名（コロナによる減）
出場者　３１名（１０チーム）
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その他

事業の有効性と効
率性

事業実施修了後１年以内後のアウトカム指標：介護職に対するイメージアッ
プ（アンケートによる「介護に対する理解向上や介護職員の意欲向上など」
の好意的回答の割合。
→　観察できた（好意的回答70％程度）
　・目標を達成したが、来年度のコンテストに向けて奥深さや魅力を十分に
伝える方法を検討し、介護に対する理解向上や意欲向上に繋げる内容にす
る。

（事業の有効性）
　介護技術コンテストの開催により「社会に見せる介護」を創出、介護の事
への理解を深めるとともに、現場の介護職員が形ある評価を得ることによ
り、職務への意欲向上等を促進することで離職防止や人材定着に資するもの
と考える。
　介護従事者が他事業所の介助を見ることで、他者の介助のテクニックを取
り入れたり、自分の介助について見つめ直す機会となり、介助の質の向上に
繋がる。他事業所の介助を客観的に観る機会は少なく、このような場を設け
ることは必要であると考える。

（事業の効率性）
　実施回数を１会場（青森市）とし、参加者等が一堂に会したことにより、
同様の課題を抱える事業所の職員同士による資質向上が促進されたものと考
える。
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(事業№ 3 )

【総事業費】

15,531千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職に対するマイナスイメージが依然として強いことから、介護職の魅力
や大切さを広く県民へＰＲし、理解促進を図る。

アウトカム指標：介護分野への新たな進学者・就労者の確保
（セミナー等参加者のうち新たな進学者・就労者数の前年度比増）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 福祉・介護人材参入促進事業

県全域

青森県、養成施設、職能団体

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　介護職に対するイメージアップを図るため、各種研修会を実施する。
　（１）介護の仕事の大切さ・魅力を伝えるためのセミナー、研修等の実施
　（２）職場体験、学校訪問、出前講座等の実施
　（３）福祉人材確保支援セミナー・福祉人材確保研究会の開催
　（４）初任者研修受講料の補助

１　セミナー等受講者数：500名
２　職場体験実施者数：120名
３　出前講座実施校数：15校
４　初任者研修受講料補助の実施：50名

１　セミナー等受講者数：403名
２　職場体験実施者数：73名
３　出前講座実施校数：27校
４　福祉人材確保支援セミナー・福祉人材確保研究会の参加法人数：延べ51
法人
５　初任者研修受講料補助の実施：118名

うち、Ｒ２年度事業費 3,511千円
執行残 12,020千円
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その他

事業の有効性と効
率性

　事業終了後1年以内のアウトカム指標：セミナー等受講者のうち新たな進学
者・就業者数の前年度比減
　→　観察できた（R1：25人→R2：11人）
　　・セミナー等参加者のうち新たな進学者・就労者数の前年度比減してい
るため、今後はセミナー等の内容を見直すとともに、県内全域に効果的に周
知することで参加者の増加を図り、進学者・就労者数を増やす。

（事業の有効性）
　介護福祉士等養成施設、職能団体、福祉人材センター等、多様な主体によ
り多くのセミナー等を実施し、一般県民への介護の魅力を広く発信して理解
促進を図ることができた。

（事業の効率性）
　より多くの方に介護職の魅力や大切さを理解してもらうために、関係機関
が連携し、事業の周知等にあたり一体となって事業を実施することができ
た。
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(事業№ 4 )

【総事業費】

8,252千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

多様な人材の参入を促進するため、求人条件と求職条件の調整を図り、きめ
細やかなマッチングを行う必要がある。

アウトカム指標：福祉人材センター経由の入職者数の増加（前年度比増）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業

事業名 福祉・介護人材マッチング機能強化事業

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　施設・事業所における詳細な求人ニーズの把握、求職者の適性の確認及び
的確な求人情報の提供、就業後の適切なフォローアップ等を、青森県福祉人
材センターに配置した2名のキャリア支援専門員が一体的に実施する。

訪問事業所数：150事業所、マッチング件数：70名

１　訪問事業所数：209事業所
２　マッチング件数：84名

事業の有効性と効
率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：福祉人材センター経由の入職者数
の増加（前年度比減）
→　観察できた（令和元年：209名→令和２年：129名）
　　福祉人材センター経由の入職者数の前年度比減したため、より一層きめ
細やかなマッチングを実施し、入職者数の増加に繋げる。

（事業の有効性）
　求職者のニーズに合わせた職場を開拓する目的で求人登録のない事業所を
主に、のべ２０９事業所を巡回訪問し１８２件の求人開拓に繋がった。

（事業の効率性）
　マッチング会議を定例的に開催し、人材センターと人材バンクが情報交換
することで、効率的に事業を実施することができた。
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(事業№ 5 )

【総事業費】

5,645千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者に接する機会の少ない小・中・高校生等に対し、介護に対する理解を
促進させ、福祉の心の醸成や介護職へのイメージアップを図る必要がある。

アウトカム指標：介護に対する理解の促進とイメージアップ

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 介護体験型理解促進事業

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　介護教室等の開催
　　生徒やその保護者などを対象に、体験型による介護や介護職について学
　ぶ機会を通し、介護に対する機運を醸成し、将来の仕事として選択しても
　らえるようイメージアップを図っていくための介護教室（高齢者疑似体験
　や車椅子体験など）を開催する。
２　講座等の開催
　　広域的な団体等に対し、介護や介護職への理解促進を目的とした講座等
　を開催する。

開催回数：９０回、参加者数：９００名

１ 高齢者疑似体験講座の開催（20回：658人）
２ 介護・福祉用具体験講座の開催（27回：818人）
３ 高齢者疑似体験講座開催支援事業の実施（27回：934人）

事業の有効性
と効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護に対する理解の促進とイメージ
アップ
　観察できなかった
　介護職に対する理解度を数値化する取り組みを行っていないため、観察は
できないものの、アウトプット指標で目標とした参加者数を大きく上回った
ことことから、体験講座へ参加した生徒やその保護者の介護職に対する理解
度は、一定程度深まったと考えられる。

（事業の有効性）
　核家族化で介護になじみがなく、介護職に対するネガティブなイメージを
持つ子が多い中で、介護人材の果たす役割について、理解を深める事業と
なった。
（事業の効率性）
　専門的な知識を有する者が効率的なスケジュールで実施し、当初の目標を
大きく超える参加者数を確保できた。
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(事業№ 6 )

【総事業費】

1,881千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職の人手不足が慢性化していることから、特に進路を決定する前の中高
生に対して介護職に対する理解促進が必要であるが、市町村の取組はノウハ
ウが不足しているため、不十分な状況である。

アウトカム指標：介護関係の業務に就職する若者の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業名 介護の仕事理解促進事業

八戸市

八戸市

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

八戸市において、中高生向けのPR冊子の作成や学校への出前講座を実施す
る。
また、その取組を、他の市町村が応用して類似事業として行えるように、準
備段階から成果までの作業を系統化したパッケージを作成し、周知・公表す
る。

・PR冊子の作成及び出前講座３校
・八戸市の事業を他市町村で実施するためのパッケージ化

介護職についてのＰＲ冊子を作成し、市内のすべての中高生分の冊子を各学
校に配布した。

事業の有効性
と効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護に対する理解の促進とイメージ
アップ
　観察できなかった。
　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、出前講座を実
施できなかったが、令和２年度に作成したＰＲ冊子を活用して、令和３年度
以降、市独自の取組として、出前講座を実施し、介護職の魅力を中高生など
にＰＲしていく。

（事業の有効性）
　ＰＲ冊子に介護職員のメッセージを掲載することで、介護職を身近に感じ
てもらうとともに、中高生に対して、介護職・介護現場のイメージアップを
図った。

（事業の効率性）
　ＰＲ冊子の掲載内容の検討については、民間団体と市によるワーキンググ
ループで行い、掲載内容だけではなく、冊子作成後の活用方法などについて
も検討を行った。
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(事業№ 7 )

【総事業費】

3,149千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域
事業の実施

主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

　地域の担い手として期待される老人クラブが、各種手続きの煩雑さから活
動の継続が難しくなり、休止や解散を選択する場合が毎年少なからずあり、
クラブ数や会員数の減少に歯止めをかける必要がある。

アウトカム指標：老人クラブ数、会員数の現状維持

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 地域の支え合い・助け合い活動継続のための事務手続き等支援事業

事業名 老人クラブ事務手続き等支援事業

県全域

青森県老人クラブ連合会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　説明会及び講習会の開催
　市町村老連役員や事務担当、女性リーダー等を対象に、経理の専門家を講
師とした講習会を開催する。
２　アンケート調査の実施
　老人クラブ事業の継続に向けた方策、事務手続きに対する要望など現状把
握のためのアンケート調査を実施する。
３　お助け隊委員会の設置
　上記アンケートの内容の検討、記載しやすい県内統一様式案の検討のため
有識者を入れた委員会を設置する。
４　市町村ごとの指導会開催
　単位老人クラブを対象とした個別指導会を開催。実務的、具体的な助言指
導を行う。

説明会・講習会の開催：１回
お助け隊委員会の設置：３回
各市町村ごとの指導会開催：１５回

説明会・講習会の開催：１回
お助け隊委員会の設置：０回（新型コロナウイルス感染症の影響で参集でき
ず）
各市町村ごとの指導会開催：４回

事業の有効性
と効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：
説明会・講習会の開催：１回
お助け隊委員会の設置：３回
各市町村ごとの指導会開催：１５回

（事業の有効性）
　地域の担い手として期待される老人クラブが、会員の高齢化に伴い、各種
事務手続きの煩雑さから活用継続が困難となり、休止・解散に追い込まれて
いることから、各種事務手続きを支援し、老人クラブ・会員の減少抑制が図
られた。
（事業の効率性）
　青森県老人クラブ連合会が主体となり、市町村老連に協力を仰ぎ、単位老
人クラブ会長、市町村担当職員を参集して指導会を実施したことで、少ない
回数で効率的な指導ができた。
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(事業№ 8 )

【総事業費】

15,437千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

将来にわたる安定的な介護人材の確保、職員の処遇改善による離職防止、
サービスの質の向上に向け、介護サービス事業所の見える化を推進する。

アウトカム指標：介護職員の人材確保と質の高いサービスの提供

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 基盤整備
（小項目） 人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業名 介護人材育成認証評価制度事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会外）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　職員の処遇改善、人材育成、サービスの質の向上に積極的に取り組む事業
所を県が認証する認証評価制度の運営
１　制度の運営
　（１）認証評価制度推進委員会の運営
　（２）認証審査・認証の付与
　（３）認証審査調査員の設置・研修実施
　（４）広報等
２　事業者支援
　（１）認証取得に向けたセミナーの開催
　（２）個別相談会

１　新規で認証評価制度参加を宣言する事業者数　　：３０事業者
２　新規で認証評価基準による評価を受ける事業者数：１５事業者

１　認証評価制度参加を宣言する事業者数　160事業者
２　認証を取得した事業者数　44事業者（うち、Ｒ２年度新規：10事業所）

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　制度運用開始後5年が経過したが、参加宣言事業者数と認証法人数の伸びが
鈍化しており、制度の認知度向上、認証取得のメリットの周知等が必要であ
る。認証事業所アンケートの実施等により認証取得の効果を見える化し、集
団指導やセミナー等事業者が集まる場を活用し、引き続き制度への参加を働
きかけていくとともに、セミナー・個別相談会等で認証取得に向けたきめ細
やかな支援を引き続き行うことで、認証事業者数の増加を図る。

うち、Ｒ２年度事業費 5,437千円
執行残 10,000千円
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その他

事業の有効性と効
率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護職員の人材確保と質の高い
サービスの提供
→　観察できた
　・認証事業所であることを理由に就職した職員あり。

（事業の有効性）
　介護サービス事業所の「見える化」、働きやすい職場づくりが進むことか
ら、人材確保・育成に寄与すると考える。

（事業の効率性）
　コンサル会社、事業者団体、介護労働安定センター等、専門性の高い団体
に委託することで、質の高い事業を実施することができた。
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(事業№ 9 )

【総事業費】

47,132千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職員の定着・確保及び高齢者の自立支援の観点から、介護職員の負担軽
減を図るなど、働きやすい職場環境の整備を支援する必要がある。

アウトカム指標：
介護職員の負担軽減や定着促進などについて好意的回答60％以上
（介護ロボット導入施設に対するアンケート等調査）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 介護ロボット導入支援事業

県全域

社会福祉法人青森県社会福祉協議会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
■継続　／　□終了

１　介護ロボット利活用についての検討
　県社会福祉協議会に事務局を設置し、介護関係者や有識者の助言等を得な
がら、必要な介護ロボットの検証、安全性確認、補助対象ロボット
の選定など、普及・促進に向けた検討を行う。
２　介護事業所における介護ロボット導入経費補助
　介護ロボット導入経費の一部補助（１機器当たり対象経費の3/4または1/2
以内（上限30万円、100万円））及び見守りセンサーの導入に伴う通信環境整
備の一部補助（1事業所につき対象経費の3/4または1/2以内（上限750万
円））を行う。また、導入効果検証についてフォローアップを行う。
３　介護ロボットの普及・啓発
　介護ロボット導入事例に基づき、関係者向け報告・研修会等の開催などの
方法により県内への普及・啓発を図る。

介護ロボット導入施設：18施設
研修参加数：100名

介護ロボット導入施設数：１３施設
研修会参加数　３７名
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その他

事業の有効性・
効率性

事業実施後のアウトカム指標：介護職員の負担軽減や定着促進に対する好意
的回答60％以上（介護ロボット導入施設に対するアンケート調査）
→　観察できた（好意的回答100％）

（事業の有効性）
  研修会等により介護ロボットに係る理解を深め、その適切な導入事例を積
み重ねることにより、県内施設における導入しやすい環境づくりが醸成され
るものと考える。
  また、介護ロボットの導入促進により、介護に携わる職員の負担（介助
量）の減少や質の向上が期待でき、より働きやすい環境づくりが進められる
ことで、介護職員の負担感が軽減され、介護従事者の確保や流出防止につな
がるものと考える。

（事業の効率性）
  介護ロボット導入施設については県だけでなく、社会福祉協議会とともに
県内の事例蓄積や導入効果分析等を行うことで、効率性にも配慮している。
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(事業№ 10 )

【総事業費】

2,520千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

入職後３年未満の離職率は高いことから、介護職の大切さを相互に認識し、
早期離職防止を図る。

アウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安定セン
ター調査：前年度比の減）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策・普及促進事業

事業名 新介護職員応援イベント開催事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　新介護職員応援イベントの開催
　　新介護職員を対象とした交流会（新介護職員応援イベント）を開催し、
　モチベーションの向上を図り、早期離職を防止する。併せて３０年度に本
　イベントに参加した介護職員の定着状況を調査する。
２　テレビ番組・映像の制作
　　認証事業所の取組や介護の現場で頑張っている若手職員等を紹介するテ
　レビ番組・映像を制作し、広く県民に周知することで、介護業界の雇用管
　理改善を促進し人材の定着を図るとともに、介護業界のイメージアップを
　図る。

１　新介護職員応援イベントに参加する新介護職員：１回、９０人

１　新介護職員応援イベントに参加する新介護職員　６２人

事業の有効性と効
率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の増
加（介護労働安定センター調査：前年度比の増）
→　観察できた（R元：12.2％→R2：12.6％）

（事業の有効性）
　応援イベント参加者の離職率は低いことから、イベント実施による効果が
高いと考えられる。また、働きやすい職場づくりコンテスト開催による優良
事例の普及は人材定着に寄与していると考えられる。

（事業の効率性）
　介護に関する関係団体との連携・協働による事業の実施により、効率的に
実施することができた。
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(事業№ 11 )

【総事業費】

738千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

介護分野における新人職員の人材育成を担う人材計画等の推進により、質の
向上を図る。

アウトカム指標：新人職員の人材育成と質の向上（アンケート調査）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 新人職員に対するエルダ－、メンター制度等導入支援事業

事業名 新採用介護職員人材育成・定着支援事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　離職率が高い新人職員の定着に向けて、先輩職員等が新人職員の相談・支
援を行う制度などを整備しようとする事業者に対し、当該制度構築のための
研修を実施する。

開催回数：2回、研修参加者数：120名

研修受講者数　６２名

事業の有効性と効
率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービス従事者の質の向上
→　観察できなかった
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、研修によ
り、指導者及び支援者の資質は向上したものと考えられる。

（事業の有効性）
　当事業により、各事業所のエルダーとなる立場の者を対象として、新規入
職者への指導や相談等に対する助言等に係るスキルアップを図ることによ
り、介護職員の早期離職の防止や介護サービスの質の向上等につながった。

（事業の効率性）
　高齢者福祉に関して深い知見を有し、介護事業所の開設者で組織する団体
である青森県老人福祉協会が本事業を実施することで、より効率的な事業実
施を図ることができた。
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(事業№ 12 )

【総事業費】

350千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

子育て中の介護職員の育児負担を軽減し、離職等の抑制を推進する必要があ
る。

アウトカム指標：育児支援サービス等を利用する事業所の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 介護サービス事業者等の職員に対する育児支援事業

事業名 福祉・介護人材定着促進事業（育児支援）

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　認証事業所を対象に、夜勤等の際に育児支援サービス（ファミリーサポー
トセンター等）を利用する際の利用者負担について、事業所が負担した場
合、その費用の一部を補助する。
　また、介護職員等の子どもが、病気等により保育園等に登園させることが
困難なときのため、介護サービス事業所内の保育施設等に看護師等をさらに
配置するための経費の一部を補助する。

育児支援サービス利用者数：10名

育児支援サービス利用者数：延べ７名

(目標未達成の原因等に対する見解と改善）
　事業所への周知不足や事業所からの経費の一部負担があることから、実績
が伸びなかったと考えられる。

事業の有効性・
効率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：育児支援サービス等を利用する事
業所の増
→　観察できた（R1：延べ2名→R2：延べ7名）
　・目標のアウトプット10名は達成できなかったため、今後はさらに事業の
周知を図り、利用事業所数を増やすことで、利用者数の増加に繋げる。

（事業の有効性）
　子育て中の職員の負担軽減につながり、職員の定着に寄与するものと考え
る。

（事業の効率性）
　青森県福祉人材センターに委託することで、スムーズな事業開始が図られ
た。
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(事業№ 13 )

【総事業費】

9,571千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職員が働く上での悩み､不安､不満として｢腰痛･体力に不安がある｣が上位
に上げられ､本県社会福祉施設における労働災害の約1/4を腰痛が占める。こ
のため、介護職員の身体的負担の軽減、特に腰痛問題の解消に向けた取組が
必要である。

アウトカム指標：ノーリフティングケアを実践する事業所数の増加

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 管理者等に対する雇用管理改善方策・普及促進事業

事業名 あおもりノーリフティングケア推進事業

県全域

青森県

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

介護する側・される側の双方に優しく、安全で安心な「持ち上げない、抱え
上げない、引きずらないケア」であるノーリフティングケアを推進すること
で、介護職員の身体的・精神的負担を軽減し、働きやすい職場環境を整備す
る。
(1)あおもりノーリフティングケア推進研究会の設置
(2)指導者養成（中央研修への派遣）
(3)意識改革と体制づくり
　・管理者向け研修
　・事業所リーダー職員向け研修
　・先進モデル施設による成功事例の創出

１．先進モデル施設による成功事例の創出：７施設
２．指導者養成（中央研修への派遣）：７人
３．管理者向け研修：１回、事業所リーダー職員向け研修：２回実施

１．先進モデル施設による成功事例の創出：５施設
２．指導者養成（中央研修への派遣）：５人
３．管理者向け研修：１回、事業所リーダー職員向け研修：１回実施
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その他

事業の有効性・
効率性

事業実施後のアウトカム指標：ノーリフティングケアを実践する事業所数の
増加（ノーリフティングケアに関する実態調査）
→　観察できた（特別養護老人ホーム64.1％、介護老人保健施設57.1％、グ
ループホーム16.0％）

（事業の有効性）
  本事業はノーリフティングケアを特定の事業所だけでなく、県内一円に広
げるための横展開も一体的に実施していることから、事業の有効性は高いも
のと考えられる。

（事業の効率性）
  本事業は、本県の老人福祉施設で組織された団体と協力することで、効果
的に県内のノーリフティングケアの普及・啓発が可能であることから、効率
性にも配慮している。
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(事業№ 14 )

【総事業費】

千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

事業の有効性・
効率性

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

介護事業所における人材不足などの課題を解決のため、業務改善の取組が必
要となっている。

アウトカム指標：コンサルティングなどによる業務改善による介護従事者の
負担軽減や省力化（業務改善前後でアンケート実施）。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 介護事業所に対する業務改善支援事業

事業名 介護事業所に対する業務改善支援モデル事業

県全域

青森県及び県内介護事業所

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

厚生労働省が示す予定の生産性向上ガイドラインに基づき業務改善に取り組
む介護事業所に対して、第三者がその取組を支援するための費用（コンサル
ティング費用など）の一部を補助する。

青森・弘前・八戸圏域から各１事業所の計３介護事業所

実績なし
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(事業№ 15 )

【総事業費】

8,677千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

介護事業所における人材不足などの課題を解決のため、業務改善の取組が必
要となっている。

アウトカム指標：ICTツールの導入による介護従事者の負担軽減や省力化（導
入前後でアンケートを実施）。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） ICT導入支援事業

事業名 介護事業所ICT導入支援モデル事業

県全域

青森県及び介護事業所

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

ICTを活用して介護記録から請求業務までが一気通貫で行うことができるよ
う、介護ソフト及びタブレット端末等に係る購入費用の一部を補助する。
また、県内の介護事業所へのICTの普及を促進するため、補助先の介護事業所
をモデル事業所とし、事業終了後にICT導入の成果をとりまとめ、セミナーな
どを通して広く周知を図ることとしたい。

青森・弘前・八戸圏域２事業所、他圏域１事業所の計９介護事業所

ICT機器を導入した事業所数　１０事業所
〔目標未達成の原因等に対する見解と改善〕
本年度からの事業であり、ICT導入のメリットを含めた周知が不十分であった。この
ため、来年度は今回ICTを導入した事業所のアンケート結果を交え、事業の周知を図
ることとしたい。
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その他

事業の有効性・
効率性

事業実施後のアウトカム指標：ICT導入後、間接業務の削除などの効果（アン
ケート調査）
→　観察できた（導入した１０事業所全てで間接業務の削減効果が確認でき
た。）

（事業の有効性）
　本年度のアンケート結果により、ICTの有効性は確認できた一方で、有効性
の周知が不十分という課題がある。
　このため、適切な導入事例を積み重ねの上で周知を行うことにより、県内
施設においてICTを導入しやすい環境づくりが醸成することとしたい。

（事業の効率性）
　事業の周知・補助先の取りまとめなどの業務委託先である青森県社会福祉
協議会とともに、県内の事例蓄積や導入効果分析等をすることで、効率性に
も配慮している。
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(事業№ 16 )

【総事業費】

6,179千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

介護人材不足解消のため、介護施設等において外国人介護人材を受け入れる
ための環境整備を支援する必要がある。

アウトカム指標：外国人介護人材受入予定施設等の増（５施設）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 労働者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 外国人介護人材受入施設環境整備事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

（１）県内施設・事業所での、外国人介護人材受入についての意向調査
（２）外国人介護人材受入支援推進チームの設置
（３）外国人介護人材受入準備セミナーの開催
（４）外国人介護人材を受け入れた（受入予定の）介護施設等における指導
　　体制を支援

セミナーの開催回数：２回、セミナー参加人数：１００名

セミナーの開催回数：２回、セミナー参加人数：２０名
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その他

事業の有効性・
効率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：外国人介護人材受入予定施設等の増
　→観察できた。
　　10施設（R1）→18施設（R2)

（事業の有効性）
　外国人介護人材受入準備セミナーの開催等により、事業者側が外国人介護
人材の受入手続き等について理解が進んだため、受入施設が増加している。

（事業の効率性）
　公益社団法人青森県老人福祉協会を実施主体としているが、当団体は県内
の老人福祉施設及び事業者の代表者で構成されており、事業効果を直接傘下
の事業所等へ還元できるため、効率的な事業の実施が図られている。
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(事業№ 17 )

【総事業費】

1,188千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

本県の介護福祉士登録者のうち介護業務従事者は約半数にとどまり、即戦力
となることが期待される潜在的有資格者の再就業の促進が必要である。

アウトカム指標：再就業する潜在的有資格者の増加（前年度比増）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 潜在介護福祉士の再就職支援

事業名 潜在的有資格者等再就業促進事業

県全域

青森県

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　潜在的有資格者を対象とし、介護の知識や技術等を再確認し、円滑な再就
業を可能とするための研修や職場体験等を実施する。
　また、離職介護人材の届出制度を活用し、福祉人材センターへの求職者登
録や研修等の情報提供等の働きかけを行う。

職場体験・研修参加者数：５８名

事業の有効性・
効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：再就業する潜在的有資格者の増加
（前年度比増）
→　観察できた（令和元年度：5名→令和２年度：5名）
　・再就業する潜在的有資格者の前年度と同じため、講習会の広報・周知方
法について見直し、再就業者数増加に繋げる。

（事業の有効性）
　現場で即戦力となる潜在的有資格者を対象とした事業であり、研修及び職
場体験の実施によりスムーズな再就業が図られている。

（事業の効率性）
　潜在的有資格者の所在把握が難しいのが事業実施の課題であるが、関係機
関等との連携により、情報収集や事業周知に務め、潜在的有資格者への働き
かけを行った。
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(事業№ 18 )

【総事業費】

3,347千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

多様な人材層に対し、現場のニーズに応じた、スキルアップを図るための支
援を行う必要がある。

アウトカム指標：従事者の資質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 福祉・介護人材キャリアパス支援事業

県全域

青森県、養成施設、職能団体

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　福祉・介護従事者等を対象とした資格取得、スキルアップ等を促進するた
めの研修を実施する。

研修回数：7回、研修参加者数：500名

研修回数：５回
研修参加者数：２１４名

事業の有効性・
効率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：従事者の資質の向上
→　観察できなかった（職員の資質向上のため）
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、研修によ
り、受講者の資質は向上したものと考えられる。

（事業の有効性）
　研修受講により、介護職員等の資格取得・スキルアップが促進され、モチ
ベーションや資質の向上により人材確保・定着につながっていると考える。

（事業の効率性）
　介護福祉士等養成施設、職能団体、福祉人材センター等が、介護職員等の
ニーズを踏まえた研修を実施しており、効率的な実施が図られていると考え
る。
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(事業№ 19 )

【総事業費】

241千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

将来に渡る人材育成を推進するため、アセッサー講習の受講による事業所内
での活用を促進させる。

アウトカム指標：事業所内での人材育成の促進

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 アセッサー講習受講支援事業

県全域

介護サービス事業者

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

介護キャリア段位制度におけるアセッサー講習を受講させるために事業者が
負担した受講料に対する支援を行う。

アセッサー講習受講者数：30名

アセッサー講習受講者数：２１名

事業の有効性・
効率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：事業所内での人材育成の促進
→　観察できなかった（事業所内での人材育成の促進のため）
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、講習受講に
よるアセッサー数の増により、介護職員のやりがいや処遇能力の改善につな
がったものと考えられる。

（事業の有効性）
　事業所内において介護人材の育成が促進されたと考える。

（事業の効率性）
 受講料の支援について、郵送ではなく県ホームページでの告知や介護サービ
ス事業者あてにメールにて周知している。
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(事業№ 20 )

【総事業費】

1,316千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職員の主な離職の理由の１つに人間関係があげられており、介護人材不
足の大きな要因となっている。これにより、介護現場で求められるチームケ
アが機能していないケースが多いことから、人間関係の改善を支援する取組
みが必要である。

アウトカム指標：
１年未満、３年未満の離職率（人間関係の理由による離職）の減少（介護労
働安定センター調査：前年度比の減）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 チームワーク強化支援事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　スーパーバイザー養成研修の実施
　　スーパーバイザーの増員のため、チャレンジプログラムへの理解や
　ファシリテーター能力の修得するための研修を実施する。
２　スーパーバイザーフォローアップ研修の実施
　　前年度に養成されたスーパーバイザーを対象に、継続的な
　質の向上を図る研修を実施する。
３　スーパーバイザーによる出前講座の実施
　　組織強化を支援するスーパーバイザーが県内５地区へ出向き、
　チャレンジプログラム（施設内研修マニュアル等）を実施する。
　　また、自らが受講したスーパーバイザー養成研修の内容を施設職員
　等に対し講義を行う。

スーパーバイザー養成数：６０名
スーパーバイザーフォローアップ研修受講者数：１０名
出前講座：５地区（１５０名）

出張講座　県内5地区（参加者104名）
スーパーバイザー養成研修（受講者35名）
スーパーバイザーフォローアップ研修（受講者30名）
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その他

事業の有効性と効
率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減
少（介護労働安定センター調査：前年度比の減）
→　観察できなかった（R元：12.2％　→　R2：12.6％）

（事業の有効性）
　介護人材の確保・定着、サービスの質の向上のためには、人間関係の改善
は避けられない課題であり、特に介護現場では、多職種からなる「チームケ
ア」が重要となるため、本事業はその改善・向上に資するものと考える。
　令和２年度は新型コロナウイルス感染症に伴う受講キャンセルがあり、ア
ウトプット指標を達成できなかったものの、指導者（スーパーバイザー）養
成数が一定数あり、地域の介護の組織力の向上等につながったものと考え
る。また、若手職員の離職率が上がったことについては様々な要因が考えら
れるが、引き続き当研修の開催により職場の人間関係の向上を図り、離職率
の低下につなげたい。

（事業の効率性）
　養成研修の実施回数を１会場（於青森市）とし、受講者が一堂に会したこ
とにより、同様の課題を抱える事業所の職員同士による資質向上が促進され
たものと考える。
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(事業№ 21 )

【総事業費】

3,636千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

離職率の高い３年未満の介護職員の離職防止や中堅職員、管理者などの段階
別の人材育成を支援する。

アウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安定セン
ター調査：前年度比の減）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 階層別研修事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　初任者研修（定員４０名）
　　経験年数３年未満の介護職員を対象に、２コースの研修をワークショッ
　プ形式で行う
２　中堅職員研修（定員７０名）
　　コミュニケーション能力や職業倫理、問題解決能力などの組織のリー
　ダーとなりうる中堅職員の養成研修を行う。
３　管理者研修（定員１００名）
　　事業所における管理者又は管理者になる見込のある者を対象に、マネジ
　メント・監理・統率能力の強化、資質の向上のための研修を行う。

研修回数：３回、研修参加者数　２１０名

１　初任者研修（参加者１９人）
　経験年数３年未満の介護職員を対象の研修を講義形式及びワークショップ
形式で実施した。
２　中堅職員研修（参加者７５人）
　コミュニケーション能力や職業倫理、問題解決能力などの組織のリーダー
となりうる中堅職員の養成研修を実施した。
３　管理者研修（参加者４４人）
　事業所における管理者又は管理者になる見込のある者を対象に、マネジメ
ント・監理・統率能力の強化、資質の向上のための研修を実施した。

研修回数：３回、参加者数：合計１３８人
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その他

事業の有効性
と効率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：１年未満、３年未満の離職率の減
少（介護労働安定センター調査：前年度比の減）
→　観察できなかった（R元：12.2％　→　R2：12.6％）

（事業の有効性）
　介護業界は異業種や他事業所からの転職等が多く、経験値に差異が大きい
ため、各階層別に研修を行うことで、技術的に不足する部分を強化すること
ができた。令和２年度は新型コロナウイルス感染症に伴う参加キャンセルが
あり、アウトプット指標を達成できなかったものの、参加者は一定数おり、
各階層が必要とする能力を習得できたと考える。また、若手職員の離職率が
上がったことについては様々な要因が考えられるが、引き続き当研修の開催
により、必要な社会的スキルを身に着けることで離職率の低下につなげた
い。

（事業の効率性）
　階層別に研修を実施し、各階層が必要とする能力を効率的に強化する取り
組みとなった。
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(事業№ 22 )

【総事業費】

539千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

介護サービスの適切な提供に資するよう、介護支援専門員に対する研修実
施・受講勧奨等を推進する必要がある。

アウトカム指標：介護支援専門員の資質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 介護支援専門員資質向上事業

県全域

青森県

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

事業の有効性と効
率性

１　介護支援専門員実務研修実習受入協力事業所への説明会を開催する。
２　法定研修の講師及びファシリテーターを育成する研修を開催する。

１　全受入事業所（約220ヶ所）の受講
２　研修回数１回、研修参加者数５０名

１　更新研修受講対象の介護支援専門員の受講者率：→中止となった
２　実務研修実習の説明会の受講率：期間内に動画を視聴してもらう方法
だったため、不明
３　講師・ファシリテーター養成研修の参加者数：９２名

事業終了後1年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の質の向上
→　観察できなかった
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、講師・ファ
シリテーター養成研修の受講により、地域の介護支援専門員の指導役である
主任介護支援専門員達がオンラインの活用方法を習得し、会議や研修会の開
催手段として活用することで、多職種の連携等がとりやすくなり、介護支援
専門員としての資質向上が図られるものと考えられる。

（事業の有効性）
　研修をオンラインにより実施し、また、研修の中でオンラインの活用方法
を伝達したため、介護支援専門員にとって新しい生活様式に対応した研修や
会議の方法を習得する機会となり、資質向上を図ることができた。

（事業の効率性）
　介護支援専門員の名簿は県が管理していることから、効率的に受講対象者
へ案内文を送付することができた。
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(事業№ 23 )

【総事業費】

2,425千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

小規模な事業所においては、介護支援専門員の人材育成が困難であり、他の
事業所の経験豊富な主任介護支援専門員との同行型実地指導は、スキルアッ
プだけでなく、より適正なケアプランの作成ができることとなり、地域での
ネットワークの構築が促進される。

アウトカム指標：介護支援専門員の資質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 介護支援専門員地域同行型研修事業

県全域

公益社団法人青森県介護支援専門員協会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　地域の経験豊かな主任介護支援専門員が小規模事業所の初任者介護支援専
門員や経験の浅い介護支援専門員の一連の業務に同行し、実地の指導・支援
を行うとともに、課題報告を分析し、全県の課題として関係者間の共有を図
る。
　さらに、医療的な介入の必要な事例について、必要に応じた医療系職員
（理学療法士、作業療法士、栄養士、訪問看護師等）にも同行の協力を求
め、在宅医療介護の強化を推進する。

研修参加者数：３０名

参加者数　６名

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　開催案内を掲示した時期（１０月）に県内で大規模クラスターが発生した
こと。開催時期が２ヶ月程延長した。当初申込者１３名の内、７名が辞退し
た。
　冬期の同行研修を避け開催時期を早めることやリモート形式の活用等、研
修の開催時期や実施方法を見直し、参加者を確保するよう進めていきたい。

- 70 -



その他

事業の有効性・
効率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の質の向上
→　観察できなかった
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、参加者から
はアセスメント力の向上と地域におけるネットワークの推進が図られたとの
声が多く聞かれ、事業効果はあったものと考えられる。

（事業の有効性）
　アドバイザーである主任介護支援専門員においても、医療専門職との同行
実習により、専門分野以外に対する自身の課題分析向上が見込まれ、ひいて
は青森県内全体の介護支援専門員のケアマネジメントの質の向上へ繋がって
いくことから有効性があると考える。

（事業の効率性）
　アドバイザーとなる主任介護支援専門員等との関係が構築できている青森
県介護支援専門員協会を通じた支援を行うことで、効率的に事業を展開でき
た。
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(事業№ 24 )

【総事業費】

266千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症初期集中支援推進事業を実施するには、認知症サポート医の協力が不
可欠であり、サポート医の増員及び活動の強化が急務である。

アウトカム指標：認知症初期集中支援事業に協力する医師の増加

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症サポート医養成事業費

県全域

青森県

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　認知症サポート医養成事業
　　県内全市町村に認知症サポート医が配置されるよう、資格取得研修に
　１２名派遣する。
２　認知症サポート医地域支援強化事業
　　認知症サポート医の地域連携機能強化を目的に、認知症疾患医療セン
　ター２か所に委託し、研修会を開催する。

認知症サポート医の数：12名

１　認知症サポート医の数　１０１名（令和２年度末）
２　認知症サポート医地域支援強化研修は新型コロナウイルス感染症の影響
により中止。
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その他

事業の有効性と効
率性

アウトカム指標：認知症初期集中支援事業に協力する医師の増加

２７名（令和元年度末）→２８名（令和２年度末）

（事業の有効性）
　認知症サポート医が増員されることにより、市町村の認知症初期集中支援
事業に協力する医師が増加した。また、地域に認知症の地域連携に理解のあ
る医師が増え認知症の人と家族を支える環境が整った。

（事業の効率性）
　新型コロナウイルス感染症の影響により、認知症サポート医養成研修の受
講者数制限があり、受講希望者全員を研修会に派遣することができなかっ
た。
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(事業№ 25 )

【総事業費】

千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症総合支援事業の実施にあたり、市町村職員等が国や県が定める研修を
受講する必要がある。

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員ネッ
トワーク連絡会の参加人数の増加

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名
認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員育成
事業

県全域

青森県、国立長寿医療研究センター

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　認知症初期集中支援チーム員研修
　　国立長寿医療研究センターが実施する研修へ、市町村職員等を４０名
　派遣する。
２　認知症地域支援推進員研修
　　認知症介護研究・研修東京センターが実施する研修へ、市町村職員等
　を４０名派遣する。
３　認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員ネットワーク連絡
　会
　　認知症初期集中支援チーム員や認知症地域支援推進員を対象に、活動報
　告やグループワーク等により、ネットワーク化・資質向上を図る。

１　認知症初期集中支援チーム員研修受講者数：４０名
２　認知症地域支援推進員研修受講者数：４０名
３　認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員ネットワーク連絡
　会の参加人数：１回、８０名

事業の有効性・
効率性

新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響により実績なし
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(事業№ 26 )

【総事業費】

4,465千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

一般病院や看護師、歯科医師、薬剤師等の認知症対応力を向上させ、地域で
の認知症患者への支援体制の強化を図る。

アウトカム指標：認知症対策の支援体制強化

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症対応力向上研修事業

県全域

青森県（青森県医師会、青森県歯科医師会、青森県薬剤師会、青森県看護協
会）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　かかりつけ医認知症対応力向上研修
　　日頃高齢者が受診する医療機関の医師（かかりつけ医）を対象とした研
　修会を実施し、認知症対応力の向上を図る。
２　医療従事者向け認知症対応力向上研修
　　一般病院に勤務する医療従事者（医師等）を対象とした研修会を実施
　し、医療機関における認知症対応力の向上を図る。
３　歯科医師・薬剤師認知症対応力向上研修
　　歯科医師・薬剤師を対象に認知症対応力を向上を目的とした研修会を実
　施し、早期発見・早期対応体制の構築を図る。
４　看護職員認知症対応力向上研修
　　看護管理者向けの研修会を実施し、看護管理者が認知症への対応に必要
　な知識・技能を習得し、広く看護職員への認知症対応力向上を図る。

研修修了者数
①５０名　②６０名
③歯科医師３０名、薬剤師５０名　④４０名

①医療従事者向け研修：４０名
②かかりつけ医研修：３７名
③歯科医師・薬剤師向け研修：歯科医師０名、薬剤師１６３名
④看護師向け研修：３８名

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
今般の状況により研修実施の有無及び実施方法の検討に時間を要し、研修周
知に遅れがあった。委託先と密に連絡をとり、周知時期を早め、対象者が受
講しやすい日程の確保に努める。
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その他

事業の有効性・
効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症対策の支援体制強化
→　観察できなかった（認知症対策の支援体制強化のため）
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、研修受講に
より資質向上が図られたものと考えられる。

（事業の有効性）
　医療スタッフの認知症対応力を向上させることにより、地域での支援体制
の強化が促進されているものと考える。

（事業の効率性）
　各専門職団体に研修を委託することにより、専門的な研修内容で事業が実
施できた。
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(事業№ 27 )

【総事業費】

1,416千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

介護サービス事業所の質の向上を推進する。

アウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 介護従事者向け認知症介護研修事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会、認知症介護研究・研修仙台セン
ター）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

１　基礎研修
　　介護保険施設・事業所等の介護職員等を対象に、認知症介護に関する基
　礎的な研修を実施する。
２　フォローアップ研修
　　認知症高齢者介護に係る最新の知識・技術及び指導法を研修させるた
　め、高齢者介護の指導的立場にある者に対してフォローアップ研修を実施
　する。

研修修了者数
　１：２００名
　２：１名

【認知症介護基礎研修事業】
　受講者－１４４名
【認知症介護実践者等養成事業（認知症介護指導者フォローアップ研修）】
　受講者－１名

事業の有効性と効
率性

事業修了後１年以内のアウトカム指標：専門職員の資質とサービスの質の向
上
観察できなかった（資質とサービスの向上のため）
・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、研修受講によ
り資質向上が図られたものと考える。

（事業の有効性）
　認知症介護に携わる介護従事者の研修会参加により、認知症介護に関する
サービスの質の向上が促進されたものと考える。
（事業の効率性）
　基礎研修を県内３ヶ所で実施することにより、県内の介護従事者が受講し
やすい体制で事業が実施できた。
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(事業№ 28 )

【総事業費】

832千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症ケアは高齢化とともに対象者も増大しており、介護職員のスキルアッ
プが求められている。また、医療機関との連携により、医療の知識の習得に
よるサービスの向上を推進させる。

アウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症ケアにおける多職種連携研修事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

認知症に関わる施設職員（介護職、看護職、理学療法士、作業療法士、栄養
士など）の多職種を対象に、医療機関からの講師等を迎え、医療的な知識の
習得や対応力などを学ぶ研修会を実施する。

開催回数：２回、研修参加者数：５０名

①開催回数２回
②参加者数２１名
（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　新型コロナウイルス感染症の影響もあり、目標に対し約半数の受講となっ
た。県内２会場で実施することで、より受講しやすい体制により継続して実
施していく。

事業の有効性と効
率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：従事者の資質の向上
⇒観察できなかった。
　抽象的なアウトカムのため定量測定はできなかったが、同事業所から介護
職・看護職が研修受講をすることで、介護職・看護職が職種による視点の違
いや専門性を理解し、資質向上が図られたものと考える。

（事業の有効性）
　同事業所から介護職と看護職の２名での参加を求めることで施設での実践
がより進みやすい仕組みとしており、事業所のケアの質の向上とともに働き
やすい職場づくりにもつながっている。
（事業の効率性）
　高齢者福祉に関して深い知見を有し、介護事業所の開設者で組織する団体
である青森県老人福祉協会が本事業を実施することで、より効率的な事業実
施を図ることができた。
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(事業№ 29 )

【総事業費】

2,003千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

　認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴い、成年後見制度の需要が高
まると予想されているため、後見人の担い手となる市民後見人の育成や市民
後見人に対する支援体制を構築する。

アウトカム指標：市民後見人の育成及び市民後見人の支援体制構築

（１）市町村市民後見人養成研修修了者：１０名
（２）フォローアップ研修受講者数：８０名

①市町村市民後見人養成研修修了者：３０名
②フォローアップ研修参加人数：１８４名

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 権利擁護人材育成事業

事業名 市民後見推進事業

県全域

青森市、弘前市、八戸市、むつ市

　市民後見に関する市町村事業経費の補助
　市民後見推進事業を実施する市町村に対し、以下の事業内容に係る経費を
補助する。
　（１）市民後見人（権利擁護人材）の養成
　（２）市民後見人の支援体制構築及び運用
　　　　①市民後見人フォローアップ研修
　　　　②市民後見推進（支援）協議会の開催
　（３）その他市民後見人の活動推進のために必要とする経費

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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その他

事業の有効性と効
率性

アウトカム指標：市民後見推進事業実施市町村数（１０市町村）
（達成値）１１市町村

（事業の有効性）
　県内６圏域に設置した市民後見人育成・活用推進協議会協議会で市民後見
人養成研修について議論を進めた結果、令和２年度は弘前圏域８市町村が広
域で養成研修を実施し、市民後見人候補者名簿登録者が増加した。また、
フォローアップ研修により市民後見人の資質を高めた。

（事業の効率性）
　協議会で、市民後見人養成について専門職から多角的な意見をもらうこと
によって、市町村がスムーズに養成研修に向けた準備を整えることができ
た。
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(事業№ 30 )

【総事業費】

76千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

認知症の人が、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続
けるため、本人・家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつな
ぐ仕組み（チームオレンジ）の構築が重要となっている。

アウトカム指標：2025年に向けて、全市町村にチームオレンジを設置するこ
とにより、認知症の人や家族への支援体制強化につなげる。

研修会の参加及び個別支援対応による市町村支援数：４０市町村

１　オレンジチューター養成研修：２名派遣
２　市町村等関係者向け研修会の開催：Web研修１回開催（14市町村、24名参
加）
３　市町村個別訪問：未実施

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業名 認知症サポーター活動促進事業

県全域

青森県

１　オレンジチューター養成研修への派遣
　　市町村等への支援を行うオレンジチューターを養成するため、令和
　２年度から国が実施する養成研修に派遣する。
２　市町村等関係者向け研修会の開催
　　市町村担当者や市町村コーディネーター等を対象とした研修会を
　開催する。
３　市町村個別訪問
　　コーディネーターの配置や活動、また、チームオレンジの設置に向
　けて、市町村から相談があった場合、または、個別に対応する必要が
　ある等の市町村について、現状を把握し、助言等を行うために個別訪
　問を実施する。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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その他

事業の有効性・
効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：2025年に向けて、全市町村にチーム
オレンジを設置することにより、認知症の人や家族への支援体制強化につな
げる。
チームオレンジの設置市町村はＲ2年度末現在で2市となっており、全市町村
で設置されるように市町村支援を継続する必要がある。

（事業の有効性）
　オレンジチューター2名を養成し、市町村等関係者向け研修会を開催するこ
とで、各市町村へのオレンジコーディネーター配置につながった。

（事業の効率性）
　市町村等関係機関向け研修会を開催することで、県内市町村でのチームオ
レンジ設置に向けた取組を進めることができたと考える。
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(事業№ 31 )

【総事業費】

17,733千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

事業名 介護職員等医療的ケア研修事業

県全域

青森県

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医療・
介護ニーズ

喀痰吸引を実施できる介護職員の養成により、介護サービス事業所での医療
的ケアができる体制整備を推進する。

アウトカム指標：喀痰吸引等のできる登録事業者数の増

１　第１号研修及び第２号研修
　（１）喀痰吸引等研修（第１号及び第２号研修）の実施
　（２）実地研修時に受講生に対し実技指導及び評価を行う「指導看護師」
　　　を養成するための講習会の実施

第１号：１００名、第２号：３００名

第１・２号：２３０名、指導看護師：３１名
（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　新型コロナウイルス感染症の影響もあり、受講者は減少傾向にあるが、介
護施設以外の施設職員にも広く研修を周知し、受講者の確保を図っていく。

うち、Ｒ２年度事業費 2,733千円
執行残 15,000千円
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その他

事業の有効性・
効率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療的ケアを実施できる介護職員
を養成し、介護サービス事業所等の指定増加を図る。
→　観察できた　（１８８名を養成し、指定事業者は２７事業者増加）

（事業の有効性）
　喀痰吸引等の医療的ケアを安全に行うことのできる介護職員等が養成さ
れ、当該ケアを必要とする県内事業所の利用者ニーズに資することができ
た。

（事業の効率性）
　県が喀痰吸引等研修を実施することで、介護職員等の知識・技術レベルを
県内において一定水準以上に保つことができたと考える。
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(事業№ 32 )

【総事業費】

1,028千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

　喀痰吸引等の医療的ケアが必要な利用児・者が増加しているが、障害福祉
サービス事業所等では医療職（看護師等）の人材が不足しているため、介護
職員による医療的ケアの実施が必要となっている。

アウトカム指標：医療的ケアを必要とする利用児・者の障害福祉サービス等
の利用が増加し、安心してサービスを受けられる

医療的ケアを実施する介護職員を、年間１５人程度養成する

第３号：２名
（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　第３号研修の受講者は減少傾向にあるが、介護施設以外の施設職員にも広
く研修を周知し、受講者の確保を図っていく。

事業の有効性・
効率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療的ケアを実施できる介護職員
を養成し、介護サービス事業所等の指定増加を図る。
→　観察できた　（２名を養成し、指定事業者は１事業者減少）

（事業の有効性）
　喀痰吸引等の医療的ケアを安全に行うことのできる介護職員等が養成さ
れ、当該ケアを必要とする県内事業所の利用者ニーズに資することができ
た。

（事業の効率性）
　県が喀痰吸引等研修を実施することで、介護職員等の知識・技術レベルを
県内において一定水準以上に保つことができたと考える。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 喀痰吸引等研修の実施体制強化事業

事業名 介護職員等に係る医療的ケア研修事業（第３号研修）

県全域

青森県

　特定の者を対象とした基本及び実地による喀痰吸引等研修（第３号研修）
の実施

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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(事業№ 33 )

【総事業費】

1,066千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

　地域包括ケアシステムを構築するうえで、病院の入退院など、市町村の境
界を越えて医療・介護サービスが利用される場合の市町村間の連携を進める
必要がある。

アウトカム指標：退院時に入退院調整ルールにより退院前調整を済ませた方
の割合

在宅医療・介護連携体制の構築を支援するための調整会議の開催数：６回

全６圏域において入退院調整ルールを運用している。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 医療介護連携推進事業

県全域

青森県

（１） 入退院調整ルールの運用
　平成２９年度までに策定したルールを運用し、入退院調整率等についてモ
ニタリングを実施する。
（２）在宅医療・介護連携体制の構築を支援するための調整会議等による市
町村支援
　老人福祉圏域ごとに、入退院調整ルールの運用を含め、本事業の実施状況
についての情報交換等を目的とした調整会議を開催する。市町村の具体的な
取組事例や課題等について情報共有を図り、市町村の取組を促進するととも
に、効果的な支援方法を検討する。
（３）介護事業者向けの研修会
　終末期の決定プロセスに大きくかかわることが増える高齢者施設職員に対
して研修会を実施することにより、利用者の希望を尊重した在宅医療の実現
を目指す。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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その他

事業の有効性・
効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：退院調整がなされ、退院した患者の
率
→　観察できた（R2の退院時調整率（６圏域平均値）R1：82.3%→R2：
84.7%）

（事業の有効性）
　退院調整のルールを策定・運用することで、市町村の境界を越えた医療・
介護サービスが利用される場合の連携強化が図られ、在宅支援への強化につ
ながっている。

（事業の効率性）
　統一したルールによる運営により、関係機関との円滑な連携がなさてい
る。
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(事業№ 34 )

【総事業費】

2,698千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

介護施設等においては看護職が不足している一方で、採用が困難な状況が続
いていることから、安定的に看護職を育成する体制が必要とされている。

アウトカム指標：養成された職員による体制の強化

介護職員の准看護師免許取得者１５名（見込み）

介護職員の准看護師養成所入学者　４人
〔目標未達成の原因等に対する見解と改善〕
・事業所内での本事業の理解が十分と思われるため、今後は事業案内のチラシなど
に、事業を活用した施設の管理者や本人の感想を載せることを検討したい。

事業の有効性と効
率性

事業実施後のアウトカム指標：養成された職員数
→　観察できた　（養成された職員数４名）
　・目標数には届かなかったものの、卒業生が介護の現場に戻ったことで、
施設での医療職の増加に繋がった。

（事業の有効性）
  県内の介護施設に勤務する介護職員を対象に准看護師養成所（２年課程）
への進学を促すため、授業料等を支援することにより、介護職員の医学知識
習得による資質向上のみならず、業務範囲の拡大、処遇改善、介護サービス
の充実が図られ、介護人材の定着促進に資するものと考える。

（事業の効率性）
　青森県医師会を通じた支援（補助）を行うことにより、県医師会が取りま
とめや調整を行うなど、効率的な事業実施が図られる。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 介護施設における医療介護連携人材養成事業

県全域

公益社団法人青森県医師会

　介護職員の医学知識習得による資質向上を目的として、介護施設に勤務す
る介護職員を対象に准看護師養成所（２年課程）への進学を促すため、学費
等を支援する事業に要する経費を補助する。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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(事業№ 35 )

【総事業費】

26千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

背景にある医療・
介護ニーズ

「地域共生社会」の実現に向け、医療・介護サービスの一体的な提供体制を
はじめとした地域包括ケアシステムの構築に重要な要素を担う多職種連携の
更なる推進が必要とされている。

アウトカム指標：医療・介護等職員の多職種連携に係るスキルの習得

研修回数：６回（2日間×6圏域）、
研修参加者数：１５０名（２０～３０名×６圏域）

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、計画した研修を実施する
ことができなかった。事業費については、これまで育成した人財の活動状況
の把握や、対面、オンライン研修の可否の把握に要した経費。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名
「「青森県型地域共生社会」を構築する地域福祉人財スキ
ルアップ研修会」開催事業

県全域

青森県

　これまでの事業で育成した多職種連携のによる包括的支援体制の構築に寄
与する人財をはじめ、市町村職員、生活支援コーディネーター、地域包括支
援センター職員等、医療・介護等関係職員を対象として、２日間の研修（二
次保健医療圏毎に講義及びグループワーク）を開催する。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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その他

事業の有効性と効
率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：研修後の多職種連携を行うことへの
意識、活動内容の変化
→　研修未実施のため確認できなかった。

（事業の有効性）
　計画した研修未実施（令和元年度までの事業実施により、多職種連携の円
滑な推進に向け、一定の効果が得られたものと考えられるので、次年度以降
も事業を継続する。）

（事業の効果性）
　計画した研修未実施（令和元年度までの事業実施により、受講者が多職種
連携研修を企画したり、受講者同士で多職種連携を推進するための有志の会
を立ち上げたりと、多職種連携の推進に向けた取組が図られているため、引
き続き事業を継続していく。）
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(事業№ 36 )

【総事業費】

1,372千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

特別養護老人ホームの看護職員は入所者の健康的な生活を支えるために専門
性を発揮することが求められる一方で、本県は少数の配置かつ、准看護師の
割合が高いため、OJTが十分に機能していない。

アウトカム指標：特別養護老人ホームに勤務する看護師の資質向上

訪問研修受講施設数　１５施設

訪問研修受講施設数　１６施設

事業の有効性と効
率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：特別養護老人ホームに勤務する看護師
の資質の向上
→　観察できなかった（職員の資質向上のため）
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、研修によ
り、受講者の資質は向上したものと考えられる。

（事業の有効性）
　職員にとって同じ課題を学習できたことで共有した意識が生まれ、業務に
おいて互いに注意喚起することができる。また、施設で取り組んでいるケア
に対し間違いはないことに確信が持て、職員の自信に繋がり、モチベーショ
ンの向上が期待できる。
（事業の効率性）
　事前打ち合わせにより、施設側の普段行っているケアの方法や頻度、使用
している軟膏等の現場の情報を伝えることで、より現場の実情に沿った内容
で研修を実施しており、効率的な実施が図られていると考える。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業

事業名 介護施設における看護職員の資質向上推進事業

県全域

公益社団法人　青森県看護協会

１　訪問研修
　　県内の医療機関に従事している認定看護師（感染症管理２名、
　皮膚・排泄ケア２名及び認知症看護２名の３組、計６名）それ
　ぞれの組が選定された３ヶ所の特養を訪問し、そこに勤務する看護職員を
　対象に研修を実施する。
２　事業報告会
　　県内の特別養護老人ホームの職員を対象に、訪問研修の成果を報告す
　る。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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(事業№ 37 )

【総事業費】

967千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者等の課題に対応する地域の拠点として重要な役割を担っている地域包
括支援センターの職員や介護予防支援従事者の資質の向上を図り、介護予防
事業の適正な取組を推進する。

アウトカム指標：介護予防に携わる職員の資質の向上

受講者数
１：７２名（各センター１名）
２：４００名

受講者数
①　３７名
②１６２名

事業の有効性と効
率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護予防に携わる職員の資質の向上
→　観察できなかった
　・抽象的なアウトカムのため定量的な測定はできなかったが、研修により
受講者の資質向上は図られたものと考えられる。

（事業の有効性）
　市町村地域包括支援センターと介護予防支援従事者の資質の向上により、
さらなる適正な介護予防の推進に寄与したものと考える。

（事業の効率性）
　青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会への委託により、職能団体
としても専門性の高い研修内容が可能となった。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

事業名 地域包括支援センター職員等研修事業

県全域

青森県（青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会）

１　地域包括支援センター職員研修
　　地域包括支援センターの意義・役割など業務を行う上で必要な知識及び
　技能の向上を図るため研修会を実施する。
２　介護予防支援従事者研修
　　総合事業に関するケアマネジメントを含めた介護予防支援従事者の資質
　向上を図るための研修を実施する。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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(事業№ 38 )

【総事業費】

600千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

適切なアセスメントや訪問計画書の作成、事業所内での指導力等を推進する
ための資質の向上を図る。

アウトカム指標：サービス責任者の資質の向上

開催回数：2回、研修参加者数：100名

参加者数　５６名

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　目標に対し４４名の不足となったが、県内２会場で実施することで、より
受講しやすい体制により継続して実施していく。

事業の有効性と効
率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービス事業所の質の向上
→　観察できた（アンケート結果：受講者の９割以上がこの研修が役立った
と回答）

（事業の有効性）
　本事業により、訪問介護事業所の責任者的立場にある者の知識・理解力の
向上やモチベーションアップを図り、指導力や管理能力水準を高めること
で、県内の訪問介護サービスや訪問介護員の質の向上につながったものと考
えられる。
（事業の効率性）
　高齢者福祉に関して深い知見を有し、訪問介護事業所を含めた開設者で組
織する団体である青森県老人福祉協会が本事業を実施することで、より効率
的な事業実施を図ることができた。

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 資質の向上
（小項目） 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 訪問介護サービス提供責任者研修事業

県全域

公益社団法人青森県老人福祉協会

訪問介護の現場を担うサービス提供責任者に対する研修を開催する。

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了
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執行残事業１

【総事業費】

16,775千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

介護現場への就労意欲のある者（特に中高年齢者等）に対し、介護現場で就
労する際に求められる最低限度の知識・技術等を習得できる入門的な研修を
実施する。
研修修了者に対して、福祉人材センター、公共職業安定所、シルバー人材セ
ンター等の関係機関と連携し、就労のための支援を行う。
（１）対象者
　　　介護未経験・無資格であるものの介護現場での就労意向のある中高年
　　齢者等
（２）研修内容
　　　尊厳の保持と自立支援等介護職員としての心構え、基本的な生活支援
　　技術、緊急時の対応等に係る講義、演習など計21時間

開催回数：8回、受講者数：180名

開催回数：9回
研修受講者数：135名　研修修了者数129名

（目標未達成の原因等に対する見解と改善）
　研修修了者数は目標を下回ったが、圏域によっては、定員を上回る受講申込が
あったことで今回受講できなかった者が相当数存在したことから、圏域ごとの募集
方法や開催時期等を見直すなど、より多くの受講が可能となるよう工夫を加えて実
施することが必要である。

背景にある医療・
介護ニーズ

介護職の人材不足や雇用のミスマッチ解消等に向け、介護未経験等でも介護
現場への就労意欲のある者が参入可能な仕組みづくりが必要。

アウトカム指標：
介護事業所等への新規就労者（研修参加者の１割以上）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業

事業名 介護人材発掘育成事業

県全域

県（介護労働安定センター）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

うち、執行残 16,775千円
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その他

事業の有効性・
効率性

事業実施後のアウトカム指標：介護分野への就労者の確保（研修参加者の１
割）
→　観察できた（研修修了者129名のうち修了後に就労につながった者10名）

（事業の有効性）
　介護人材不足が慢性化している中、介護に係る資格取得経費や業務未経験
等の要素が人材参入の阻害になっているが、本事業により、できるだけ経費
を抑えて就労に結びつけるとともに、介護について一定水準の知識を持った
人材を地域へ輩出することができた。
　事業者においては、当該就労者が介護サービスについて一定の知識水準が
担保されているため、採用時の選定・教育に係る負担軽減、時間・コストが
軽減できた。
（事業の効率性）
　県内６圏域すべてで研修を行うことで受講の利便性を確保したことによ
り、多くの受講者の参加を確保できたと考える。
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執行残事業２

【総事業費】

4,944千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

子育て中の介護職員が働き続けられるよう短時間勤務による業務の緩和及び
介護職員が専門的な知識・技術が必要となる業務に専念できるよう介護現場
の作業効率の向上を図るため介護助手の導入支援を行う。

介護助手：30名

介護助手モデル事業参加事業所数：１０事業所

事業の有効性・
効率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護助手の採用者数の前年度比増
→　観察できた（R1：30名→R2：7名）
　・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、介護助手業務の体験
　　者数等が減少し、採用者数が伸びなかった。

（事業の有効性）
　アンケート調査の結果、介護助手の導入に対し半数を超える法人で業務の
質の向上やケアに専念できた等前向きな回答があったことから、労働環境整
備に一定の成果が得られた。

（事業の効率性）
　青森県福祉人材センターに委託することで、円滑に事業を実施することが
できた。

背景にある医療・
介護ニーズ

子育て中の介護職員の育児負担を軽減し、離職等の抑制を推進する必要があ
る。

アウトカム指標：介護助手を導入する施設数の増

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 参入促進
（小項目） 介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支援事業

事業名 福祉・介護人材定着促進事業（介護助手）

県全域

青森県（社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

うち、執行残 4,944千円
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執行残事業３

【総事業費】

14,463千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

背景にある医療・
介護ニーズ

子育てする介護職員の負担軽減により、働きやすい職場環境の推進を図る。

アウトカム指標：事業所内保育　定員５０名

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（小項目） 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業

事業名 介護事業所内保育施設運営費補助

県全域

介護事業所内保育施設設置者

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

　介護事業所内保育施設の運営に係る人件費分を補助

　受入対象の乳児又は児童は、介護事業所内に保育施設を整備する施設に勤
務する介護職員の乳児又は児童のほか、余裕のある範囲内で、近隣の介護保
険施設・事業所に勤務する介護職員の乳児又は児童を対象とする。

事業所内保育施設：５施設（各定員１０名）

事業所内保育施設　２施設

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　希望施設の整備計画の遅れ等があった。整備及び運営について、事業者と
密に連携を取り、円滑な事業開始を支援する。

事業の有効性
と効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：保育施設利用者の増
→　現状維持（年間延べ利用児童数　Ｒ元：145人　→　R2：145人）

（事業の有効性）
　子育て中の介護職員等が安心して就労でき、介護職員の早期離職の防止や
介護サービスの質の向上等につながる。

（事業の効率性）
　各介護事業所が実施することで、地域における事業実施を行うことができ
る。

うち、執行残 14,463千円
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別紙 

平成 27
事後評価 

令和３年１１月 

県 



１．事後評価のプロセス 
（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施状況は次のとおりです。 

 行った

（実施状況）

 ・令和 3 年 3 月 24 日 青森県医療審議会において議論

 □ 行わなかった

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 審議会等で指摘された主な内容は次のとおりです。 

審議会等で指摘された主な内容

・指摘事項は特になく了承された。（青森県医療審議会 令和 3 年 3 月 24 日）
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２．目標の達成状況 

■青森県全体（目標） 

① 青森県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

医療及び介護の総合的な確保に向け、医療従事者の確保・養成を図るとともに、

在宅医療提供体制の整備により、地域における医療連携体制の充実を図る。  

（目標とする指標は、事業ごとに設定。）  

□青森県全体（達成状況） 

１）目標の達成状況

・【目標：医師のキャリア形成プログラムの作成数：5本（5人）（R2 年度）】→5本（5人）

・【目標：特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形成プログ

ラム参加医師数の割合：100％（R2 年度）】→100％

 ２）見解

地域医療構想の達成に向けて、医療機関同士の役割分担・相互連携と医師の確

保・養成が図られた。 

 ３）目標の継続状況 

 令和３年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

  □ 令和３年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。
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(事業№ 1 )

事業の区分

【総事業費】

34,515千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

平成２７年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

地域医療を支える医師確保事業

県全体

県

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・医師臨床研修マッチング数　74名（R2年度）
・上十三地域（人口10万対医師数で最も少ない圏域）の医師数　125.1人
（H30）

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医師不足が解消されていくものと考え
　　られる。

（２）事業の効率性
　　　医療薬務課内に専従職員を配置し、効率的な事業実施に努めている。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事者
の確保が必要。

アウトカム指標：
・医師臨床研修マッチング数
　84名（H27～H31年度のマッチング数の平均値）→84名以上（R2年度）
・上十三地域（人口10万対医師数で最も少ない圏域）の医師数
　117.4人（人口10万人当たり）（H26）　→　現状値以上（R1）

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院への
医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営を行う。

・キャリア形成プログラム作成数：５本（５人）
・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形
成プログラム参加医師数の割合：100%

・キャリア形成プログラム作成数：５本（５人）
・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形
成プログラム参加医師数の割合：100%
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別紙 

平成 26
事後評価 

令和３年１１月 

県 



１．事後評価のプロセス 
（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施状況は次のとおりです。 

 行った

（実施状況）

 ・令和 3 年 3 月 24 日 青森県医療審議会において議論

 □ 行わなかった

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 審議会等で指摘された主な内容は次のとおりです。 

審議会等で指摘された主な内容

・指摘事項は特になく了承された。（青森県医療審議会 令和 3 年 3 月 24 日）
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２．目標の達成状況 

■青森県全体（目標） 

① 青森県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

医療及び介護の総合的な確保に向け、医療従事者の確保・養成を図るとともに、

在宅医療提供体制の整備により、地域における医療連携体制の充実を図る。  

（目標とする指標は、事業ごとに設定。）  

□青森県全体（達成状況） 

１）目標の達成状況

・【目標：訪問看護に関する研修参加者数：100 名（R2 年度）】→43 名 

・【目標：訪問看護体験型研修参加者数：100名（R2 年度）】→49 名 

・【目標：訪問看護ステーションにおける地域連携及び訪問看護師処遇調査数：約 120 事業所（R2

年度）】→125 事業所 

・【目標：医師事務作業補助者の設置を支援する施設数：12 か所（R2 年度）】→4か所 

・【目標：在宅医療に係る設備整備を行う施設数：12 か所（R2 年度）】→9か所 

・【目標：在宅医療従事者研修受講者数：各職種 100 人（R2 年度）】→各職能団体平均 90 人 

・【目標：医師のキャリア形成プログラムの作成数：5本（5人）（R2 年度）】→5本（5人）

・【目標：特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形成プログ

ラム参加医師数の割合：100％（R2 年度）】→100％

 ２）見解

増加が見込まれる在宅医療のニーズに対し、適切な医療・介護サービスが提供で

きるように在宅医療に係る提供体制が一定程度強化された。 

 ３）目標の継続状況 

 令和３年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 令和３年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。
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(事業№ 5 )

事業の区分

【総事業費】

6,017千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

令和２年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

訪問看護推進事業

県全体

県（①公益社団法人全日病青森　②公益社団法人青森県医師会　③公益社団法
人青森県看護協会）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・訪問看護ステーション従事者数
　600人（H30年度）→　803人（R2年度従事者届（次回R4.12）

（１）事業の有効性
　　　訪問看護に関するデータや情報共有の場が不足していたことから、実態
　　調査等の実施により、県内の訪問看護の現状把握に努めており、今後の具
　　体的な事業内容を検討することができる。
（２）事業の効率性
　　　今後、実態調査等の結果から抽出された課題に対して、事業を実施
　　していくことにより、効率的な事業の実施ができる。

・訪問看護に関わる看護師等の増員、訪問看護の適切なタイミングでの利用促
進等、今後も継続して対応する必要がある。
・5人以下の小規模事業所が多く、研修会参加の人員を確保できない現状があ
る。研修の方法にWeb研修を取り入れるなどして対応する。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療・介護サービスが供給
できるように在宅医療に係る提供体制の強化が必要

アウトカム指標
・訪問看護ステーション従事者数（保健師、助産師、看護師、准看護師数）
　600人（H30年度）→756人（R2年度）
①訪問看護ステーションを支援する訪問看護推進協議会を設置・運営し、訪問
看護師関する研修を実施するとともに訪問看護ステーションの普及・啓蒙活動
を行う。
②訪問看護に従事するきっかけづくりや就労後のミスマッチによる離職予防を
目的として訪問看護の体験型（動機付け）研修を実施する。
③訪問看護ステーションにおける地域連携等の把握、及び訪問看護師の処遇を
把握し、訪問看護推進に向けた問題を抽出する。

①訪問看護に関する研修参加者：100名（R2年度）
②訪問看護体験型研修参加：100名（R2年度）
③調査対象：訪問看護ステーション約120事業所（R2年度）

①訪問看護に関する研修会開催：43名
②訪問看護体験型研修：49名
③調査対象：訪問看護ステーション等125施設
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(事業№ 7 )

事業の区分

【総事業費】

8,000千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

在宅医療を推進する医療クラーク導入支援事業

県全体

各診療所

平成３０年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　□■終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

　在宅医療に取り組む医師は業務量が多く、医師をサポートする体制づくりが
必要。

アウトカム指標
・訪問診療を受けた患者数（在宅患者訪問診療料算定レセプト件数）
　52,033件（H27）→58,809件(R2)
　医師事務作業補助者を配置して、在宅医療に取り組む診療所を対象に、医師
事務作業補助者の人件費に対し支援を行う。

　事業終了後３年間は、毎年度訪問診療の実績を確認することとしている。

・本事業により支援する診療所数　12か所（R2年度）

・本事業により支援する診療所数　4か所（R2年度）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・訪問診療を受けた患者数（在宅患者訪問診療料算定レセプト件数）
　52,033件（H27）→54,027件(R元)

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、積極的に在宅医療に取り組む診療所が増加してい
　　る。

（２）事業の効率性
　　　医療クラークの導入により、タスクシフトが進み、医師が訪問診療に割
　　ける時間が増えることとなる。
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(事業№ 8 )

事業の区分

【総事業費】

12,778千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

事業終了後５年間は、毎年度訪問診療の実績を確認することとしている。

・在宅医療に係る設備整備を行う施設数：12か所（R2年度）

・在宅医療に係る施設整備を行う施設数：9か所（R2年度）

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・訪問診療を受けた患者数（在宅患者訪問診療料算定レセプト件数）
　52,033件（H27）→54,027件(R元)

（１）事業の有効性
      本事業の実施により、積極的に在宅医療に取り組む診療所の増加してい
　　る。

平成３０年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

　今後、増加が見込まれる在宅医療に対して、適切な医療・介護サービスが供
給できるように在宅医療に係る提供体制の強化が必要。

アウトカム指標
・訪問診療を受けた患者数（在宅患者訪問診療料算定レセプト件数）
　52,033件（H27）→58,809件(R2)
　医療機関が行う訪問診療、訪問看護ステーションが行う訪問看護、歯科診療
所が行う訪問歯科診療の後方支援に要する設備整備に対し支援する。

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

在宅医療設備整備支援事業

県全体

医療機関、訪問看護ステーション
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(事業№ 9 )

事業の区分

【総事業費】

10,506千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトプット
指標（達成
値）

その他

　在宅医療に携わる医療従事者を養成・確保するため、職種毎に研修を実施す
る。

・研修受講者数：各職種100人（R2年度）

・在宅医療専門研修会開催
　研修会参加者　各職能団体平均　90人

事業の有効
性・効率性

（１）事業の有効性
　　県内の各種医療従事者の在宅医療に係る専門的知識の向上及び技術の習得
　等が図られる。

（２）事業の効率性
　　研修事業を県内の在宅医療に係る各職能団体に委託することにより、現場
　のニーズを踏まえた研修を実施できる。

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・訪問診療を受けた患者数（在宅患者訪問診療料算定レセプト件数）
　52,033件（H27）→54,027件(R元)

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名

在宅医療従事者研修事業

県全体

県（関係団体委託）、医療機関、訪問看護ステーション

平成３１年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医
療・介護ニー
ズ

　今後、増加が見込まれる在宅医療に対して、適切な医療・介護サービスが供
給できるように在宅医療に係る提供体制の強化が必要。

アウトカム指標
・訪問診療を受けた患者数（在宅患者訪問診療料算定レセプト件数）
　52,033件（H27）→58,909件(R2)
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(事業№ 11 )

事業の区分

【総事業費】

9千円

事業の対象と
なる区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット
指標（当初の
目標値）

アウトプット
指標（達成
値）

その他

平成２７年４月１日～令和３年３月３１日
□継続　／　■終了

４．医療従事者の確保に関する事業

事業名

地域医療を支える医師確保事業

県全体

県

事業の有効
性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標
・医師臨床研修マッチング数　74名（R2年度）
・上十三地域（人口10万対医師数で最も少ない圏域）の医師数　125.1人
（H30）

（１）事業の有効性
　　　本事業の実施により、本県の医師不足が解消されていくものと考え
　　られる。

（２）事業の効率性
　　　医療薬務課内に専従職員を配置し、効率的な事業実施に努めている。

背景にある医
療・介護ニー
ズ

病床の機能分化・連携を推進するため、それぞれの医療機能を担う医療従事者
の確保が必要。

アウトカム指標：
・医師臨床研修マッチング数
　84名（H27～H31年度のマッチング数の平均値）→84名以上（R2年度）
・上十三地域（人口10万対医師数で最も少ない圏域）の医師数
　117.4人（人口10万人当たり）（H26）　→　現状値以上（R1）

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院への
医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営を行う。

・キャリア形成プログラム作成数：５本（５人）
・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形
成プログラム参加医師数の割合：100%

・キャリア形成プログラム作成数：５本（５人）
・特別枠の修学資金貸与医師数（基金により対応した者）に対するキャリア形
成プログラム参加医師数の割合：100%
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